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 震１－２－２ 地層断面図 
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震１－２－３ 港区用途地域地区等図 
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震１－２－４ 港区揺れやすさマップ 
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震１－２－５ 町丁別地域危険度 

資料：地震に関する地域危険度測定調査（第 9回）(令和 5(2023)年 2月公表) 

町丁目名 建物倒壊危険度 火災危険度 災害時活動困難係数 総合危険度 

赤坂 

１丁目 1 1 0.14 1 

２丁目 1 1 0.17 1 

３丁目 2 1 0.14 ２ 

４丁目 1 1 0.25 １ 

５丁目 1 1 0.20 1 

６丁目 1 1 0.20 1 

７丁目 1 1 0.23 2 

８丁目 1 1 0.21 1 

９丁目 1 1 0.18 1 

麻布十番 

１丁目 2 1 0.08 1 

２丁目 2 1 0.13 ２ 

３丁目 2 1 0.10 1 

４丁目 1 1 0.07 1 

麻布台 

１丁目 2 1 0.26 2 

２丁目 1 1 0.18 1 

３丁目 1 1 0.19 1 

麻布永坂町 1 1 0.30 1 

麻布狸穴町 1 1 0.28 ２ 

愛宕 
１丁目 1 1 0.16 1 

２丁目 1 1 0.16 １ 

海岸 

１丁目 1 1 0.10 1 

２丁目 1 1 0.09 1 

３丁目 1 1 0.10 1 

北青山 

１丁目 1 1 0.19 1 

２丁目 1 1 0.18 1 

３丁目 1 1 0.20 1 

港南 

１丁目 1 1 0.17 1 

２丁目 1 1 0.15 1 

３丁目 1 1 0.11 1 

４丁目 1 1 0.14 1 

５丁目 1 1 0.09 1 

芝 

１丁目 2 1 0.16 2 

２丁目 2 1 0.17 2 

３丁目 ２ 2 0.14 2 

４丁目 1 1 0.15 1 

５丁目 2 1 0.14 2 

芝浦 

１丁目 1 1 0.13 1 

２丁目 1 1 0.11 1 

３丁目 1 1 0.10 1 

４丁目 1 1 0.16 1 

芝公園 

１丁目 １ ２ 0.11 1 

２丁目 2 1 0.11 １ 

３丁目 1 1 0.16 1 

４丁目 1 1 0.17 1 
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町丁目名 建物倒壊危険度 火災危険度 災害時活動困難係数 総合危険度 

芝大門 

芝大門 

１丁目 2 1 0.11 ２ 

２丁目 3 2 0.10 ２ 

白金 

１丁目 3 2 0.16 2 

２丁目 1 1 0.18 1 

３丁目 3 2 0.22 3 

４丁目 1 1 0.22 1 

５丁目 3 2 0.26 3 

６丁目 3 2 0.25 3 

白金台 

１丁目 1 1 0.18 1 

２丁目 2 2 0.31 ２ 

３丁目 1 １ 0.28 2 

４丁目 ２ 2 0.29 2 

５丁目 1 1 0.12 1 

新橋 

１丁目 2 1 0.10 1 

２丁目 ３ 2 0.11 ２ 

３丁目 4 ２ 0.12 ３ 

４丁目 3 2 0.09 ２ 

５丁目 3 2 0.11 ２ 

６丁目 2 1 0.11 ２ 

高輪 

１丁目 2 1 0.14 １ 

２丁目 2 1 0.20 2 

３丁目 1 1 0.17 1 

４丁目 1 1 0.26 1 

虎ノ門 

１丁目 1 1 0.10 1 

２丁目 1 1 0.10 1 

３丁目 2 1 0.14 1 

４丁目 1 1 0.14 1 

５丁目 2 1 0.14 2 

西麻布 

１丁目 2 1 0.15 2 

２丁目 2 2 0.21 2 

３丁目 1 1 0.20 1 

４丁目 1 1 0.19 1 

西新橋 

１丁目 2 1 0.12 ２ 

２丁目 2 1 0.10 1 

３丁目 2 1 0.16 1 

浜松町 
１丁目 ２ 1 0.11 ２ 

２丁目 2 1 0.14 ２ 

東麻布 

１丁目 2 1 0.09 1 

２丁目 2 1 0.11 ２ 

３丁目 ２ 1 0.09 1 

東新橋 
１丁目 1 1 0.08 1 

２丁目 1 1 0.12 1 

三田 

１丁目 1 1 0.16 １ 

２丁目 1 1 0.24 １ 

３丁目 1 1 0.16 1 

４丁目 1 1 0.19 １ 

５丁目 ２ １ 0.18 2 



震災資料編 
第１部 総則 

 

 

町丁目名 建物倒壊危険度 火災危険度 災害時活動困難係数 総合危険度 

南青山 
１丁目 1 1 0.19 2 

２丁目 1 1 0.20 1 

南青山 

３丁目 ２ 1 0.26 2 

４丁目 1 1 0.31 2 

５丁目 1 1 0.20 1 

６丁目 1 1 0.12 1 

７丁目 1 1 0.21 2 

南麻布 

１丁目 2 1 0.20 2 

２丁目 2 1 0.16 2 

３丁目 2 1 0.26 2 

４丁目 1 1 0.28 １ 

５丁目 1 1 0.20 1 

元赤坂 
１丁目 1 1 0.10 1 

２丁目 1 1 0.08 1 

元麻布 

１丁目 1 1 0.25 1 

２丁目 1 1 0.30 2 

３丁目 1 1 0.30 2 

六本木 

１丁目 1 1 0.14 1 

２丁目 1 1 0.23 1 

３丁目 1 1 0.14 1 

４丁目 1 1 0.16 1 

５丁目 1 1 0.22 1 

６丁目 1 1 0.17 1 

７丁目 1 1 0.16 1 

台場 
１丁目 1 1 0.11 1 

２丁目 1 1 0.09 1 
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震１－６－１ 港区防災会議条例 

昭和三十八年七月二十日 

条例第十六号 

 

(目的) 

第一条 この条例は、災害対策基本法(昭和三十六年法律第二百二十三号。以下「法」という。)第十

六条第六項の規定に基づき、港区防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定め

ることを目的とする。 

 

(所掌事務) 

第二条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 港区（以下「区」という。）地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること 

二 区長の諮問に応じて区の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

三 前号に規定する重要事項に関し、区長に意見を述べること。 

四 前三号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

(会長及び委員) 

第三条 防災会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、区長をもつて充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから区長が任命し、又は委嘱する。 

一 区議会議長及び副議長 

二 副区長、教育長及び区の職員 

三 区内の消防団長 

四 区内の医師会、歯科医師会及び薬剤師会の代表 

五 東京都知事部局の職員 

六 東京都公営企業の職員 

七 警視庁の職員 

八 東京消防庁の職員 

九 法第二条第四号に規定する指定地方行政機関の職員 

十 法第二条第五号に規定する指定公共機関の職員 

十一 法第二条第六号に規定する指定地方公共機関の職員 

十二 自主防災組織を構成する者又は学識経験者 

十三 陸上自衛隊の隊員 

６ 前項の委員の総数は、六十九人以内とする。 

７ 第五項第十二号に規定する委員の任期は、二年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。ただし、再任を妨げない。 
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(専門委員) 

第四条 防災会議に、専門の事項を調査させるため専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、前条第五項に掲げる機関の職員及び学識経験者のうちから区長が任命し、又は委嘱

する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されたものとする。 

 

(部会) 

第五条 防災会議は、その定めるところにより部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員および専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその

職務を代理する。 

 

(幹事) 

第六条 防災会議に幹事を置く。 

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから区長が任命または委嘱する。 

３ 幹事は、防災会議の所掌事務について委員および専門委員を補佐する。 

４ 幹事の総数は、五十三人以内とする。 

 

(議事) 

第七条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事運営に関し、必要な事項は、会長が防災会議に

はかつて定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(昭和四四年一〇月六日条例第二三号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(昭和四九年六月二八日条例第二八号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則(平成七年一二月一一日条例第五七号) 

この条例は、区規則で定める日から施行する。 

(平成八年一月規則第六号で、同八年一月二二日から施行) 

付 則(平成一一年一二月一六日条例第四一号) 

この条例は、平成十二年四月一日から施行する。 

付 則(平成一八年一二月一三日条例第六一号) 

この条例は、平成十九年四月一日から施行する。 

付 則(平成二四年一〇月一〇日条例第三二号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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震１－６－２ 港区防災会議運営規程 

 

(趣旨) 

第１条 この規程は、港区防災会議条例（昭和38年港区条例第16号）第7条の規程に基づき、東京都港

区防災会議(以下「会議」という。)の議事その他の運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(招集) 

第２条 会議は、必要に応じ会長が招集する。 

２ 委員は、必要があると認めるときは、会議に付議すべき事項をおよび理由を付して、会長に会議

の招集を求めることができる。 

３ 会長は、会議を招集するときは、会議の日時、場所および議題を定め、関係の委員に通知しなけ

ればならない。 

４ 前項の通知をうけた委員が事故のため出席できないときは、代理者を出席させることができる。 

(議事手続) 

第３条 会議の議事は、会長が主宰する。 

２ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

３ 会長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、その意見をきくことができる。 

(会議の記録) 

第４条 会長は、議事録を作成しておかなければならない。 

２ 議事録には、次の事項を記載しなければならない。 

 一 会議の日時および場所 

 二 出席した委員の職名および氏名 

 三 議事の件名および概要ならびに議決事項 

 四 その他必要と認める事項 

(委任) 

第５条 会議は、その所管に属する事務の一部を会長に委任することができる。 

２ 会長は委任を受けた事務を処理したときは、会議に報告しなければならない。 

(専門委員) 

第６条 専門委員は、調査の結果を報告するため会議に出席することができる。 

 (部会) 

第７条 部会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

付 則 

この規程は、昭和38年8月31日から施行する。 
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震２－１－１ 港区液状化マップ  
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震２－１－２ 仮設住宅建設予定地の建設可能性戸数 

 

公園名 仮設住宅設置有効敷地面積 

（㎡） 

単位面積（80㎡/戸）の場合 

(戸) 

桜 田 公 園 1,655.87 21 

区 立 芝 公 園 4,733.22 59 

檜 町 公 園 2,339.58 29 

亀 塚 公 園 2,552.98 32 

高 輪 公 園 1,110.07 14 

埠 頭 少 年 野 球 場 3,961.81 50 

港 南 公 園 （ Ｄ ） 1,935.29 24 

お台場レインボー公園 3,515.48 44 

港 南 緑 水 公 園 4,877.56 61 

白金台どんぐり児童遊園 1,621.41 20 

合  計 28,303.27 354 
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震２－２－１ 土砂災害警戒区域 

                                    令和元度東京都指定による 

 

愛宕 1－4～5/愛宕 2－1,4,8/元麻布 1－1～6/元麻布 2－3,5～7/元麻布 3－1,10,12/元麻布 3－3～

6,8,9/虎の門 3－9,10,13～15,19,20,23,25/虎の門 4－1/虎の門 5－6,7,9,11/高輪 1－5,16,23/高

輪 2－2,12,14,16,17/高輪 3－13,15～17,19/高輪 4－10,11,18,24/三田 1－4,5,11,13/三田 2－12

～15/三田 3－2,7～9/三田 4－1,2,4,5,7,8,11～14,17,19/芝公園 3－1,5,6/芝公園 4－1,2/西麻布

2－13,14,17,18,24/赤坂 1－11/赤坂 4－2,3,5/赤坂 5－4,5/赤坂 6－4,10,19/赤坂 7－4～8/赤坂 8

－6,7,13/赤坂 9－1～3,6,7/東麻布 1－1/東麻布 3－3,4/南青山 4－4,15,17,27/南麻布 1－23,27/

南麻布 2－9/南麻布 3－4,8,11,12,16/南麻布 4－5,10,11/白金 2－1,4/白金 4－10～12/白金 6－

5,10～12/白金台1－1,2/白金台2－4,27/白金台3－1,2,7,12,13/白金台4－6,11/麻布永坂町/麻布
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十番 1－4/麻布十番 2－5～7,9,10/麻布台 1－2～4,6,7,11/麻布台 3－4/麻布狸穴町/六本木 3－

4,5,8,15/六本木 4－2/六本木 5－6,9,10～14/六本木 6－5,6,8,10～12,16,17 

 

震２－２－２ 区内配水管管理延長現況 

         令和 3(2021)年 3月 31 日現在 

                         （配水施設統計資料による） 

管  種 小  管 本  管 計 

鋳 鉄 管 361,279.4m 58,251.3m 419,530.7m 

鋼  管 4,979.8m 8,770.5m 13,750.3m 

計 366,259.2m 67,021.8m 433,281.0m 

     制 水 弁  6,741個 

     消 火 栓  2,600個 

     （注）小管とは口径50mm～350mmまで 

        本管とは口径400mm以上をいう 

 

震２－２－３ 仮設トイレ設置可能マンホール 

令和６(2024)年１月１日現在 

（単位：基） 

地区 小・中学校 
その他 

区有施設 

公園・ 

児童遊園 

下水道局整備

による使用可

能なマンホー

ル数 

合計 

芝地区 20 40 39 3 102 

麻布地区 50 57 40 0 147 

赤坂地区 30 11 6 3 50 

高輪地区 38 27 51 1 117 

芝浦港南地区 35 11 52 5 103 

 

合計 

 

173 146 188 12 519 
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震２－２－４ 道路・橋りょうの現況 

（１）道路の現況 

区 分 区 道 
都 道 

（一般国道指定 

区間外含む） 

国 道 
（指定区間のみ） 

自動車専用道 合 計 

延長（m） 220,017 48,759 15,135 20,207 304,118 

面積(㎡) 1,851,935 1,570,383 545,356 485,913 4,453,587 

                       「東京都道路現況調書」令和４年版による 

  

（２）橋りょうの現況 

 本区内に架設してある橋りょうは60橋で、各機関の橋りょう整備計画は次のとおりです。 

管理団体 
管 理 

橋りょう数 

整 備 計 画 

事業名 

（路線名） 
施工場所 工事内容 備考 

港区 

(土木課) 

31 

〔13〕 

五之橋 
南麻布3-22先 

 ～白金5-3先 
架 替 

令和8(2026)

年 度 

完 了 予 定 

香取橋 
芝浦1-16先 

 ～芝浦2-17先 
架 替 

令和7(2025)

年度着手予定 

芝浦橋 
芝浦4-7先 

 ～港南1-1先 
耐震補強 

令和6(2024)

年 度 

着 手 予 定 

新芝浦橋 
芝浦1-1先 

 ～海岸2-1先 
架 替 

令和6(2024)

年度完了予定 

小山橋 
麻布十番4-2先 

 ～三田1-11先 
架 替 

令和5(2023)

年度着手予定 

東京都 

(建設局) 

27 

〔23〕 
― ― ― ― 

国 

(東京国道事務所) 

2 

〔17〕 
― ― ― ― 

計 
60 

〔53〕 
 

 ※ JRの横断橋、歩道橋、ぺデストリアンデッキ等を外数として〔 〕に記入 
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震２－２－５ 首都高速道路の現況  

（１）道路の現況 

名 称 
区内

延長 
入 口 出 口 非常電話 非常口 

高速都心環状線  

（都道首都高速１号線、 

都道首都高速２号線、  

都道首都高速２号分岐

線、 

都道首都高速３号線） 

5.1km 

(内回り)  

飯倉、芝公

園  

(外回り）  

芝公園 

(内回り)  

芝公園  

(外回り）  

芝公園、飯

倉 

内回り 13 箇所 

外回り 12 箇所 

内回り 1 箇

所  

外回り 3 箇

所 

高速１号羽田線  

（都道首都高速１号線） 
5.8km 

(上り)  

芝浦  

(下り）  

芝浦 

(上り)  

芝浦  

(下り）  

芝浦 

上り 7 箇所 

下り 9 箇所 

上り 3 箇所 

下り 3 箇所 

高速２号目黒線  

（都道首都高速２号線） 
2.6km 

(上り)  

目黒、天現

寺 

（下り） 

天現寺、目

黒 

上り 6 箇所 

下り 6 箇所 

上り 2 箇所 

下り 1 箇所 

高速３号渋谷線  

（都道首都高速３号線） 
0.8km 

(上り)  

高樹町 

（下り） 

 高樹町 

上り 6 箇所 

下り 5 箇所 

上り 1 箇所 

下り 1 箇所 

高速４号新宿線  

（都道首都高速４号線） 
0.8km なし なし 

上り 3 箇所  

下り 3 箇所 

上り 2 箇所 

下り 1 箇所 

高速１１号台場線  

（都道首都高速１１号

線） 

3.8km 
(上り) 

台場 

（下り）  

台場 

上り 6 箇所  

下り 5 箇所 

上り 4 箇所 

下り 4 箇所 

高 速 湾 岸 線 

（都道高速湾岸線） 
1.3km なし なし 

西行き なし  

東行き 2 箇所 

西行き なし 

東行き なし 

高 速 八 重 洲 線 

（都道首都高速２号線） 
0.1km 

(南行き)  

汐留 

(北行き)  

汐留 

南行き 1 箇所  

北行き なし 

南行き なし  

北行き なし 

 20.3km ― ― ― ― 

 

（２）トンネル防災設備の現況  

ト
ン
ネ
ル 

路 

線 

名 

延 

長 

ｍ 

通報・警報設備 消火設備 

避
難
誘
導
設
備 

その他設備 

非
常
電
話 

押
し
ボ
タ
ン
式 

通
報
装
置 

火
災
探
知
機 

ト
ン
ネ
ル
入
口
警

報
表
示
板 

信
号
機 

消
火
器
箱 

泡
消
火
栓 

水
噴
霧
設
備 

非
常
口 

（
高
速
上
扉
） 

ラ
ジ
オ
再
放
送 

監
視
用
テ
レ
ビ 

換
気
設
備 

消
火
水
槽 

 
 
 

ｔ 

水
噴
霧
水
槽 

ｔ 

飯

倉 

高速都心 

環状線 109 1 9 - 1 - 10 2 - - 有 - - 69 - 

赤

坂 

高速４号 

新宿線 528 6 24 43 2 有 24 24 - 1 有 25 - 20 - 
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（３）管理施設等の現況  

区 分 種 類 施 設 の 名 称 

電 気 設 備 変 電 所 汐留、麻布、芝浦 

配 水 設 備 排 水 ポ ン プ 飯倉台１・２（飯倉トンネル） 

交通管制設備 交通管制設備 文字情報板 40、街路文字情報板 6、可変規制標識 10、  

交通監視用テレビ 60、車両感知器 79、  

街路図形情報板 5、図形情報板 5、  

所要時間表示板 1、路側放送措置 1 

通 報 設 備 非 常 電 話 90 

避 難 設 備 非 常 口           入口  10 

26   ランプ            20 

          出口  10 

駐 車 施 設 駐 車 場 汐留駐車場 

事 務 庁 舎 事 務 所 東京西局白金庁舎 
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震２－３－１ 危険物施設一覧表 

令和５(2023)年４月 1日現在 

施設種別 計 施設種別 計 

製造所 0 営業用給油取扱 27 

屋内貯蔵所 17 自家用給油取扱 18 

屋外タンク貯蔵所 1 販売取扱所 1 

屋内タンク貯蔵所 186 一般取扱所 215 

地下タンク貯蔵所 256 少量危険物取扱所 815 

簡易タンク貯蔵所 0 指定可燃物取扱所 97 

移動タンク貯蔵所 4   

屋外貯蔵所 1   

 

震２－３－２ 港区地域消火器の設置状況 

                         令和５(2023)年４月１日現在 

地 域 別 設 置 本 数 

芝 ３５６  

麻 布 ２７８ 

赤 坂 ２６８ 

高 輪 ３４６ 

芝浦港南 １８６ 

計 １，４３４本 

 

震２－３－３ 車両等の内訳（消防署） 

令和５(2023)年４月 1日現在 

ポンプ車 化学車 はしご車 救助車 救急車 消防艇 その他 計 

22 台 3 台 5 台 1 台 10 台 2 艇 24 台 67 台 
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震２－３－４ 防災資機材置場一覧表（消防団ポンプ置場） 

令和５(2023)年４月１日現在 

団名 
分団

名 
設置場所 所在 

格納ポンプ 

の種別 
管理 

芝
消
防
団 

１ 
新橋一丁目 新橋 1-6-10 積載車 消防庁 

桜田公園 新橋 3-16-15 可搬ポンプ 区 

２ 
芝公園二丁目 芝公園 2-3-24 可搬ポンプ 消防庁 

シティハイツ神明 浜松町 1-13-1 可搬ポンプ 区 

３ 
南桜公園 西新橋 2-10-13 可搬ポンプ 区 

塩釜公園 新橋 5-19-7 可搬ポンプ 区 

４ 
西久保巴町児童遊園 虎ノ門 3-18-18 可搬ポンプ 区 

虎ノ門いきいきプラザ 虎ノ門 1-21-10 可搬ポンプ 区 

５ 
みなと保健所 三田 1-4-10 可搬ポンプ 区 

三田二丁目児童遊園 三田 2-10-7 可搬ポンプ 区 

６ 
豊岡児童遊園 三田 5-11-6 可搬ポンプ 区 

亀塚公園 三田 4-16-20 積載車 区 

７ 
芝四丁目 芝 4-7-5 可搬ポンプ 消防庁 

本芝公園 芝 4-15-1 可搬ポンプ 区 

８ 

船路橋児童遊園 芝浦 2-11-10 可搬ポンプ 区 

グランパークハイツ 芝浦 3-4-2 可搬ポンプ 区 

シーリアお台場 台場 1-1-1 積載車 区 

みなとパーク芝浦 芝浦 1-16-1 積載車 区 

麻
布
消
防
団 

１ 
六本木西公園 六本木 7-17-26 可搬ポンプ 区 

六本木ヒルズ 六本木 6-16-7 可搬ポンプ 区 

２ 

グリーンコア広尾 南麻布 5-16-13 積載車 消防庁 

本村公園 南麻布 3-4-9 ― 区 

区立麻布運動場 南麻布 5-6-17 可搬ポンプ 区 

３ 

麻布永坂高速下 麻布永坂町 13 ― 区・ 

消防庁 

三河台公園 六本木 4-2-30 可搬ポンプ 区 

六本木グランドタワー 

地下１階 

六本木 3-2-1 積載車 区・ 

消防庁 

４ 
一の橋公園 東麻布 3-9-4 可搬ポンプ 区 

網代公園 麻布十番 2-15-1 可搬ポンプ 区 

赤
坂
消
防
団 

１ 

氷川公園 赤坂 6-5-4 可搬ポンプ 区 

一ツ木公園 赤坂 5-5-26 ― 区 

赤坂防災倉庫関連施設 赤坂 3-13-12 可搬ポンプ 区 

２ 

桑田記念児童遊園 赤坂 9-3-21 可搬ポンプ 区 

青山運動場 南青山 2-21-12 ― 区 

南青山一丁目 南青山 1-10-5 積載車 消防庁 

３ 
南青山六丁目 南青山 6-7-8 可搬ポンプ 区 

北青山三丁目 北青山 3-5-1 積載車 消防庁 

高
輪
消
防
団 

１ 

高輪三丁目 高輪 3-20-15 積載車 区 

承教寺 高輪 2-4-8 可搬ポンプ 区 

高輪三丁目 高輪 3-21-1 可搬ポンプ 消防庁 

２ 
白金台どんぐり児童遊園 白金台 5-19-1 積載車 区 

白金児童遊園 白金台 2-24-3 可搬ポンプ 区 
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３ 
田島町防災用地 白金 3-2-2 積載車 消防庁 

白金の丘学園 白金 4-1-12 可搬ポンプ 区 

４ 
港南緑水公園 港南 4-7-47 可搬ポンプ 区 

品川駅港南口 港南 2-1 可搬ポンプ 区 

※消防庁とは東京消防庁のことです。 
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震２－３－５ 文化財一覧表 

令和５(2023)年４月１日現在 

名  称 所  在 
文化財の

種類 
消防設備 備 考 

旧東宮御所（迎賓館赤坂離宮） 元赤坂2-1-1 国宝   

増上寺三解脱門 芝公園4-7-35 国・重文 自火報  

有章院霊廟二天門  〃 3-3-1 〃  〃  

旧台徳院霊廟惣門  〃 4-8-2 〃  〃 ・消火器  

慶應義塾三田演説館 三田2-15-45 〃  〃 ・ 〃  

慶應義塾図書館   〃 〃  〃 ・ 〃  

瑞聖寺大雄宝殿 白金台3-2-19 〃 
 〃 ・ 〃 

放水銃 
 

明治学院インブリー館 白金台1-2-37 〃 自火報・消火器  

旧朝香宮邸 

（東京都庭園美術館） 
白金台5-21-9 〃 

自火報・消火器 

消火栓・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ 
 

武家屋敷門 赤坂4-10-36 〃   

増上寺経蔵 芝公園4-7-35 都・有文 消火器  

氷川神社社殿 赤坂6-10-12 〃 自火報・消火器  

旧赤坂仮皇居御会食所 

（明治記念館本館） 
元赤坂2-2-13 〃   

増上寺旧方丈門（黒門） 芝公園4-7-35 区・有文 消火器  

明治学院記念館 白金台1-2-37 〃 自火報・消火器  

明治学院礼拝堂    〃 〃  〃 ・ 〃  

旧乃木邸及び馬小屋 赤坂8-11-32 〃  〃 ・ 〃  

金刀比羅宮銅鳥居 虎ノ門1-2-7 〃   

増上寺景光殿（旧広書院）表門 芝公園4-7-35 〃 消火器  

清正公堂及び山門 白金台1-1-47 〃 自火報  

善福寺本堂 元麻布1-6-21 〃 放水銃・自火報  

旧協働会館 芝浦1-11-16 〃 
 〃 ・ 〃 

消火器 
 

大門 
芝公園2-3番地

先区道上 
〃   

承教寺鐘楼 高輪2-8-2 〃   

旧公衆衛生院 白金台4-6-2 〃 
自火報・消火器 

消火栓・ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ 
 

旧畠山一清邸 白金台2-20-12 〃   
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震２－４－１ 東京都帰宅困難者対策条例 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、大規模な地震その他の災害（以下「大規模災害」という。）が発生したことに伴

い、公共交通機関が運行を停止し、当分の間復旧の見通しがない場合において、多数の帰宅困難者

（事業所、学校等に通勤し、通学し、又は買物その他の理由により来店し、若しくは来所する者等で

徒歩により容易に帰宅することが困難なものをいう。）が生じることによる混乱及び事故の発生等を防

止するために、東京都（以下「都」という。）、都民及び事業者（事業を行う法人その他の団体又は事

業を行う場合における個人をいう。以下同じ。）の責務を明らかにし、帰宅困難者対策の推進に必要な

体制を確立するとともに、施策の基本的事項を定めることにより、帰宅困難者対策を総合的かつ計画

的に推進し、もって都民の生命、身体及び財産の保護並びに首都機能の迅速な回復を図ることを目的

とする。 

（知事の責務） 

第二条 知事は、特別区及び市町村（以下「区市町村」という。）、事業者その他関係機関と連携し、

大規模災害の発生時における帰宅困難者による混乱及び事故の発生等を防止するため、帰宅困難者対

策について実施計画を策定し、総合的に推進しなければならない。 

2 知事は、大規模災害の発生により、多数の帰宅困難者が生じ、又は生じるおそれがあると認める場

合並びに帰宅困難者による混乱及び事故の発生等の危険性が回避され、安全に帰宅することができる

と認める場合は、区市町村、事業者その他関係機関との連携及び協力の下に、必要な措置を講じなけ

ればならない。 

3 知事は、前二項に規定する帰宅困難者対策を実施するに当たっては、高齢者、障害者、外国人等の

災害時に援護を要する者に対して、特に配慮しなければならない。 

（都民の責務） 

第三条 都民は、大規模災害の発生に備えて、あらかじめ、家族その他の緊急連絡を要する者との連

絡手段の確保、待機し、又は避難する場所の確認、徒歩による帰宅経路の確認その他必要な準備を行

うよう努めなければならない。 

2 都民は、大規模災害の発生時に自らの安全を確保するため、むやみに移動しないよう努めるととも

に、都、区市町村、事業者その他関係機関が行う帰宅困難者対策に協力し、かつ、自発的な防災活動

を行うよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第四条 事業者は、その社会的責任を認識して、従業者の安全並びに管理する施設及び設備の安全性

の確保に努めるとともに、大規模災害の発生時において、都、区市町村、他の事業者その他関係機関

と連携し、帰宅困難者対策に取り組むよう努めなければならない。 

2 事業者は、あらかじめ、大規模災害の発生時における従業者との連絡手段の確保に努めるとともに、
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家族その他の緊急連絡を要する者との連絡手段の確保、待機し、又は避難する場所の確認、徒歩によ

る帰宅経路の確認その他必要な準備を行うことを従業者へ周知するよう努めなければならない。 

3 事業者は、管理する施設の周辺において多数の帰宅困難者が生じることによる混乱及び事故の発生

等を防止するため、都、区市町村、他の事業者その他関係機関及び当該施設の周辺地域における住民

との連携及び協力に努めなければならない。 

4 事業者は、あらかじめ、大規模災害の発生時における従業者の施設内での待機に係る方針、安全に

帰宅させるための方針等について、東京都震災対策条例（平成十二年東京都条例第二百二号）第十条

に規定する事業所防災計画その他の事業者が防災のために作成する計画において明らかにし、当該計

画を従業者へ周知するとともに、定期的に内容の確認及び改善に努めなければならない。 

（帰宅困難者対策実施状況の報告） 

第五条 知事は、帰宅困難者対策の実施状況を確認するため、事業者等（前条及び次章から第五章ま

での規定に係る帰宅困難者対策を実施する者をいう。以下同じ。）に報告を求めることができる。 

（事業者等に対する支援） 

第六条 知事は、必要があると認めるときは、事業者等に対して支援を行うものとする。 

第二章 一斉帰宅抑制に係る施策の推進 

（従業者の一斉帰宅抑制） 

第七条 事業者は、大規模災害の発生時において、管理する事業所その他の施設及び設備の安全性並

びに周辺の状況を確認の上、従業者に対する当該施設内での待機の指示その他の必要な措置を講じる

ことにより、従業者が一斉に帰宅することの抑制に努めなければならない。 

2 事業者は、前項に規定する従業者の施設内での待機を維持するために、知事が別に定めるところに

より、従業者の三日分の飲料水、食糧その他災害時における必要な物資を備蓄するよう努めなければ

ならない。 

（公共交通事業者等による利用者の保護） 

第八条 鉄道事業者その他公共交通事業者は、公共交通機関の運行の停止により管理する施設内にお

いて多数の帰宅困難者が生じた場合は、管理する施設及び設備の安全性並びに周辺の状況を確認の上、

都、区市町村、他の事業者その他関係機関と連携し、当該施設内での待機に係る案内、安全な場所へ

の誘導その他公共交通機関の利用者の保護のために必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

2 百貨店、展示場、遊技場等の集客施設に係る設置者又は管理者は、設置し、又は管理する施設内で

多数の帰宅困難者が生じた場合は、設置し、又は管理する施設及び設備の安全性並びに周辺の状況を

確認の上、都、区市町村、他の事業者その他関係機関と連携し、当該施設内での待機に係る案内、安

全な場所への誘導その他施設利用者の保護のために必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

3 前二項に規定する施設以外の施設に係る設置者又は管理者は、前二項の規定に準じて、施設利用者

の保護のために必要な措置を講じるよう努めなければならない。 
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（学校等における生徒等の安全確保） 

第九条 学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号。以下この条において「法」という。）第一

条に規定する学校をいう。）、専修学校（法第百二十四条に規定する専修学校をいう。）及び各種学校

（法第百三十四条に規定する各種学校をいう。）並びに保育所その他の子育て支援を行うことを目的と

する施設の設置者又は管理者は、大規模災害の発生時に、設置し、又は管理する施設及び設備の安全

性並びに周辺の状況を確認の上、幼児、児童、生徒等に対し、当該施設内での待機の指示その他安全

確保のために必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

第三章 安否確認及び情報提供 

（安否確認及び情報提供のための体制整備） 

第十条 知事は、大規模災害の発生時において安否情報の確認及び災害関連情報その他の情報（以下

「災害関連情報等」という。）の提供を行うため、区市町村、事業者その他関係機関との連携及び協力

の下に、情報通信基盤の整備及び災害関連情報等を提供するために必要な体制を確立しなければなら

ない。 

（安否確認手段の周知等） 

第十一条 知事は、大規模災害の発生時において都民及び事業者等に対して安否情報の確認手段の周

知及び災害関連情報等の提供を行わなければならない。 

2 事業者等は、大規模災害の発生時において従業者、利用者等に対して安否情報の確認手段の周知及

び災害関連情報等の提供に努めなければならない。 

第四章 一時滞在施設の確保 

（一時滞在施設の確保等） 

第十二条 知事は、都が所有し、又は管理する施設の中から、大規模災害の発生時に帰宅困難者を一

時的に受け入れる施設（以下この条において「一時滞在施設」という。）を指定し、都民及び事業者等

に周知しなければならない。 

2 知事は、一時滞在施設の確保に向け、都が所有し、又は管理する施設以外の公共施設又は民間施設

に関し、国、区市町村及び事業者に協力を求め、帰宅困難者を受け入れる体制を整備しなければなら

ない。 

3 知事は、区市町村、事業者その他関係機関と連携し、大規模災害の発生時において帰宅困難者の一

時滞在施設への円滑な受入れのために必要な措置を講じなければならない。 

第五章 帰宅支援 

（帰宅支援） 

第十三条 知事は、区市町村、事業者その他関係機関との連携及び協力の下に、大規模災害の発生時

における公共交通機関の運行の停止に係る代替の交通手段及び輸送手段並びに災害時帰宅支援ステー
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ション（徒歩により帰宅する者に飲料水、便所、災害関連情報等の提供等を行う店舗等をいう。）を確

保するとともに、災害関連情報等の提供その他必要な措置を講じることにより、帰宅する者の安全か

つ円滑な帰宅を支援しなければならない。 

 

第六章 雑則 

（委任） 

 

第十四条 この条例の施行について必要な事項は、知事が定める。 

附則 

この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。 
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震２－５－１ 防災住民組織一覧表 

令和５(2023)年４月１日現在 

（１）芝地区総合支所管内 

番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

1 新一東防災会  

2 新一西防災会  

3 新橋二丁目兼房防災会  

4 新橋二丁目烏森防災会  

5 ニュー新橋ビル自治会防災会  

6 新橋二丁目防災会  

7 新三防災会  

8 新三西防災会  

9 新橋三丁目中部防災会  

10 新橋四丁目防災会  

11 新橋五丁目防災会  

12 新橋五・六丁目防災会  

13 新橋六丁目東町会防災会  

14 新七防災会  

15 東新橋一丁目町会防災会  

16 汐留防災会  

17 親和町会防災部  

18 西新橋一丁目桜正防災会  

19 西新橋一丁目桜防災会  

20 南佐二町会防災会  

21 南桜防災会  

22 田村新交会防災会  

23 西新橋三丁目愛二町会防災会  

24 御成門六和町会防災部  

25 虎ノ門一丁目琴平町会防災部  

26 桜川町会防災部  

27 虎ノ門二丁目明舟町会防災会  

28 巴町防災会  

29 神谷町防災会  

30 虎ノ門三丁目広栄町防災会  

31 愛宕町会防災部  

32 芝公園一丁目防災住民組織  

33 芝公園二丁目防災部  
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番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

34 芝公園四丁目町会防災会  

35 浜一防災会 有 

36 芝浜防災会  

37 浜三町会防災団  

38 芝浜四町会防災部  

39 芝大門一丁目北親会防災会  

40 宮本町会防災会  

41 片門前防災団  

42 芝大門二丁目中一町会防災会  

43 中二防災本部  

44 中三防災会  

45 芝新堀町会防災会  

46 芝西応寺町会防災会  

47 北四国防災会  

48 芝松防災班  

49 本芝防災会  

50 芝五丁目町会  

51 都営芝五１号棟防災連絡会  

52 芝和城会防災会  

53 三田一丁目防災会  

54 三田綱町防災会 有 

55 防災一交会  

56 三田慶応町会防災会  

57 三田慶南町会防災会  

58 三田郵政防災会  

59 しんちか防災会  

60 芝金杉防災会  2台有 

61 三田新町防災会  

62 仙石山アネックス防災会  

63 三田商店街振興組合防災部  

64 東京ツインパークス防災会  

65 新橋露月町町会  
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（２）麻布地区総合支所管内 

番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

1 飯倉防災会  

2 飯倉三・四丁目町会防災会 有 

3 麻の葉住民防災組織  

4 東麻布一丁目飯五町会防災部  

5 麻布森元町会防災住民組織  

6 東麻布初音防災会  

7 東麻布北新睦防災会  

8 東麻布三丁目防災会  

9 永坂会防災会   

10 麻布十番睦会防災会  

11 新二防災会  

12 網代会防災部 有 

13 坂下会防災住民組織  

14 一本松西町自主防災会  

15 山元町防災会  

16 ツイン一の橋防災会  

17 竹谷町防災会 有 

18 南麻布一丁目東町町会  

19 南麻布新堀防災会 有 

20 麻布本村町住民防災会 有 

21 富士見町防災会  

22 南麻布広尾防災会 有 

23 三軒家防災組織  

24 麻布宮村町会防災部 有 

25 麻布桜田防災会  

26 西麻布霞町町会防災会 有 

27 西麻布東町会防災会  

28 麻布上笄町会防災組織  

29 仲笄町会防災部  

30 南笄防災会  

31 西麻布上町会  

32 麻布市兵衛町防災会  

33 谷箪防災会  

34 アークヒルズ自治会防災会 有 
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番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

35 今井町防災会  

36 六本木市西町会防災会  

37 六本木町会防災会  

38 日ヶ窪親和防災会  

39 材木町防災会  

40 竜土防災会 2台有 

41 六本木ヒルズ自治会  

42 麻布十番中央マンション災害対策本部  
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（３）赤坂地区総合支所管内 

番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

1 伝馬町防災会  

2 赤坂溜池防災会 有 

3 赤坂東一・二丁目町会 有 

4 福吉防災会  

5 赤坂田町三四五丁目町会防災会  

6 赤坂新三町会防災部  

7 赤坂新二防災部  

8 赤坂新一防災会  

9 赤坂一ツ木町会 有 

10 26防災会   

11 赤坂中ノ町・新四防災会  

12 氷川町防災会  

13 赤坂新町五丁目町会  

14 赤坂七丁目町会防災会  

15 赤坂八丁目町会防災会  

16 桧町自治会防災部   

17 青山一丁目町会防災部 有 

18 南青山一丁目町会地域住民防災組織 有 

19 北青山一丁目住宅自治会防災部  

20 北青山一丁目防災部  

21 青山二丁目防災会  

22 青山外苑町会災害対策本部  

23 南北青山二丁目防災会  

24 北青山三丁目住宅自治会防災会  

25 青山三・四丁目町会防災特別委員会  

26 青山表参道町会防災組織本部  

27 青山高樹町町会防災住民組織  

28 山笄町防災会  

29 北青山一丁目アパート3・4号棟自治会防災部  
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（４）高輪地区総合支所管内 

番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

1 三田寺町町会防災会 有 

2 三田台防災会  

3 伊皿子防災会  

4 三田豊岡町会防災部 有 

5 三田松坂町会防火防災部 有 

6 松ヶ丘会防災部 有 

7 高輪一丁目アパート自治会防災部  

8 高輪一丁目君友会防災部  

9 伊皿子睦会防災会  

10 秀和高輪自治会防災会  

11 高輪タウンハウス自治会  

12 高輪台町会防災会  

13 高輪二本榎町会防災会  

14 高輪本町防災会  

15 高輪二丁目長和会防災会  

16 車町西防災会 有 

17 車町東町会防災団 有 

18 高輪北町親和防災団 有 

19 西町防災部  

20 高輪親睦会防災会 有 

21 高輪共和会防災部  

22 高輪南町防災会  

23 白高町会震災組織 有 

24 一心会防災部  

25 田島町災害対策本部  

26 第一・三光町会防災組織 有 
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番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

27 尚礼会町会防災部  

28 白金三光第五町会防災部  

29 新広尾町三丁目町会防災会  

30 白金三光町会防災会 有 

31 白光町会防災会  

32 白金第四町会防災会  

33 白金三光第六町会防災会  

34 奥三光町会防災会 有 

35 白金台一丁目防災会 有 

36 白金台七七町会防災住民組織  

37 白金今里町協和会防災部  

38 白金猿町町会防災部 有 

39 日吉坂町会防災会  

40 白金台十和会防災部  

41 今里町親和会防災会  

42 白金台町二丁目会防災部  

43 白金台三光第八町会防災部 有 

44 プラウドタワー白金台ふれあいサロン防災会  
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（５）芝浦港南地区総合支所管内 

番号 防災組織名 Ｄ級ポンプ配備状況 

1 芝浦一丁目町会 有 

2 芝浦二丁目町会防災会  

3 グランドメゾン田町自治会  

4 芝浦三・四丁目町会 有 

5 メゾン田町防災会  

6 芝浦第二アパート自治会  

7 海岸二・三丁目防災会 有 

8 東港自治会防災対策本部 有 

9 港南防災会  

10 品川駅港南口町会防災部  

11 三田ナショナルコート自治会防災会  

12 港南三丁目アパート防災団  

13 トミンハイム海岸３丁目防災会  

14 台場一番自治会防災会  

15 シーリアお台場５番街６号棟防災会  

16 港南四丁目第２アパート自治会  

17 港南三丁目第２アパート防災部  

18 港南四丁目第３アパート自治会  

19 シティハイツ芝浦自治会  

20 フェイバリッチタワー品川防災会  

21 シティハイツ港南防災会  

22 秀和田町レジデンス防災会  

23 マリンシティダイヤモンドパレス管理組合  

24 スカイクレストビュー東京管理組合防災会  

25 パークタワー品川ベイワード防災会 有 

26 キャピタルマークタワー防災会  

27 五番街４号棟防災会  

28 台場五番街７号棟防災会  

29 ＴＨＥ ＴＯＷＥＲＳ ＤＡＩＢＡ防災会 有 

30 ＴＯＫＹＯ ＳＥＡ ＳＯＵＴＨ ブランファーレ防災会 有 

31 ワールドシティタワーズ自治会防災会  

32 芝浦アイランド自治会・防災会  

33 コスモポリス品川防災会  

34 都営芝浦４丁目アパート自治会  
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35 シーリアお台場三番街防災会  

36 トミンタワー台場一番街２号棟防災会  

37 品川Ｖタワー防災コミュニティー  

38 トミンタワー・トミンハイム台場三番街防災会  

39 みたて防災会  
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震２－５－２ 地域防災協議会一覧表 

令和５(2023)年４月１日現在 

番号 名  称 代 表 者 

１ 愛宕二の部地区防災会 丸山 博行 

２ 芝小地区防災協議会 河村 和美 

３ 芝・三田地区防災協議会 五木田 宏 

４ 赤羽小地区防災協議会 岡基 正嗣 

５ 愛宕一之部防災会 丸 哲夫 

６ 愛宕三之部防災会連合会 関根 義彦 

７ 愛宕四之部地区防災連合会 曲谷 健一 

８ 笄小地区防災協議会 渋谷 治彦 

９ 麻布小地区防災協議会 三枝 正人 

10 東町小地区防災協議会 大塚 明 

11 本村小地区防災協議会 豊田 哲夫 

12 東麻布防災防犯ネットワーク 金本 兼次郎 

13 南山小地域防災協議会 西本 良一 

14 青山地区防災協議会 竹中 豊治 

15 赤坂地区防災ネットワーク 川東 政實 

16 御田小地区防災協議会 松田 節男 

17 白金小地域防災会 榊原 益躬 

18 白金地区防災協議会 高田 貞臣 

19 高輪地区防災ネットワーク 今福 昌三 

20 芝浦海岸地区防災協議会 堀野 國雄 

21 港南防災ネットワーク 飯塚 則男 

22 お台場地区防災協議会 平方 彰 
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震２－６－１ 個別避難計画の様式 
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震２－７－１ 港区共同住宅等の震災対策の促進に関する要綱 

○港区共同住宅の震災対策の促進に関する要綱 

平成２２年３月３１日 

２１港防防第１７９２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、区内に存する共同住宅において結成された防災住民組織、共同住宅防災組

織、共同住宅防災会、開発事業者及び管理組合による共同住宅の居住者の防災意識の高揚及び

防災行動力の向上を図るとともに、共同住宅以外の町会等を始めとする地域との連携及び協働

を促進するため、区が必要な助言、支援等を行い、もって震災に強いまちづくりに寄与するこ

とを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 高層住宅 区内の共同住宅（共同住宅以外の用途を併用するものを含む。以下同じ。）

のうち、地階を除く階数が６階以上で、住宅の用途に供する部分の戸数が２０戸以上のもの

をいう。 

（２） 中層住宅 区内の共同住宅のうち、地階を除く階数が３階から５階までで、住宅の用

途に供する部分の戸数が１０戸以上のものをいう。 

（３） 防災住民組織 防災住民組織の育成に関する要綱（昭和５１年６月９日５１港環防第

４９号）に定めるものをいう。 

（４） 開発事業者 区内に共同住宅を建設する事業を営む者をいう。 

（５） 管理組合 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９

号）第２条第３号に規定する管理組合をいう。 

（共同住宅防災組織） 

第３条 共同住宅の棟において、当該棟の居住者が防災のために自主的に結成し、次項の規定に

よる届出をした組織を共同住宅防災組織とする。ただし、共同住宅において結成された防災住

民組織に該当するものを除く。 

２ 共同住宅防災組織を結成しようとするときは、当該共同住宅防災組織の代表者は、共同住宅

防災組織結成届出書（第１号様式）に組織規約及び防災計画書を添えて、区長に届け出るもの

とする。この場合において、結成することができる共同住宅防災組織の数は、前項に規定する

ものにあっては１棟につき１組織とし、前項に規定するものにあっては該当する共同住宅合わ

せて１組織とする。 

３ 共同住宅防災組織の結成後において、当該共同住宅防災組織の代表者、規約又は防災計画に
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変更が生じたときは、当該共同住宅防災組織の代表者は、速やかに共同住宅防災組織役員等変

更届出書（第３号様式）に変更事由が確認できる書類を添えて、区長に届け出るものとする。 

（共同住宅防災会） 

第４条 共同住宅ごとに居住者が自主的に結成した防災のための組織のうち、次に掲げる要件の

全てを満たし、次項の規定による届出をしたものは、共同住宅防災会と称し、防災住民組織と

みなす。 

（１） 当該共同住宅の存する地域に既存の町会・自治会がないこと。 

（２） 当該共同住宅の入居世帯の四分の三以上が加入していること。 

２ 共同住宅防災会を結成しようとするときは、当該共同住宅防災会の代表者は、共同住宅防災

会結成届出書（第２号様式）に組織規約及び防災計画書を添えて、区長に届け出るものとす

る。 

３ 共同住宅防災会の結成後において、当該共同住宅防災会の代表者、規約又は防災計画に変更

が生じたときは、当該共同住宅防災会の代表者は、速やかに共同住宅防災会役員等変更届出書

（第４号様式）に変更事由が確認できる書類を添えて、区長に届け出るものとする。 

（共同住宅防災組織等の責務） 

第５条 共同住宅において結成された防災住民組織、共同住宅防災組織及び共同住宅防災会（以

下「共同住宅防災組織等」という。）は、次に掲げる震災対策を講ずるよう努めなければならな

い。 

（１） 飲料水、食料品、携帯トイレ等の備蓄について、各世帯における自助としての備蓄が

困難な場合は、共同住宅防災組織等が中心となり、当該共同住宅防災組織等全体として共同

し、備蓄を進めること。 

（２） 各世帯での家具類の転倒防止対策の実施を徹底すること。この場合において、港区家

具転倒防止対策等促進事業実施要綱（平成１８年４月１日１７港危防第５０６号）による助

成制度の活用を各世帯に対し推奨すること。 

（３） 当該共同住宅防災組織等における防災訓練を実施すること。 

（４） 当該共同住宅の居住者に対し、当該共同住宅防災組織等に、積極的に加入するよう奨

励すること。 

（５） 地域防災協議会の支援に関する要綱（平成９年６月１３日９港総防第１２７号）に基

づき結成された地域防災協議会が主催する防災訓練等に、共同住宅防災組織等として積極的

に参加すること。 

（共同住宅への支援） 

第６条 区長は、共同住宅に対して、共助意識及び防災力の向上に向けた支援を行うものとす

る。 
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２ 前項に規定する支援の内容については、区長が別に定める。 

（計画建物の事前協議） 

第７条 開発事業者は、区内に高層住宅又は中層住宅を新たに建設しようとするときは、当該住

宅における震災対策について、あらかじめ区と協議しなければならない。 

（推進方策） 

第８条 区長は、前条に定める事前協議に基づき、開発事業者が高層住宅又は中層住宅の震災対

策上優良な対策を講じたことが確認できたときは、開発事業者の同意を得た上で、高層住宅又

は中層住宅ごとの対策について区のホームページに掲載する等の方法により、区民等に周知す

ることができる。 

（委任） 

第９条 この要綱で定めるもののほか、必要な事項は、防災危機管理室長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第３条から第６条まで及び第７条第

１項の規定は、平成２２年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２３年７月４日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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震２－７－２ 港区共同住宅の震災対策の促進を目的とする事前協議実施要領 

○港区共同住宅の震災対策の促進を目的とする事前協議実施要領 

平成２２年９月２７日 

２２港防防第８８４号 

（目的） 

第１条 この要領は、港区共同住宅の震災対策の促進に関する要綱（平成２２年３月３１日２１

港防防第１７９２号。以下「要綱」という。）第７条の規定に基づく事前協議について、必要な

事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領で使用する用語の意義は、要綱で使用する用語の例による。 

（適用範囲） 

第３条 この要領に基づく事前協議は、開発事業者が区内に高層住宅又は中層住宅を新たに建設

しようとするときに実施するものとする。ただし、区長がやむを得ない理由があると認めるも

のについては、この要領の規定を適用しないことができる。 

（事前協議） 

第４条 開発事業者は、新たに建設しようとする建築物が前条の適用範囲に該当するときは、区

長に事前協議の申出を行い、次条から第７条までに規定する事項について区長と協議しなけれ

ばならない。 

２ 開発事業者は、開発事業の計画を変更したときは、区長と再度協議を行うものとする。 

（家具類の転倒防止対策） 

第５条 開発事業者は、家具類の転倒防止対策を効果的に行うために、居室の壁の下地補強及び

アンカー設備の設置を行うほか、家具、食器棚等の造り付けに努めなければならない。 

（防災備蓄倉庫の設置） 

第６条 開発事業者は、当該高層住宅又は中層住宅に将来組織される防災住民組織が、防災対策

用品の備蓄場所として活用できるよう、あらかじめ、最長歩行距離５層以内ごとに、１住戸に

つき０．１立方メートル以上の規模の防災備蓄倉庫を設置するよう努めなければならない。 

２ 前項の防災備蓄倉庫には、防災備蓄倉庫であることを表示するものとする。 

（エレベーターの閉じ込め事故対策） 

第７条 開発事業者は、エレベーターの閉じ込め事故が発生した場合に備えて、当該高層住宅又

は中層住宅の居住者のすべての乗用エレベーターについて、エレベーターのかご内に、閉じ込

め対策用品を設置するよう努めなければならない。 

（調査及び報告） 

第８条 区長は、必要があると認めるときは、この要領の目的を達成するために現地調査を行
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い、又は開発事業者等に報告若しくは必要な図面の提出を求めることができる。 

付 則 

この要領は、平成２２年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 
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震２－９－１ 連絡責任者名簿 

機 関 名 連 絡 責 任 者 職 名 勤務先電話 夜間連絡先 

港 区 防 災 危 機 管 理 室 防 災 課 長 3578－2111 

防災警戒待機者 

3578-2546 

芝 地 区 総 合 支 所 管 理 課 長 3578－3190 

麻 布 地 区 総 合 支 所 管 理 課 長 5114－8810 

赤 坂 地 区 総 合 支 所 管 理 課 長 5413－2710 

高 輪 地 区 総 合 支 所 管 理 課 長 5421－7122 

芝浦港南地区総合支所 管 理 課 長 6400－0012 

み な と 保 健 所 生 活 衛 生 課 長 3455－4424 

警 視 庁 第 一 方 面 本 部 管 理 官 3581－4321 3581－4321 

愛 宕 警 察 署 警 備 課 長 3437－0110 3437－0110 

三 田 警 察 署 警 備 課 長 3454－0110 3454－0110 

高 輪 警 察 署 警 備 課 長 3440－0110 3440－0110 

麻 布 警 察 署 警 備 課 長 3479－0110 3479－0110 

赤 坂 警 察 署 警 備 課 長 3475－0110 3475－0110 

東 京 湾 岸 警 察 署 警 備 課 長 3570－0110 3570－0110 

消防庁第一消防方面本部 指 揮 隊 長 3222－0119 3222－0119 

芝 消 防 署 警 防 課 長 3431‐0119 3431‐0119 

麻 布 消 防 署 警 防 課 長 3470－0119 3470－0119 

赤 坂 消 防 署 警 防 課 長 3478－0119 3478－0119 
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機 関 名 連 絡 責 任 者 職 名 勤務先電話 夜間連絡先 

高 輪 消 防 署 警 防 課 長 3446－0119 3446－0119 

水 道 局 港 営 業 所 長 3452－7150 
中央支所給水待機 

3256－6171 

下水道局中部下水道事務所 港 出 張 所 長 3798－5243 3798－5243 

東 京 海 上 保 安 部 警 備 救 難 課 長 5564－2021 5564－2021 

東 京 港 管 理 事 務 所 港 務 課 長 5463－0212 3451－1156 

東京電力パワーグリッド 

銀 座 支 社 
地 域 渉 外 担 当 6374-3887 050-3174-3908 

J R 東 日 本 

東 京 支 社 

総 務 部 

安 全 対 策 室 長 
5692－6054 

総合指令室 

5692－6201 

J R 東 海 

新 幹 線 鉄 道 事 業 本 部 
管 理 部 総 務 課 長 3286－5152 

総合指令室 

3240－5551 

東 京 ガ ス 東 京 中 支 店 地域広報担当課長 5722-2602 
お客さまセンター 

3344-9100 

第 一 建 設 事 務 所 庶 務 課 長 3542－0681 3343-4061 

東 京 都 交 通 局 
日 比 谷 駅 務 管 区 

指 導 担 当 区 長 
3211－1901 3211－1901 

東 京 国 道 事 務 所 防 災 情 報 課 長 3512－9064 
東京国道道路情報管理室 

3512－9065 

N T T 東 日 本 

東 京 事 業 部 

東 京 南 支 店 

エリアプロデュー

ス 担 当 課 長 
6721-9897 

故障係 

局番なし113 

首 都 高 速 道 路 

東 京 西 局 
担 当 課 長 3264－8406 

交通管制室 

3264－8205～6 

東 京 メ ト ロ 
表 参 道 駅 務 管 区 

首 席 助 役 
3581－7788 3581－7788 

東 京 モ ノ レ ー ル 総 務 課 長 5470－3816 
運転指令室 

3765－6215 

京 急 電 鉄 

鉄 道 本 部 
安 全 推 進 部 課 長 3280－9019 

総合司令所 

045－701－9720 

ゆ り か も め 総 務 部 総 務 課 長 3529－7777 3529－7778 
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震２－９－２ 基地局遠隔制御器配置表 

No 配  置  先 

1 都 市 計 画 課 

2 契 約 管 財 課 

3 教 育 委 員 会 ・ 庶 務 課 

4 芝 地 区 総 合 支 所 

5 お 台 場 学 園 港 陽 小 学 校 

6 み な と パ ー ク 芝 浦 

 

震２－９－３ 移動系無線配備先               令和５(2023)年４月１日時点 

配置先 
無線 FAX
設置 

局数 配置先 
無線 FAX
設置 

局数 

防災課 ○ 18 みなと保健所 ○ 1 

防災課車両  2 
みなとリサイクル清掃事務
所 

○ 6 

芝地区総合支所 ○ 6 その他区有施設 ○ 34 

芝地区総合支所車両  2 その他区有施設・車両 ○ 1 

麻布地区総合支所 ○ 6 区立小学校 ○ 16 

麻布地区総合支所車両  2 区立中学校 ○ 7 

赤坂地区総合支所 ○ 6 区立小中一貫 〇 4 

赤坂地区総合支所車両  2 高齢・障害者関係施設 ○ 14 

高輪地区総合支所 ○ 6 医療機関 ○ 11 

高輪地区総合支所車両  2 警察・消防署 ○ 10 

芝浦港南地区総合支所 ○ 6 インフラ事業者  5 

芝浦港南地区総合支所車両  2 鉄道事業者  6 

台場分室 ○ 1 その他機関  1 

その他の課  15 

 合計 192 
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震２－９－４ 屋外拡声子局（防災行政無線同報系）設置場所 

令和３(2021)年４月１日現在 

番

号 

行政 

管内 
設置場所 住  所 備考 

1 

芝
地
区 

御成門中学校 西新橋 3-25-30  

2 区立生涯学習センター 新橋 3-16-3  

3 シティハイツ神明 浜松町 1-13-1  

4 芝高齢者在宅サービスセンター 芝 3-24-5  

5 芝小学校 芝 2-21-3  

6 都営芝五丁目アパート 芝 5-18-1 1 階 芝保育園 

7 港区役所 芝公園 1-5-25  

8 南桜公園 西新橋 2-10-13  

9 塩釜公園 新橋 5-19-7 小出力型 

10 三田二丁目児童遊園 三田 2-10-7 小出力型 

11 三田いきいきプラザ 芝 4-1-17  

12 松本町児童遊園 芝 3-12-19  

13 障害保健福祉センター 芝 1-8-23  

14 本芝公園 芝 4-15-1 小出力型 

15 芝商業高校 海岸 1-8-25  

16 新堀会館前緑地 芝 2-17-6  

17 芝三田森ビル 
 

芝 5-13-15  

18 芝ロイヤルビル 虎ノ門 3-25-3  

19 仙石山アネックス 虎ノ門 5-3-20  

20 虎ノ門３３森ビル 虎ノ門 3-8-21  

21 郵政福祉琴平ビル 虎ノ門 1-14-1  

22 讃岐会館前区道 三田 1-11  

23 きらきらプラザ新橋 
 

新橋 6-4-2 
 

 

24 芝公園保育園 
 

芝公園 2-7-3 
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番号 
行政 

管内 
設置場所 住  所 備考 

25 

麻
布
地
区 

狸穴公園 麻布狸穴町 63  

26 東町小学校 南麻布 1-8-11  

27 本村公園 南麻布 3-4-9 小出力型 

28 本村小学校 南麻布 3-9-33  

29 都営南麻布四丁目アパート 南麻布 4-2-29  

30 南山小学校 元麻布 3-8-15  

31 笄小学校 西麻布 3-11-16  

32 六本木坂上児童遊園 六本木 1-4-11  

33 三河台公園 六本木 4-2-27 小出力型 

34 麻布地区総合支所 六本木 5-16-45  

35 六本木中学校 六本木 6-8-16  

36 六本木西公園 六本木 7-17-8  

37 麻布小学校 麻布台 1-5-15  

38 新広尾公園 麻布十番 4-5-1 小出力型 

39 飯倉保育園 東麻布 1-21-2  

40 飯倉いきいきプラザ 東麻布 2-16-11  

41 麻布十番中央マンション 麻布十番 2-9-8  

42 公団西麻布一丁目アパート 西麻布 1-7-2  

43 永平寺東京別院長谷寺門前 西麻布 2-21-34  

44 高陵中学校 西麻布 4-14-8  

45 旧飯倉小学校 東麻布 2-1-1  

46 一の橋公園 東麻布 3-9-1 小出力型 

47 有栖川宮記念公園 南麻布 5-7-29  

48 宮村児童遊園 元麻布 2-6-2  

49 麻布警察署 六本木 4-16-1  

50 六本木電気ビル 六本木 6-1-20  

51 衆議院宿舎横区道 六本木 7-1  

52 ありすいきいきプラザ 南麻布 4-6-7  

53 西麻布いきいきプラザ 西麻布 2-13-3  

54 西麻布二丁目児童遊園 西麻布 2-18-9  

55 新広尾公園 麻布十番 4-5-1  
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番号 
行政 

管内 
設置場所 住  所 備考 

56 

赤
坂
地
区 

国際医療福祉大学赤坂キャンパ
ス 

赤坂 4-1-26  

57 シティハイツ一ツ木 赤坂 5-2-50  

58 都営赤坂五丁目アパート 赤坂 5-5-26  

59 赤坂いきいきプラザ 赤坂 6-4-8  

60 高橋是清翁記念公園 赤坂 7-3-39  

61 都立青山公園 南青山 1-4  

62 青山いきいきプラザ 南青山 2-16-5  

63 青山小学校 南青山 2-21-2  

64 青南いきいきプラザ 南青山 4-10-1  

65 青南小学校 南青山 4-21-15  

66 青山中学校 北青山 1-1-9  

67 旧青山児童館 北青山 3-3-16  

68 赤坂スクエアービル 赤坂 2-10-16  

69 ウィンド赤坂ビル 赤坂 2-14-31  

70 氷川武道場 赤坂 6-6-14 サン・サン赤坂 

71 青山霊園内区道 南青山 2-33  

72 都立青山公園（東側） 南青山 1-6  

73 北青山一丁目児童遊園 北青山 1-6-6  

74  南青山六丁目児童遊園 南青山 6-13-24  

75  赤坂中学校 赤坂 9-2-3  
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番

号 

行政 

管内 
設置場所 住  所 備考 

76 

高
輪
地
区 

御田小学校 三田 4-11-38  

77 亀塚公園 三田 4-16-20 小出力型 

78 豊岡いきいきプラザ 三田 5-7-7  

79 高松中学校 高輪 1-16-25  

80 高輪台小学校 高輪 2-8-24  

81 シティハイツ桂坂 高輪 2-13-8  

82 高輪公園 高輪 3-18-18  

83 白金志田町児童遊園 白金 1-12-16  

84 三光坂上区道 白金 2-5  

85 旧三光小学校 白金 3-18-2  

86 白金の丘学園 白金 4-1-12  

87 神応いきいきプラザ 白金 6-9-5  

88 白金小学校 白金台 1-4-26  

89 白金台幼稚園 白金台 3-7-1 小出力型 

90 白金台いきいきプラザ 白金台 4-8-5  

91 
特別養護老人ホーム  
白金の森 

白金台 5-20-5  

92 白金自然教育園東側区道 白金台 5-21  

93 はなみずき白金 白金 3-3-3  

94 白金児童遊園 白金台 2-24-3  

95 国民生活センター 高輪 3-13-22  

96 豊岡第二児童遊園 三田 5-4-2  

97 高輪南町児童遊園 高輪 4-24-36  

98 白金台四丁目児童遊園 白金台 4-4-14  
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番

号 

行政 

管内 
設置場所 住  所 備考 

99 

芝
浦
港
南
地
区 

みなとパーク芝浦 芝浦 1-16-1  

100 芝浦アイランドこども園 芝浦 4-20-1  

101 みなとリサイクル清掃事務所 港南 3-9-59  

102 都営港南四丁目第３アパート 港南 4-2-4  

103 港南小学校 港南 4-3-28  

104 港南緑水公園 港南 4-7-47  

105 お台場学園港陽中学校 台場 1-1-5  

106 都立お台場海浜公園内 台場 1-4  

107 埠頭公園 海岸 3-14-34  

108 芝浦中央公園 港南 1-2-28  

109 コクヨ本社ビル 港南 1-8-35  

110 特別養護老人ホーム港南の郷 港南 3-3-23  

111 都営港南四丁目アパート３号棟 港南 4-5-3  

112 都立品川北埠頭公園 港南 5-2  

113 ＪＲ変電所前区道 芝浦 1-7  

114 吾妻ビル 芝浦 3-17-12  

115 芝浦四丁目下水道局敷地 芝浦 4-20-48  

116 都営芝浦四丁目アパート 芝浦 4-4-38  

117 都立お台場海浜公園（西側） 台場 1-4  

118 芝浦内貿 2号上屋 海岸 3-29-1  

119 日の出桟橋大型バス駐車場 海岸 2-7 先  

120 芝浦小学校 芝浦 4-8-18  

121 東八ツ山公園 港南 2-8-8  

122 品川ふ頭 港南 5-11-2  

 

無線放送塔 115局 

小出力無線放送設備 9局 
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震２－９－５ 戸別受信機配備先 

令和３(2021)年４月１日現在 

施 設 別 配 備 数 

施  設  名 配備数（台） 

区 
 

有 
 

施 
 

設 
 

等 

 

本部（区役所） 3  

防災警戒待機室 1  

麻布地区総合支所 1  

赤坂地区総合支所 2  

高輪地区総合支所 2  

芝浦港南地区総合支所 1  

みなとパーク芝浦 2  

台場分室 1  

保育園等 20  

児童館・中高生プラザ 15  

いきいきプラザ 15  

障害保健福祉センター 2  

みなと保健所 1  

図書館 5  

生涯学習センター 1  

小中学校  29  

幼稚園 11  

商工会館 1  

青山生涯学習館 1  

高齢者在宅サービスセンター 4  

高齢者介護施設 4  

消費者センター 1  

男女平等参画センター 1  

介護予防総合センター 1  

港区スポーツセンター 1  

運動場 1  

港勤労福祉会館 1  

区民センター 4  

自転車駐車場等その他施設 14  

防災住民組織・町会・自治会等 72  

計 218  

 



    

 

 

震２－９－６ 港区地域災害情報システム構成図 

 



 

 
 

震２－10－１ 広域避難場所計画表 

（令和４(2022)年９月１日現在） 

■ 避難場所 

番

号 

避難場所名

称 

所在地 区 域 面

積 

(m2) 

避 難 有

効 面 積      

(m2) 

地区割当 避 難 計

画 

人 口

（人） 

一 人 当 た

り 避 難 有

効 面 積

(m2/人) 

最 遠 距 離 

(km) 

区 町丁 町丁

数 

7 迎賓館一帯                                        港 区 元 赤 坂 

新 宿 区 南 元

町、四谷、若

葉 

89,472  64,386  新宿

区    

四谷１丁目、市谷本村町の一部、若葉

１丁目、四谷本塩町、南元町の一部 

5 13,526  4.76  1.0  

8 芝公園・慶

応大学一帯                              

港区芝公園、

三田 

610 ，

205  

323,566  港区      芝３、５丁目、三田１～５丁目 7 96,854  3.34 0.9  

12 高 輪 三 丁

目 ・ 四 丁

目・御殿山

地区                    

港 区 高 輪 

品川区北品川 

235,437 90,983  港区      高輪１～４丁目、白金台２丁目 5 53,721  1.69  1.4  

品川

区    

北品川６丁目、４～５丁目の各一部、

東五反田１、３丁目の各一部 

5 

13 自 然 教 育

園・聖心女

子学院一帯                      

港区白金、白

金 台 

品川区上大崎 

337,028 178,490  港区      白金１～６丁目、白金台１、３～５丁

目 

10 63,982  2.79  1.2  

品川

区    

上大崎１～４丁目、西五反田３丁目の

一部、東五反田４丁目、１、３丁目の

各一部 

7 

14 有栖川宮記

念公園一帯                              

港区南麻布 91,609  46,322  港区      元麻布１～２丁目、南麻布１～５丁

目、麻布十番２～４丁目 

10 30,940  1.50  0.9  

15 青山墓地一

帯                                      

港区南青山、

六本木 

372,800 247,235  港区      西麻布２丁目、南青山６丁目、４丁目

の一部 

3 7,920  31.22 0.8  

17 明治神宮外

苑地区                                  

港 区 北 青 山 

新宿区霞ヶ丘

700,961 354,235  港区      北青山１～３丁目、元赤坂２丁目の一

部 

4 80,983 4.37 2.0  



    

 

 

 

■ 地区内残留地区 

町、渋谷区神

宮前、千駄ケ

谷 

新宿

区    

荒木町、市谷本村町の一部、霞ヶ丘

町、片町、四谷坂町、左門町、四谷三

栄町、信濃町、須賀町、大京町、南元

町の一部、四谷２～３丁目、若葉２～

３丁目 

15 

渋谷

区    

神宮前２～３丁目の各一部、千駄ケ谷

１～２丁目の各一部 

4 

番

号 

地区名 区名 所在地 面積(ha) 地区内退避人口 

307 東新橋、海岸地区 港区       海岸１丁目、東新橋１丁目 63 63,940 

308 芝浦地区 港区       芝浦１～４丁目 124 55,977 

309 港南地区 港区       港南１～４丁目 185 71,867 

311 

  

港南、東品川地区 

  

港区       港南５丁目 103 3,321 

 
品川区     東品川５丁目 

312 海岸地区 港区       海岸２～３丁目 98 20,733 

313 

  

  

青海、東八潮、台場地区 

  

  

港区       台場１～２丁目 340 

 

 

25,919 

 

 
江東区     青海１～４丁目 

品川区     東八潮 

318 赤坂、六本木地区 港区       赤坂１～９丁目、六本木１～７丁目、麻布台１～

３丁目、麻布永坂町、麻布狸穴町、愛宕１～２丁

目、虎ノ門１～５丁目、西新橋１～３丁目、芝公

園３丁目の一部 

385 235,463 

319 新橋、芝地区 港区       芝１～２、４丁目、芝公園１～２丁目、芝大門１

～２丁目、新橋１～６丁目、浜松町１～２丁目、

東新橋２丁目 

135 135,073 



 

 
 

 

 

 

 

335 

  

元赤坂地区 

  

港区       元赤坂１丁目、２丁目の一部 81 

 

10,773 

 
新宿区 南元町の一部 

337 青山、麻布地区 港区       東麻布１丁目～３丁目、芝公園４丁目の一部、南

青山１～３丁目、４丁目の一部、西麻布１、３丁

目、元麻布３丁目、麻布十番１丁目 

170 42,978 
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震２－10－２ 地域集合場所一覧表 

 

（１）芝地区総合支所管内 

番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

1 新橋駅東口前 新橋 2-20 新橋一丁目東部町会 

2 第一ホテル前路上 新橋 1-2-6 新橋一丁目西部町会 

3 日比谷図書館周辺 千代田区日比谷公園 
新橋桜自治会 

西新橋一丁目第一町会 

4 日土地ビル前 千代田区霞が関 1-4 虎ノ門会 

5 新橋駅東口前 新橋 2-20 

東新橋一丁目町会 

新橋二丁目町会 

新橋駅前ビル自治会 

しんちか自治会 

6 新橋駅西口広場 新橋 2-7 ニュー新橋ビル自治会 

7 生涯学習センター 新橋 3-16-3 新橋二丁目烏森町会 

8 南桜公園 西新橋 2-10 

新橋二丁目兼房会 

西新橋一丁目桜正町会 

西新橋一丁目桜町会 

西新橋一丁目親和町会 

9 金刀比羅宮境内 虎ノ門 1-2-7 虎ノ門一丁目琴平町会 

10 生涯学習センター 新橋 3-16-3 
新橋三丁目中部町会 

新橋三丁目西部町会 

11 八洲ビル前 新橋 3-2-6 新橋三丁目新三町会 

12 南桜公園 西新橋 2-10 
西新橋二丁目南桜町会 

南佐仁町会 

13 
虎ノ門いきいきプラザ（とら

トピア） 
虎ノ門 1-21-10 桜川町会 

14 虎ノ門交番前広場 虎ノ門 2-3 虎ノ門二丁目明舟町会 

15 生涯学習センター 新橋 3-16-3 新橋四丁目町会 

16 南桜公園 西新橋 2-10 田村新交町会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

西新橋二丁目西町会 

17 塩釜神社境内・塩釜公園 新橋 5-19-7 新橋露月町町会 

18 桜田公園 新橋 3-16-15 新橋五丁目町会 

19 - - 互親会町会（休会中） 

20 愛宕神社石段下 愛宕 1-5 愛宕町会 

21 西久保巴町児童遊園 虎ノ門 3-18-18 虎ノ門三丁目巴町会 

22 汐留西公園 東新橋 2-17-1 新橋六丁目東町会 

23 福祉プラザさくら川 新橋 6-19-2 新橋五・六丁目町会 

24 
東京慈恵医科大学中央棟前路

上 
西新橋 3-25 西新橋三丁目愛二町会 

25 テレビ東京内広場 虎ノ門 4-3-12 虎ノ門四丁目町会 

26 汐留西公園 東新橋 2-17-1 汐留町会 

27 福祉プラザさくら川 新橋 6-19-2 新橋七丁目町会 

28 みなと図書館裏 芝公園 3-2 御成門六和町会 

29 芝高等学校前 芝公園 3-5 虎ノ門三丁目広栄町会 

30 光明寺前 虎ノ門 3-25-1 神谷町町会 

31 城山ヒルズ円型広場 虎ノ門 4-3 仙石山アネックス自治会 

32 
仙石山プラザ（仙石山森タワ

ーオフィスエントランス前） 
六本木 1-9-10 

アークヒルズ仙石山森タワー

自治会 

33 光明寺前 虎ノ門 3-25-1 仙石山町会 

34 - - 八幡町会（休会中） 

35 プラザ神明 浜松町 1-6-7 浜松町一丁目町会 

36 
エコプラザ（芝浜町会防災倉

庫前） 
浜松町 1-13-1 芝浜町会 

37 
日本生命浜松町クレアタワー

前 
浜町町 2-3 浜三町会 

38 浜松町四丁目児童遊園 浜松町 2-13 芝浜四町会 

39 日本赤十字社前 芝大門 1-1-3 芝大門一丁目北親会 

40 芝大神宮前 芝大門 1-12-7 芝大門一丁目宮本町会 

41 芝パークビル前 芝公園 2-4 芝大門二丁目中一町会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

42 

芝公園（芝多目的運動場脇・

増上寺前・日本女子会館脇・

黒龍堂ビル脇） 

芝公園 2 片門前町会 

43 芝パークビル前 芝公園 2-4 
芝大門中二町会 

中三三治会 

44 港区役所前芝公園 芝公園 1-4 芝公園一丁目町会 

45 芝公園（10号地) 芝公園 2-2-20 芝公園二丁目町会 

46 芝公園 23 号地公園 芝公園 3-4 芝公園三丁目町会 

47 宝珠院前広場 芝公園 4-8 芝公園四丁目町会 

48 金杉橋児童遊園 芝 1-1-26 芝金杉町会 

49 芝新堀町児童遊園 芝 2-12 芝新堀町会 

50 芝小学校 芝 2-21-3 芝西応寺町会 

51 本芝公園 芝 4-15-1 
本芝町会 

52 三田いきいきプラザ前 芝 4-1-17 

53 松本町児童遊園 芝 3-12-19 芝三丁目松本町会 

54 北四国町会館「四季」 芝 3-32-8 北四国町会 

55 芝五丁目児童遊園 芝 5-18-4 
都営芝五自治会 

芝和城会 

56 芝五丁目町会会館 芝 5-13-15 芝五丁目町会 

57 - - 田町一丁目有隣会（休会中） 

58 三田小山町児童遊園 三田 1-5-15 三田一丁目町会 

59 三田二丁目児童遊園 三田 2-10-7 三田二丁目一交会 

60 慶応大学正門前 三田 2-15-45 三田慶応町会 

61 綱町児童遊園 三田 2-19-11 三田綱町自治会 

62 阿含宗関東別院 三田 4-4-15 三田慶南町会 

63 
住友不動産三田ツインビル西

館庭園 
三田 3-5-27 三田新町町会 

64 三田郵政宿舎前 三田 3-8-10 三田社宅自治会 

65 ＮＴＴデータ三田ビル本館前 三田 4-19 三田三丁目町会親和会 

66 春日神社前広場 三田 2-13-9 三田商店街振興組合防災部 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

67 
東京ツインパークス 1階ロビ

ー 
東新橋 1-10-1 東京ツインパークス防災会 

 
（２）麻布地区総合支所管内 

番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

1 - - 我善防町自治会（休会中） 

2 霊友会釈迦殿前 麻布台 1-7-8 飯倉町会 

3 東麻布児童遊園 東麻布 1-2-1 
飯倉三・四丁目町会 

4 旧飯倉小学校 東麻布 2-1-1 

5 麻布小学校 麻布台 1-5-15 麻ノ葉町会 

6 飯倉公園 東麻布 1-21-8 東麻布一丁目飯五町会 

7 旧飯倉小学校 東麻布 2-1-1 

麻布森元町会 

東麻布初音町会 8 初音会館前 東麻布 2-6-11 

9 狸穴公園 麻布狸穴町 63 

10 日進畜産駐車場 東麻布 2-32-13 東麻布北新睦会 

11 狸穴公園 麻布狸穴 63 東麻布三丁目会 

12 - - 永坂町会（休会中） 

13 麻布図書館 六本木 5-12-24 永坂会 

14 六本木中学校 六本木 6-8-16 麻布十番睦会 

15 麻布医院前 麻布十番 1-11-1 新二会 

16 網代公園 麻布十番 2-15-1 

麻布十番網代会 

坂下会 

17 - - 一本松西町々会（休会中） 

18 善福寺境内 元麻布 1-6-21 山元町会 

19 - - 新一会（休会中） 

20 新広尾公園 麻布十番 4-5-1 ツイン一の橋防災会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

21 竹の湯前 南麻布 1-15-12 麻布竹谷町会 

22 東町小学校 南麻布 1-8-11 南麻布一丁目東町町会 

23 南麻布新堀児童遊園 南麻布 2-3-8 南麻布新堀会 

24 本村小学校 南麻布 3-9-33 
麻布本村町会 

25 麻布グランド 南麻布 5-6-33 

26 天現寺境内、光林寺境内 南麻布 4-2、南麻布 4-11 南麻布富士見町会 

27 
有栖川公園広尾門付近・防災

倉庫周辺 
南麻布 5-7 南麻布広尾町会 

28 麻布グランド 南麻布 5-6-33 三軒家会町会 

29 南山小学校 元麻布 3-8-15 麻布宮村町会 

30 麻布税務署駐車場 西麻布 3-3-5 桜田睦会 

31 都立青山公園 六本木 7-23 西麻布霞町町会 

32 笄児童遊園 西麻布 2-1-2 西麻布二丁目東町会 

33 長谷寺境内 西麻布 2-21-34 麻布上笄町会 

34 笄公園 西麻布 3-12-1 仲笄町会 

35 神道大教本局境内 西麻布 4-9-2 西麻布四丁目南笄町会 

36 高陵中学校 西麻布 4-14-8 西麻布上町会 

37 麻布小学校 麻布台 1-5-15 麻布市兵衛町町会 

38 久國神社境内・谷箪会館 六本木 2-1-16 谷箪町会 

39 アークヒルズ自治会集会所 六本木 1-3-27・赤坂 1-13 アークヒルズ自治会 

40 三河台公園 六本木 4-2 
今井町親睦会 

41 六本木グランドタワー前 六本木 4-2-36 

42 
ホーマットウエスト前青葉館

広場 
六本木 3-15-11 六本木市西町会 

43 三河台公園 六本木 4-2 六本木町会 

44 六本木中学校 六本木 6-8-16 日ヶ窪親和会 

45 六本木西公園 六本木 7-17-8 
六本木材木町町会 

竜土町会 

46 - - 六本木ヒルズ自治会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

47 網代公園 麻布十番 2-15-1 
麻布十番中央マンション自治

会 

 

（３）赤坂地区総合支所管内 

番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

1 豊川稲荷境内 元赤坂 1-4-7 
元赤坂伝馬町町会 

赤坂表一二町会 

2 みなみ児童遊園 新宿区南元町 18 元赤坂二丁目町会 

3 
溜池交差点付近（赤坂一丁目

側） 
赤坂 1-5 付近 赤坂溜池町会 

4 オリックスビル前 赤坂 2-9 付近 
赤坂東一・二丁目町会 

5 赤坂インターシティ前 赤坂 1-11 付近 

6 陽泉寺境内 赤坂 1-11-9 霊南坂町会 

7 赤坂福吉会館前駐車場 赤坂 2-22-18 赤坂福吉町会 

8 赤坂見附交番前広場 赤坂 3-1-18 赤坂見附会 

9 
日枝神社エスカレーター横の

広場 
千代田区永田町 2-11 赤坂田町三四五丁目町会 

10 憩の広場（ＴＢＳ敷地内） 赤坂 5-3-1 赤坂新三町会 

11 赤坂金龍の駐車場 赤坂 3-17-2 赤坂新二町会 

12 赤坂地区総合支所（駐車場） 赤坂 4-18-13 赤坂新一町会 

13 円通寺坂公園 赤坂 5-2-47 赤坂一ツ木町会 

14 私立山脇学園 赤坂 4-10-36 赤坂丹後町町会 

15 一ツ木公園 赤坂 5-5-26 赤坂五丁目２６自治会 

16 
TBS 南公園入口 中ノ町・新

四町会防災倉庫前 

赤坂 5-5-7 と赤坂 5-4-17 の

間 
赤坂中ノ町・新四町会 

17 氷川神社 赤坂 6-10-12 

赤坂氷川町町会 18 氷川公園 赤坂 6-5-4 

19 
サン・サン赤坂（旧氷川小学

校） 
赤坂 6-6-14 

20 赤坂小学校横の三角公園 赤坂 8-13 付近 赤坂新町五丁目町会 

21 高橋是清翁記念公園 赤坂 7-3-39 
赤坂七丁目町会 

22 赤坂小学校 赤坂 8-13-29 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

赤坂 8-13-29 赤坂八丁目町会 

23 桑田記念児童遊園 赤坂 9-3-21 檜町町会 

24 青葉公園、南青山一丁目広場 南青山 1-4-4、南青山 1-6 青山一丁目町会 

25 青山中学校 北青山 1-1-9 南青山一丁目町会 

26 北青山一丁目住宅自治会中庭 北青山 1-6 北青山一丁目住宅自治会 

27 青山中学校 北青山 1-1-9 北青山一丁目町会 

28 青山二丁目公共用地 南青山 2-6-4 青山二丁目町会 

29 区立青山公園 南青山 2-21-12 青山外苑町会 

30 秩父宮ラグビー場 北青山 2-8-35 南北青山二丁目町会 

31 ののあおやま都住広場 北青山 3-4-1 北青山三丁目アパート自治会 

32 青山三・四丁目町会事務所前 南青山 3-4-11 青山三･四丁目町会 

33 表参道秋葉神社前 北青山 3-5-26 青山表参道町会 

34 南青山六丁目児童遊園 南青山 6-13-24 青山高樹町町会 

35 日赤医療センター内中庭 渋谷区広尾 4-1 山笄町会 

36 北青山一丁目児童遊園 北青山 1-6-6 
北青山一丁目アパート 3・4号

棟自治会 

37 
ミッドタウンガーデン・檜町

公園 
赤坂 9-7-9 東京ミッドタウン町会 

 

（４）高輪地区総合支所管内 

番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

1 宝生院境内 三田 4-1-29 三田寺町町会 

2 亀塚公園 三田 4-16-20 三田台町会 

3 NTT データ三田ビル本館前 三田 4-19-15 伊皿子自治会 

4 豊岡町第二会館前 三田 5-7 三田豊岡町会 

5 三田松坂町児童遊園 三田 5-61-8 三田松坂町会 

6 松ヶ丘児童遊園 高輪 1-11-12 松ヶ丘会 

7 高輪一丁目アパート２階広場 高輪 1-15 高輪一丁目アパート自治会 

8 高松中学校 高輪 1-16-25 
高輪一丁目君友会 

9 高松児童遊園 高輪 1-15-22 

10 高輪皇族邸（旧高松宮邸）前 高輪 1-14-1 伊皿子睦会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

秀和高輪自治会 

高輪台町会 

11 
高輪タウンハウス敷地内北側

庭園 
高輪 2-1-13 高輪タウンハウス自治会 

12 承教寺境内 高輪 2-8-2 高輪二本榎町会 

13 高輪台小学校 高輪 2-8-24 
高輪本町親交会 

高輪二丁目長和会 
14 承教寺境内 高輪 2-8-2 

15 泉岳寺前児童遊園 高輪 2-15-37 
車町西町会 

車町東町会 

16 - - 
シティハイツ車町自治会（休

会中） 

17 
シティハイツ桂坂広場防災倉

庫前 
高輪 2-13 高輪北町親和会 

18 西町つなぐ児童遊園 高輪 3-5-5 西町自治会 

19 高野山東京別院駐車場 高輪 3-15-18 高輪親睦会 

20 高輪公園 高輪 3-18-18 
高輪共和会 

21 高輪台小学校 高輪 2-8-24 

22 高輪森の公園 高輪 3-13-21 

高輪南町会 23 品川税務署裏駐車場 高輪 3-13-22 

24 開東閣前 高輪 4-25-33 

25 白金志田町児童遊園 白金 1-12-16 白高町会 

26 立行寺境内 白金 2-2-6 一心会 

27 田島町会館前 白金 3-2 
田島町町会 

28 白金公園 白金 3-1-16 

29 白金一丁目児童遊園 白金 1-25-3 第一・三光町会 

30 氷川神社境内 白金 2-1-7 尚礼会町会 

31 聖心女子学院正門前 白金 4-11-1 
白金三光第五町会 

32 白金の丘学園 白金 4-1-12 

33 白金公園 白金 3-1-16 新広尾町三丁目町会 

34 旧三光小学校 白金 3-18-2 白金三光町会 

35 北里大学正門前 白金 5-9-1 白光町会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

白金第四町会 

36 神応ほっとプラザ 白金 6-9-5 白金三光第六町会 

37 東大医科研西門 白金台 4-6-1 
奥三光町会 

38 白金六丁目緑地 白金 6-16 

39 明治学院大学正門前 白金台 1-2 
白金台一丁目町会 

40 八芳園正門前 白金台 1-1-1 

41 
佛所護念会教団本部正門前駐

車場 
白金台 2-1-1 白金台七七町会 

42 
白金児童遊園（通称：猿町公

園） 
白金台 2-24-3 

白金今里町協和会 

白金猿町町会 
43 佛所護念会高輪教会（一部） 高輪 4-1-13 

44 八芳園正門前 白金台 1-1-1 日吉坂町会 

45 佛所護念会教団裏門前 白金台 2-1 白金台十和会 

46 白金台三丁目遊び場 白金台 3-12 今里町親和会 

47 白台児童遊園 白金台 4-7-6 
白金台町二丁目町会 

48 白金台どんぐり児童遊園 白金台 5-19-1 
白金台三光第八町会 

49 
プラウドタワー白金台敷地内

広場 
白金台 2-9-12 

プラウドタワー白金台ふれあ

いサロン 

 

（５）芝浦港南地区総合支所管内 

番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

1 芝浦公園 芝浦 1-16-25 芝浦一丁目町会 

2 船路橋児童遊園 芝浦 2-11-10 芝浦二丁目町会 

3 
グランドメゾン田町エントラ

ンス 
芝浦 2-1-11 グランドメゾン田町自治会 

4 トリニティ芝浦緑地 芝浦 4-13 芝浦三・四丁目町会 

5 メゾン田町駐車場 芝浦 4-8-12 メゾン田町自治会 

6 第二アパート内公園 芝浦 4-19-7 芝浦第二アパート自治会 

7 埠頭公園 海岸 3-14-34 

海岸二・三丁目町会 

東港自治会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

8 
こうなん星の公園（NTT 広場

前） 
港南 1-9-24 

港南町会 

品川駅港南口町会 

9 敷地内公園 芝浦 4-4-27 三田ナショナルコート自治会 

10 港南三丁目遊び場 港南 3-2 港南三丁目アパート自治会 

11 埠頭公園 海岸 3-14-34 
トミンハイム海岸三丁目自治

会 

12 お台場レインボー公園 台場 1-3-1 

台場一番自治会 

シーリアお台場五番街６号棟

自治会 

13 敷地内空地 港南 4-7-1 
港南四丁目第２アパート自治

会 

14 １階ピロティ及び駐車場 港南 3-9-50 
港南三丁目第２アパート自治

会 

15 敷地内空地 港南 4-2-4 
港南四丁目第３アパート自治

会  

16 トリニティ芝浦緑地 芝浦 4-13 シティハイツ芝浦自治会 

17 港南三丁目遊び場 港南 3-2 
フェイバリッチタワー品川自

治会 

18 - - 芝浦アイランド自治会 

19 敷地内空地 芝浦 4-4-38 
都営芝浦４丁目アパート自治

会 

20 港南の郷前広場 港南 3-3-23 シティハイツ港南自治会 

21 ２階広場 台場 1-5-7 
シーリアお台場五番街 7号棟

自治会 

22 敷地内空地 港南 4-2-7 シティタワー品川自治会 

23 ワールドシティタワーズ中庭 港南 4-6 
ワールドシティタワーズ自治

会 

24 
１階共用スペース・駐車場棟

屋上（プラネットガーデン） 
台場 2-2-2 THE TOWARS DAIBA 自治会 

25 2 階黄色ねじりはちまき 台場 1-5 
シーリアお台場五番街 4号棟

自治会 

26 秀和田町レジデンス内空地 芝浦 2-4 秀和田町レジデンス防災会 

27 埠頭公園 海岸 3-14-34 
マリンシティダイヤモンドパ

レス管理組合 

28 品川北ふ頭公園 港南 5-2 
スカイクレストビュー東京管

理組合防災会 

29 港南三丁目遊び場 港南 3-2 
パークタワー品川ベイワード

防災会 

30 - - 
キャピタルマークタワー防災

会 
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番号 地域集合場所名称 住所 町会・自治会名 

31 １階アトリウム 港南 4-7-55 
ＴＯＫＹＯ ＳＥＡ ＳＯＵ

ＴＨ ブランファーレ防災会 

32 敷地内空地 港南 3-6-21 コスモポリス品川防災会 

33 
4 号棟と 5号棟の間にある敷

地内空地 
- シーリアお台場三番街防災会 

34 1 階入り口前 台場 1-1-2 
トミンタワー台場一番街 2号

棟防災会 

35 1 階アトリウム 港南 2-16-7 
品川 Vタワー防災コミュニテ

ィー 

36 マンション入り口前 台場 1-3-2 
トミンタワー・トミンハイム

台場三番街防災会 

37 港南公園（B） 港南 4-5-1 みたて防災会 
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震２－10－３ 区民避難所（地域防災拠点）、福祉避難所一覧表 

令和６(2024)年 3月現在（１）区民避難所（地域防災拠点） 

（旧一次避難所）（主に避難スペースは、体育館のような利用者と区画できるスペースを使用します） 
構造：「SRC」鉄骨鉄筋コンクリート造 「RC」鉄筋コンクリート造 「S」鉄骨造  

「PCa」プレキャストコンクリート）造 

番号 地区 施設名 住所 電話番号 構造 
受入人員可能数 

一時 長期 

1 芝 御成門小学校 芝公園 3-2-4 (3431)2766 ＳＲＣ 2,106 1,274 

2 芝小学校 芝 2-21-3 (3456)3072 ＳＲＣ 1,504 919 

3 
札の辻スクエア(産

業振興センター) 
芝 5-36-4 (6435)0601 ＲＣ 

1,028 620 

4 赤羽小学校 三田 2-6-2 (3451)1988 ＲＣ 2,052 1,252 

5 御成門中学校 西新橋 3-25-30 (3436)3568 ＳＲＣ 2,819 1,706 

6 生涯学習センター 新橋 3-16-3 (3431)1606 Ｓ 884 528 

7 エコプラザ 浜松町 1-13-1 (5404)7764 ＳＲＣ 556 335 

8 福祉プラザさくら川 新橋 6-19-2 (3433)0180 ＳＲＣ 144 86 

9 

神明子ども中高生プ

ラザ・神明いきいき

プラザ 

浜松町 1-6-7 
(5733)5199    

(3436)2500 
ＳＲＣ 852 511 

10 
虎ノ門いきいきプラ

ザ 
虎ノ門 1-21-10 (3539)2941 ＳＲＣ 132 79 

11 三田いきいきプラザ 芝 4-1-17 (3452)9421 ＲＣ 332 199 

12 麻 布 麻布小学校 麻布台 1-5-15 (3583)0014 ＲＣ 1,685 1,002 

13 旧飯倉小学校 東麻布 2-1-1  ＲＣ 419 253 

14 本村小学校 南麻布 3-9-33 (3473)1462 ＳＲＣ 2,082 1,262 

15 東町小学校 南麻布 1-8-11 (3451)7726 ＲＣ 1,447 874 

16 笄小学校 西麻布 3-11-16 (3404)1530 ＲＣ 1,551 934 

17 六本木中学校 六本木 6-8-16 (3404)8855 ＲＣ 2,077 1,250 

18 高陵中学校 西麻布 4-14-8 (3409)7687 ＳＲＣ 2,465 1,483 

19 南山小学校 元麻布 3-8-15 (3403)5773 ＲＣ 1,301 790 

20 麻布区民センター 六本木 5-16-45 (3583)5487 ＳＲＣ 326 195 

21 
南麻布いきいきプラ

ザ 
南麻布 1-5-26 (5232)9671 ＲＣ 224 135 

22 

麻布こども中高生プ

ラザ・ありすいきい

きプラザ 

南麻布 4-6-7 (5447)0611 ＲＣ 1027 619 

23 
西麻布いきいきプラ

ザ 
西麻布 2-13-3 (3486)9166 ＳＲＣ 297 180 

24 飯倉いきいきプラザ 東麻布 2-16-11 (3583)6366 Ｓ 157 92 

25 
赤 坂 赤坂学園赤坂小・中

学校 

赤坂 8-13-29 /赤

坂 9-2-3 
(3402)9306  

5,494 3,370 

26 青山小学校 南青山 2-21-2 (3403)5588 ＲＣ 1,471 891 
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27 青南小学校 南青山 4-21-15 (3404)8608 ＲＣ 1,966 1,169 

28 青山中学校 北青山 1-1-9 (3404)7522 ＳＲＣ 2,467 1,479 

29 
赤坂区民センター・

健康増進センター 
赤坂 4-18-13 (5413)2711 ＳＲＣ 

806 484 

30 

サン･サン赤坂（赤

坂子ども中高生プラ

ザ） 

赤坂 6-6-14 (5561)7833 ＲＣ 888 535 

31 赤坂いきいきプラザ 赤坂 6-4-8 （3583）1207 ＲＣ 118 70 

32 青山いきいきプラザ 南青山 2-16-5 （3403）2011 ＳＲＣ 585 350 

33 青南いきいきプラザ 南青山 4-10-1 （3423）4920 ＲＣ 138 80 

34 高 輪 御田小学校 三田 4-11-38 (3451)3997 ＲＣ 1,309 792 

35 高輪区民センター 高輪１-16-25 (5421)7616 ＳＲＣ 393 235 

36 白金小学校 白金台 1-4-26 (3441)5407 ＲＣ 1,905 1,132 

37 旧三光小学校 白金 3-18-2 (3441)1001 ＲＣ - - 

38 
白金の丘学園白金の

丘小・中学校 
白金 4-1-12 

(3441)5363 

(3441)5631 
ＲＣ 

4,342 2,619 

39 

神応いきいきプラザ

等複合施設(神応い

きいきプラザ) 

白金 6-9-5 (5422)8848 ＲＣ 

394 237 

40 三田中学校 三田 4-13-13 (5441)7348 ＳＲＣ 2,413 1,502 

41 高松中学校 高輪 1-16-25 (3441)6239 ＳＲＣ 3,065 1,849 

42 高輪台小学校 高輪 2-8-24 (5447)0616 ＲＣ 1,849 1,133 

43 
高輪子ども中高生プ

ラザ 
高輪 1-4-35 (3443)1555 ＳＲＣ 1,005 670 

44 豊岡いきいきプラザ 三田 5-7-7 (3453)1591 ＲＣ 121 72 

45 高輪いきいきプラザ 高輪 3-18-15 (3449)1643 ＲＣ 138 81 

46 白金いきいきプラザ 白金 3-10-12 (3441)3680 ＲＣ 129 76 

47  
白金台いきいきプラ

ザ 
白金台 4-8-5 (3440)4627 ＳＲＣ 424 255 

48 芝 浦 

港 南 
芝浜小学校 芝浦 1-16-31 (3769)3051 ＰＣａ 2,302 1,378 

49 芝浦小学校 芝浦 4-8-18 (3451)4992 ＳＲＣ 3,629 2,187 

50 港南小学校 港南 4-3-28 (3474)1501 ＲＣ 3,722 2,248 

51 港南中学校 港南 4-3-3 (3471)0238 ＲＣ 2,533 1,523 

52 
芝浦港南区民センタ

ー 
芝浦 4-13-1 (3769)8864 ＲＣ 433 259 

53 

みなとパーク芝浦

（港区スポーツセン

ター・男女平等参画

センター） 

芝浦 1-16-1 
(3452)4151 

(3456)4149 
Ｓ 7,442 4,502 

54 
港南子ども中高生プ

ラザ 
港南 4-3-7 (3450)9576 ＳＲＣ 1,218 730 

55 港南いきいきプラザ 港南 4-2-1 (3450)9915 ＲＣ 191 112 

56 台 場 お台場学園港陽小・ 台場 1-1-5 (5500)2575 ＲＣ 3,832 2,315 
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中学校 

57 台場区民センター 台場 1-5-1 (5500)2355 ＳＲＣ 298 179 

区民避難所（地域防災拠点）計 84,487 51,092 

 

（２）福祉避難所一覧（旧二次避難所） 

番号 施設名 住所 電話番号 構造 受入人員 

可能数 

1 

障害者施

設 

障害保健福祉センタ

ー 
芝 1-8-23 （5439）2511 ＳＲＣ 90 

2 新橋はつらつ太陽 新橋 6-19-2 （3433）0180 ＳＲＣ 60 

3 
精神障害者支援セン

ター 
高輪 1-4-8 （5449）6455 Ｓ 33 

4 
障害者支援ホーム南

麻布 

南麻布 4-6-13 

（6455）7797 

ＲＣ 60 5 
児童発達支援センタ

ー 
（6277）3106 

6 

特別養護

老人ホー

ム 

南麻布シニアガーデ

ンアリス 
（5843）0975 

7 白金の森 白金台 5-20-5 （3449）9611 ＲＣ 49 

8 港南の郷 港南 3-3-23 （3450）5571 ＳＲＣ 50 

9 サン・サン赤坂  赤坂 6-6-14 （5561）7833 ＲＣ 50 

10 麻布慶福苑 南麻布 5-1-20 （3446）5501 ＲＣ 52 

11 ベル 西麻布 4-7-2 （3499）2823 ＲＣ 28 

12 新橋さくらの園 新橋 6-19-2 （3433）0183 ＳＲＣ 120 

13 
ありすの杜きのこ南

麻布 

南麻布 4-6-1 

（南棟） 
（5739）0585 ＲＣ 110 

14 洛和ヴィラ南麻布 
南麻布 4-6-1 

（北棟） 
（6408）8677 ＲＣ 110 

15 
老人保健

施設 

ルネサンス麻布 南麻布 2-10-21 （3453）5015 ＲＣ 50 

16 新橋ばらの園 新橋 6-19-2 （3433）0182 ＲＣ 100 

17 洛和ヴィラサラサ 南麻布 4-6-1 （6408）8676 ＲＣ 50 

18 

高齢者在

宅サービ

スセンタ

ー 

白金の森 白金台 5-20-5 （3449）9615 ＲＣ 60 

19 港南の郷 港南 3-3-23 （3450）5571 ＳＲＣ 153 

20 サン・サン赤坂 赤坂 6-6-14 （5561）7831 ＲＣ 83 

21 南麻布 南麻布 1-5-26 （5232）9672 ＲＣ 56 

22 台場 台場 1-5-5 （5531）0520 ＳＲＣ 59 

23 北青山 北青山 1-6-1 （5410）3410 ＲＣ 116 

24 芝 芝 3-24-5 （5232）0848 Ｓ 53 

25 虎ノ門 虎ノ門 1-21-10 （3539）3710 ＲＣ 45 

福祉避難所計 1,637 
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震２－11－１ 都水道局の応急給水用資器材  

令和３(2021)年４月１日現在 

事業所名 

組立式給水タ

ンク（基） 

ポリタンク

（個） 
 ホース（本） 

簡易給水槽

（基） 
1㎥ 

0.3

㎥ 
20 ㍑ 10 ㍑ 

応急給水栓

（基） 
20ｍ 5ｍ 

中央支所 6 2 0 10 6 3 5 0 

港営業所 6 1 0 10 6 2 2 0 

 

震２－11－２ 区内給水拠点一覧 

令和３(2021)年４月１日      

施設名 所在地 容量（㎥） 

芝給水所 港区芝公園 3-6-7 26,600 

都立青山公園 港区六本木 7-23 1,500 

シティハイツ桂坂 港区高輪 2-13-8 100 
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震２－11－３ 防災備蓄倉庫一覧表 

（１）芝地区総合支所管内 

 施設名 住所 設置階 
面積

（㎡） 
民間ビル 

１ 御成門小学校 芝公園 3-2-4 地下１階 29  

２ 芝小学校 芝 2-21-3 地下１階 37  

３－１ 赤羽小学校① 三田 2-6-2 １階 36  

３－２ 赤羽小学校② 三田 2-6-2 地下２階 78  

４ 御成門中学校 西新橋 3-25-30 １階 20  

５ 生涯学習センター① 新橋 3-16-3 １階 5  
６ 生涯学習センター② 新橋 3-16-3 １階 13 

７ エコプラザ 浜松町 1-13-1 ２階 67  

８－１ 福祉プラザさくら川① 新橋 6-19-2 地下１階 52  
８－２ 福祉プラザさくら川② 新橋 6-19-2 ２階 15 

９ 

神明子ども中高生プラ

ザ・神明いきいきプラ

ザ 

浜松町 1-6-7 地下１階 91  

１０ 虎ノ門いきいきプラザ 虎ノ門 1-21-10 地下１階 40  

１１ 
ヒューリック虎ノ門ビ

ル 
虎ノ門 1-1-18 ２階 277 民間ビル 

１２ 三田いきいきプラザ 三田 4-1-17 地下１階 28  

１３ みなと保健所 三田 1-4-10 地下１階 42  

１４ 虎ノ門３６森ビル 虎ノ門 3-4-7 地下１階 74 民間ビル 

１５ 障害保健福祉センター 芝 1-8-23 地下２階 68  

１６ 東京ガス 海岸 1-5-20 １階 325 民間ビル 

１７ 港区役所 芝公園 1-5-25 地下１階 105  

１８ 芝 NBF タワー 芝大門 1-1-30 地下３階 60 民間ビル 

１９ NEC 本社ビル 芝 5-7-1 地下２階 241 民間ビル 

２０ 城山トラストタワー 虎ノ門 4-3-1 １階 299 民間ビル 

２１ 三田 NN ビル 芝 4-1-23 地下２階 62 民間ビル 

２２ 
鈴江ベイティアムアネ

ックス 
海岸 1-15-5 １階 70 民間ビル 

２３ 汐留タワー 東新橋 1-6-3 地下４階 88 民間ビル 

２４ 
愛宕グリーンヒルズ

MORI タワー 
愛宕 2-5-1 １階 236 民間ビル 

２５－１ 汐留地下① 
東新橋1丁目地

内 
地下１階 273 民間ビル 

２５－２ 汐留地下② 
東新橋1丁目地

内 
地下１階 265 民間ビル 

２５－３ 汐留地下③ 東新橋1丁目地 地下１階 266 民間ビル 
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内 

２６ 東京ツインパークス 東新橋 1-10-1 地下１階 99 民間ビル 

２７ 浜松町スクエア 浜松町 1-30-5 地下１階 53 民間ビル 

２８－１ 汐留シティセンター① 東新橋 1-5-2 地下３階 96 民間ビル 

２８－２ 汐留シティセンター② 東新橋 1-5-2 地下３階 97 民間ビル 

２９ 汐留エッジ 東新橋 1-8-3 １階 72 民間ビル 

３０ 日本テレビタワー 東新橋 1-6-1 地下４階 123 民間ビル 

３１ 汐留電通ビル 東新橋 1-8-1 地下４階 195 民間ビル 

３２ きらきらプラザ新橋 新橋 6-4-2 ６階 15  

３３ 南桜公園管理棟 西新橋 2-10-13 地下１階 63  

３４ 
セレスティン芝三井ビ

ルディング 
芝 3-23-1 地下１階 167 民間ビル 

３５ 
浜離宮インターシティ

ー 
海岸 1-9-1 地下１階 42 民間ビル 

３６ 
アークヒルズ仙石山森

タワー 
虎ノ門 5-3-22 １階 162 民間ビル 

３７ 笹川平和財団ビル 虎ノ門 1-15-16 地下１階 125 民間ビル 

３８ DLX ビル 西新橋 1-13-1 １階 193 民間ビル 

３９ 新虎通り CORE 新橋 4-1-1 地下１階 120 民間ビル 

４０ 
オークラプレステージ

タワー 
虎ノ門 2-10-4 地下１階 160 民間ビル 

４１ 産業振興センター 芝 5-36-4 12 階 168  

管内小計 5,212  
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（２）麻布地区総合支所管内 

 施設名 所在地 設置階 面積（㎡） 民間ビル 

４２ 麻布小学校 麻布台 1-5-15 １階 30 
 

４３ 旧飯倉小学校 東麻布 2-1-1 １階 26 
 

４４ 本村小学校 南麻布 3-9-33 １階 53 
 

４５－１ 東町小学校① 南麻布 1-8-11 地下１階 12 
 

４５－２ 東町小学校② 南麻布 1-8-11 １階 11  

４６ 南麻布３丁目保育室 南麻布 3-5-15 地下１階 54  

４７－１ 笄小学校① 西麻布 3-11-16 １階 12 
 

４７－２ 笄小学校② 西麻布 3-11-16 １階 30  

４８ 六本木中学校 六本木 6-8-16 地下１階 30 
 

４９ 高陵中学校 西麻布 4-14-8 地下１階 74 
 

５０ 南山小学校 元麻布 3-8-15 １階 72 
 

５１ 
麻布地区総合支所(区民

センター) 
六本木 5-16-45 地下１階 48 

 

５２ 南麻布いきいきプラザ 南麻布 1-5-26 地下１階 65 
 

５３ 

麻布こども中高生プラ

ザ・ありすいきいきプラ

ザ 

南麻布 4-6-7 １階 38 

 

５４ 西麻布いきいきプラザ 西麻布 2-13-3 地下１階 35 
 

５５ 飯倉いきいきプラザ 東麻布 2-16-11 ２階 8 
 

５６ MFPR 六本木麻布台ビル 六本木 1-8-7 地下１階 28 民間ビル 

５７ アークフォレストテラス 六本木 1-9-1 地下１階 20 民間ビル 

５８ 
元麻布ヒルズフォレスト

テラスウエスト 
元麻布 1-3-3 地下１階 101 民間ビル 

５９ 泉ガーデンタワー 六本木 1-6-1 ４階 135 民間ビル 

６０ 六本木ティーキューブ 六本木 3-1-1 ５階 102 民間ビル 

６１ 六本木ヒルズ 六本木 6-16-7 １階 200 民間ビル 

６２ シティハイツ六本木 六本木 6-5-19 ２階 104  

６３－１ レム六本木ビル① 六本木 7-14-4 １階 123 民間ビル 

６３－２ レム六本木ビル② 六本木 7-14-4 ２階 256 民間ビル 

６４ 
住友不動産六本木グラン

ドタワー 
六本木 3-2-1 地下１階 101 民間ビル 

６５ 障害者支援ホーム南麻布 南麻布 4-6-13 地下１階 14  

６６ 
特別養護老人ホーム南麻

布シニアガーデンアリス 
南麻布 4-6-13 地下１階 18  

６７－１ 
アパホテル＆リゾート

〈六本木駅東〉① 
六本木 3-18-6 地下１階 193 民間ビル 

６７－２ 
アパホテル＆リゾート

〈六本木駅東〉② 
六本木 3-18-6 １階 20 民間ビル 
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６７－３ 
アパホテル＆リゾート

〈六本木駅東〉③ 
六本木 3-18-6 ２階 8 民間ビル 

管内小計 2,021   
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（３）赤坂地区総合支所管内 

 施設名 所在地 設置階 面積（㎡） 民間ビル 

６８ 赤坂保育園 赤坂 5-5-26 １階 15 
 

６９ 新青山ビル 南青山 1-1-1 地下３階 86 民間ビル 

７０ アークヒルズ 赤坂 1-11-21 １階 100 民間ビル 

７１ 赤坂パークビル 赤坂 5-2-20 地下１階 199 民間ビル 

７２ 赤坂インターシティー 赤坂 1-11-44 １階 86 民間ビル 

７３ 山王パークタワー 
千代田区永田

町 2-11-1 
地下３階 100 民間ビル 

７４ 赤坂学園赤坂小学校 赤坂 8-13-29 １階 25 

 

７５ 赤坂学園赤坂中学校 赤坂 9-2-3 地下１階 111 
 

７６ 青山小学校 南青山 2-21-2 地下１階 60 
 

７７ 青南小学校 
南青山 4-21-

15 
地下１階 60 

 

７８ 青山中学校 北青山 1-1-9 １階 27 
 

７９ 
赤坂地区総合支所（赤坂

区民センター） 
赤坂 4-18-13 地下２階 46 

 

８０ 

サ ン ･ サ ン 赤 坂 

（赤坂子ども中高生プラ

ザ） 

赤坂 6-6-14 地下１階 45 

 

８１ 赤坂いきいきプラザ 赤坂 6-4-8 ２階 8 
 

８２ 青山いきいきプラザ 南青山 2-16-5 地下１階 24 
 

８３ 青南いきいきプラザ 南青山 4-10-1 １階 10 
 

８４ 
ホテルマイステイズプレ

ミア赤坂 
赤坂 2-17-54 地下１階 228 民間ビル 

８５ S-GATE 赤坂山王 赤坂 2-5-1 地下 1階 239 民間ビル 

８６ 国際医療福祉大学 赤坂 4-1-26 １階、２階 177 民間ビル 

管内小計 1,704   
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（４）高輪地区総合支所管内 

 施設名 所在地 設置階 面積

（㎡） 

民間ビル 

８７ 御田小学校 三田 4-11-38 １階 28 
 

８８ 白金小学校 白金台 1-4-26 地下１階 28 
 

８９ 旧三光小学校 白金 3-18-2 地下１階 65 
 

９０ 
白金の丘学園白金の丘

小・中学校 
白金 4-1-12 １階 197 

 

９１－１ 

神応いきいきプラザ等

複合施設(神応いきい

きプラザ)① 

白金 6-9-5 １階 23 

 

９１－２ 

神応いきいきプラザ等

複合施設(神応いきい

きプラザ)② 

白金 6-9-5 １階 3 

 

９１－３ 

神応いきいきプラザ等

複合施設(神応いきい

きプラザ)③ 

白金 6-9-5 ２階 14 

 

９１－４ 

神応いきいきプラザ等

複合施設(神応いきい

きプラザ)④ 

白金 6-9-5 ２階 27 

 

９２ 
グランドメゾン白金の

杜ザ・タワー 
白金 6-16-25 １階 100 民間ビル 

９３ 三田中学校 三田 4-13-13 地下１階 64  

９４ 高松中学校 高輪 1-16-25 １階 26  

９５ 高輪台小学校 高輪 2-8-24 地下１階 40  

９６ 
高輪子ども中高生プラ

ザ 
高輪 1-4-35 １階 17  

９７ 豊岡いきいきプラザ 三田 5-7-7 地下１階 67  

９８ 高輪いきいきプラザ 高輪 3-18-15 １階 7  

９９ 白金いきいきプラザ 白金 3-10-12 １階 39  

１００ 白金台いきいきプラザ 白金台 4-8-5 地下１階 48  

１０１ シティハイツ桂坂 高輪 2-13-8 地下１階 222  

１０２ 高輪ザ・レジデンス 高輪 1-27-37 地下１階 158 民間ビル 

１０３ 白金タワー 白金 1-17 地下２階 140 民間ビル 

１０４ 
高輪地区総合支所（区

民センター） 
高輪 1-16-25 地下１階 59 

 

１０５ 都シティホテル高輪 高輪 3-19-17 地下１階 122 民間ビル 

１０６ 日本トムソン本社 高輪 2-19-19 
地下 1階、１

階 
152 民間ビル 

管内小計 1,646   
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（５）芝浦港南地区総合支所管内 

 
施設名 所在地 設置階 

面積

（㎡） 
民間ビル 

１０７ 芝浦小学校 芝浦 4-8-18 １階 30  

１０８ 港南小学校 港南 4-3-28 ３階 60  

１０９ 港南中学校 港南 4-3-3 １階 36  

１１０ 芝浦港南区民センター 芝浦 4-13-1 ２階 42  

１１１－１ みなとパーク芝浦① 

芝浦 1-16-1 

地下１階 401 

 

１１１－２ みなとパーク芝浦② 地下１階 214 

１１１－３ みなとパーク芝浦③ ５階 31 

１１１－４ みなとパーク芝浦④ ５階 31 

１１１－５ みなとパーク芝浦⑤ ６階 68 

１１１－６ みなとパーク芝浦⑥ ８階 8 

１１２ オアーゼ芝浦ＭＪビル 芝浦 2-15-6 １階 110 民間ビル 

１１３―１ 
港南子ども中高生プラ

ザ① 
港南 4-3-7 １階 35  

１１３－２ 
港南子ども中高生プラ

ザ② 
港南 4-3-7 ３階 26  

１１４－１ 
お台場学園港陽小・中

学校 
台場 1-1-5 地下１階 22 

 

１１４－２ 
お台場学園港陽小・中

学校 
台場 1-1-5 屋上 11 

１１５ 
台場分室（台場区民セ

ンター） 
台場 1-5-1 １階 88  

１１６ シティハイツ港南 港南 3-3-17 地下１階 58  

１１７ 品川インターシティー 港南 2-15-2 地下３階 322 民間ビル 

１１８ 
キャノンマーケティン

グ本社ビル 
港南 2-16-3 地下２階 50 民間ビル 

１１９ 太陽生命品川ビル 港南 2-16-2 地下２階 45 民間ビル 

１２０ 大東建託品川ビル 港南 2-16-6 地下２階 105 民間ビル 

１２１ 品川三菱スクエア 港南 2-16-3 地下２階 177 民間ビル 

１２２－１ デックス東京ビーチ① 台場 1-6-1 １階 25 
民間ビル 

１２２－２ デックス東京ビーチ② 台場 1-6-1 １階 35 

１２３ コスモポリス品川 港南 3-6-21 地下２階 182 民間ビル 

１２４ ＮＴＴ品川 TWINS 港南 1-9-1 １階 69 民間ビル 

１２５ NTT DoCoMo 品川ビル 港南 2-1-65 １階 115 民間ビル 

１２６ シーバンス 芝浦 1-2-1 地下１階 242 民間ビル 

１２７ 
ヨコソーレインボータ

ワー 

海岸 3-20-

20 
地下１階 54 民間ビル 

１２８ グランパークハイツ 芝浦 3-4-2 地下１階 146 民間ビル 

１２９ 芝浜小学校 
芝浦 1-16-

31 
8 階 87  
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１３０ oak 港南品川 港南 2-10-9 １階 49 民間ビル 

管内小計 2,974   

 

総合計 １３０箇所 １３，５５７㎡ 
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震２－11－４ 主な備蓄物資一覧 

 

№ 品名 № 品名 

食料 救助用資器材等 

1 乾パン類 1 濾水機 

2 アルファ米 2 組立水槽 

3 乳児用ミルク 3 投光機 

4 ミネラルウォーター 4 ｺｰﾄﾞﾘｰﾙ 

5 おかゆ 5 発電機 

生活必需品 6 炊飯器（バーナー） 

1 哺乳瓶 7 テント 

2 毛布 8 簡易トイレ 

3 カーペット 9 担架 

4 ポリタンク 10 簡易ベッド 

5 紙コップ 11 組立式リヤカー 

6 紙おむつ（乳児用） 12 救出資器材セット 

7 紙おむつ（大人用） 13 間仕切りパネル・パーテーション 

8 多機能ラジオ 14 多目的ハウス 

9 多人数用救急セット 15 冷風機 

10 生理用品 16 大型扇風機 

11 肌着（男性用・女性用） 17 蓄電池セット 

12 ブルーシート 18 非接触型体温計 

13 ウェットタオル 燃料等 

14 衛生用品（消毒液・マスク等） 1 ガソリン 

医療防疫用資器材 2 灯油 

1 災害医療資器材セット 

 ２ 災害医療医薬品セット 

３ 一般用医薬品 
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震２－13－１ 港区放射性物質除染実施ガイドライン 

平成23(2011)年11月１日   

１ 目的 

区は、｢平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故によ

り放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成２３年８月３０日公

布）｣制定の趣旨を踏まえ、政府の原子力災害対策本部が平成２３年８月２６日に示した「除染に関

する緊急実施基本方針」（以下「緊急実施基本方針」という。）及び「市町村による除染実施ガイド

ライン」並びに平成２３年１０月２１日内閣府、文部科学省及び環境省が示した「当面の福島県以

外の地域における周辺より放射線量が高い箇所への対応方針」（以下「福島県以外の地域における対

応方針」という。）を参考として「港区放射性物質除染実施ガイドライン」を定め、必要な対策を推

進します。 

 

２ 目標 

区は、これまでの測定結果や平成２３年１０月６日文部科学省が発表した航空機モニタリングの

測定結果から、｢緊急実施基本方針｣の追加被ばく線量がおおむね年間１ミリシーベルト以下の地域

に該当し、基本的に区単位での面的な除染は必要のない地域となりますが、局所的に年間１ミリシ

ーベルト超える放射線量を示す箇所が存在することが予想されます。 

そのため、｢区有地、区有施設における追加被ばく線量が、地表から５センチメートルの高さで年

間１ミリシーベルト（毎時０．２３マイクロシーベルト）以下とする。」ことを目標値として定めま

す。 

＜参考：追加被ばく線量年間１ミリシーベルトの考え方＞ 

事故とは関係なく、自然界の放射線は元々存在し、大地からの放射線は毎時 0.04 マイクロシーベ

ルト、宇宙からの放射線は毎時 0.03 マイクロシーベルトとされています。しかし、通常のＮａＩ

シンチレーション式サーベイメータでは、宇宙からの放射線はほとんど測定されません。 

そのため、環境省では、追加被ばく線量年間１ミリシーベルトを、一時間当たりに換算した値に

大地からの放射線の値を加えた「毎時 0.23 マイクロシーベルト｣を目安としており、区でもこの

考え方を参考にしています。 

（現在のところ、環境省は、地表からの高さについては明確にしていません。） 

毎時 0.19 マイクロシーベルト×（8 時間＋0.4×16時間）×365日＝年間１ミリシーベルト 

（1 日のうちに屋外に 8 時間、屋内（遮へい効果 (0.4 倍)のある木造家屋）に 16時間滞在すると

いう生活パターンを仮定） 

0.19μSv/h（追加被ばく線量年間１ミリシーベルトを一時間当たりに換算した値）＋0.04μSv/h

（大地からの放射線の値）＝毎時０．２３マイクロシーベルト 

＊平成２３年１０月１０日環境省｢災害廃棄物安全評価検討会・環境回復検討会｣第１回合同検討

会資料 
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３ 除染対象と優先順位 

（１）除染対象 

区は、地表から５センチメートルの高さで毎時０．２３マイクロシーベルトを目安として、こ

の値以上の場合は、原則的に区有地、区有施設を対象として除染を行います。 

区有地、区有施設以外については、管理者（所有者）の責任において除染することとし、必要

となる情報提供などの支援を行います。 

（２）優先順位 

区民とりわけ子どもの安全・安心をより確かなものとするため、区立の保育園・こども園・緊

急暫定保育室、幼稚園、小学校・中学校、公園・児童遊園・遊び場、運動場等（以下、「子どもの

生活圏の区有施設」という。）を優先して除染を行います。 

（３）その他 

｢福島県以外の地域における対応方針｣に基づき、周辺より放射線量が高い箇所（地表から１メ

ートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシーベルト以上高い数値が測定された箇所）

は、除染対象とし、国と連携して最優先で除染を行います。 

 

４ 汚染状況の詳細な確認（汚染状況の可視化） 

区は、これまでも、「子どもの生活圏の区有施設」にある砂場の上の放射線量を測定し、区ホーム

ページ等で公表してきましたが、今後についても、測定結果については、区ホームページ等で公表

していきます。 

 

５ 除染の時期 

「子どもの生活圏の区有施設」で地表から５センチメートルの高さで毎時０．２３マイクロシー

ベルト以上又は区内で地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシーベル

ト以上高い数値が測定された箇所については、速やかに除染を行います。 

その他については、優先度を考慮の上、除染を行います。 

 

６ 除染作業の実施者 

除染作業は、原則として施設を所管する課の責任において行います。 

 

７ 除染場所ごとの除染方法 

除染は、各施設内で完了することを原則とします。 

（１）簡易な除染 

最初に簡易な除染（側溝等の泥の除去、落ち葉の回収、樹木のせん定、水による洗浄、ブラッシ

ング等）を行った後、再測定を行います。再測定した結果、地表から５センチメートルの高さで毎

時０．２３マイクロシーベルト未満となった場合は、（３）補足を留意の上、除染作業を終了します。 

（２）簡易な除染では数値が下がらなかった場合の除染 

簡易な除染後の再測定においても、地表から５センチメートルの高さで毎時０．２３マイクロシ

ーベルト以上の場合は、以下を参考として除染を行います。 



 震災資料編 
第２部 震災予防計画 

 

ア 園庭・校庭・広場、植え込み、砂場など 

（ア）土の場合 

放射性物質は、表層付近に沈着していることから、土については表層から１０センチメー

トルを目安として表土を除去します。 

（イ）人工芝、ラバー等の場合 

人工芝、ラバー等については、再敷設や表面の削り取りなどにより、なお一層の除染・線

量低減を行うことは可能ですが、大量の廃棄物を発生させることから、モニタリングを行い、

それでもなお線量が下がらない場合にその実施を検討します。 

イ 側溝（又は雨水ます） 

側溝については、高圧洗浄器を使用して洗い流します。なお、雨水ますについては、汚泥等

を浚渫した上で、高圧洗浄器を使用して洗い流します。 

ウ 区道 

アスファルトで舗装された道路の表面の削り取りや再舗装などについては、上記の人工芝、

ラバー等の場合と同様の扱いとします。 

（３）補足 

必要に応じて、除染対象となった地点に近い場所にある遊具などについても、高圧洗浄、ブラ

ッシングなどの方法により除染を行います。 

 

８ 除去した土壌等の取扱い 

除染作業によって発生する除去した土壌等については、「市町村による除染実施ガイドライン」を

参考として定めた以下の手順により、各施設内の仮置場に埋設することを原則とします。なお、埋

設した場所が不明にならないよう、位置や保管の方法を記録します。 

（１）地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシーベルトに満たない数値

が測定された箇所の土壌等 

あらかじめ掘った穴（除去した土壌等の埋設後、地表から１０センチメートル空く穴）に埋設

し、放射性物質が沈着しているおそれのない土（土壌を除去した箇所の穴の底から１０センチメ

ートルまでの掘り返した土又は新たな土）を元の地表面の高さまでかぶせます。 

（２）区内で地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシーベルト以上高い

数値が測定された箇所の土壌等 

耐水性や耐久性のあるフレコンバッグや土のう袋などに梱包します。梱包した土壌等は、あら

かじめ掘った穴（梱包した土壌等埋設後、地表から３０センチメートル空く穴）に埋設し、放射

性物質が沈着しているおそれのない土（土壌を除去した箇所の穴の底から３０センチメートルま

での掘り返した土又は新たな土）を元の地表面の高さまでかぶせます。 
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＜参考：除去した土壌等の埋設例＞ 

・地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシーベルトに満たない数値が測定された箇所の土壌

等 

 
 

・地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシーベルト以上高い数値が測定された箇所の土壌

等 

 
 

＜参考：覆土による遮へい効果＞ 

５cm・・・51％減、10cm・・・74％減、15cm・・・86％減、30cm・・・98％減 

＊平成２３年８月２６日原子力災害対策本部「市町村による除染実施ガイドライン」 

 

９ 除染に伴い生じる排水の取扱い 

水を用いた除染を行う際は、環境への影響を考慮する必要のないレベルまで放射性物質の量を低

くするため、周囲への拡散を極力抑えつつ、大量の水を使用します。 

また、実際に除染を行う際には、排水による周辺環境への影響を極力避けるための工夫として、

水を用いる前に、可能な限り水による洗浄以外の方法で除去し、水を用いた除染により流出する放
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射性物質の量を減らします。 

さらに、除染水が排水路などに留まり堆積することを避けるため、排水経路（排水口、側溝（又

は雨水ます））をあらかじめ清掃しておくなどにより、排水がスムーズに行われるよう事前の準備を

行うとともに、除染水が排水経路にスムーズに流れ込むように、排水経路までの水の経路を確保し

ます。 

 

10 仮置場の取扱い 

（１）仮置場の確保 

除染作業によって発生する除去した土壌等については、各施設内に埋設することを原則として

いることから、対象施設外に専用の仮置場は設けないこととします。 

ただし、どうしても専用の仮置場が必要な場合は、遮へい効果の高いコンクリート（ブロック

塀など）で囲み、あらかじめ遮水シートを敷くなど水が地下に浸透しないようにした上で、除去

した土壌等を入れ、その上から３０センチメートル以上の覆土を行ない、仮置場の敷地境界での

空間線量率が周辺環境と同水準になる程度まで遮へいを行います。 

さらに、雨水浸入防止のため、遮水シートなどで覆う、又はテントや屋根などで覆います。 

＜参考：覆土による遮へい効果＞ 

５cm・・・51％減、10cm・・・74％減、15cm・・・86％減、30cm・・・98％減 

＜参考：コンクリート構造物による遮へい効果＞ 

５cm・・・57％減、10cm・・・79％減、15cm・・・89％減、30cm・・・99％減 

＊平成２３年８月２６日原子力災害対策本部「市町村による除染実施ガイドライン」 

（２）仮置場のモニタリング 

仮置場については、定期的に空間線量率を測定します。なお、周辺の空間線量率よりも著しく

高い水準が示された場合には、覆土の増量など追加的な遮へいを行います。 

（３）仮置場の管理 

覆土を掘り返さないよう注意喚起を行うとともに、必要に応じ適切な表示やロープでの囲いの

設置などの措置を行うとともに、除去土壌等が飛散しないよう管理します。 

 

11 除染作業上の留意事項 

除染作業の実施に当たっては、作業を担う方々の安全の確保が大前提です。生活圏の清掃に関す

る被ばくについては、追加的被ばく量は比較的小さいと評価されていますが、念のために以下のよ

うな作業上の留意事項を守ります。 

（１）なるべく作業を効率化し、長時間の作業にならないように努めます。 

（２）マスク、手袋、長袖などを着用します。 

（３）作業場での飲食は控えます。 

（４）作業後に手足、顔などの露出部分をよく洗い、うがいをします。 

（５）作業の後、屋内に入る際には、靴の泥をなるべく落とすとともに、服を着替えるなど、泥、ち

り、ほこりなどを持ち込まないようにします。 

＜参考：埋立処分における作業者への影響＞ 
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8,000Bq／kg の廃棄物をそのまま埋立処分する場合の作業者の被ばく線量：年間 0.78 ミリシー

ベルト（1日 8 時間、年間 250 日の労働時間の内、半分の時間を廃棄物のそばで作業した場合） 

＊平成２３年６月２３日環境省「福島県内の災害廃棄物の処理の方針」 

12 除染実施までの主な流れ 

（１）測定値の確認 

区は、区による測定又は区民等による測定により、５センチメートルの高さで毎時０．２３マ

イクロシーベルト以上又は地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイクロシ

ーベルト以上高い数値が測定された箇所については、改めて測定を行います。 

（２）除染等の処理 

区は、改めて測定した結果が除染対象となった場合については、優先順位を考慮の上、適切な

処理（除染、情報提供等）を行います。 

なお、改めて測定した結果が、地表から１メートルの高さの空間線量率が周辺より毎時１マイ

クロシーベルト以上高い数値が測定された場合については、｢福島県以外の地域における対応方

針｣に基づき、文部科学省へ連絡を行います。 

（３）除染作業による効果の検証 

実施した作業が十分効果的なものであったかどうかについて、作業の節目や作業終了時に計測

を行い記録します。 

（４）注意喚起など 

除染が必要となった箇所は、速やかに除染できない、又は除染を十分に実施しても線量の低減

が確認できない場合については、一定期間、長期間の滞在を避けるよう注意を喚起する表示を行

うことや立入りを制限するなどの防護措置を取ります。 

（５）継続的なモニタリング 

地形により汚染が進行していた箇所などは、除染後に再度汚染される可能性があります。その

ため、一定期間は継続的なモニタリングを行います。 
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震２－14－１ 港区津波ハザードマップ 
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震３－１－１ 港区災害対策本部組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本 部 長 室 
本部長室は以下に掲げる事項について、本部の基本方針を審議策定する。 
        １ 本部の非常配備態勢及び廃止に関すること。 
        ２ 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 
        ３ 避難の勧告又は指示に関すること。 
        ４ 災害に関し、東京都知事に対する要請に関すること。 
        ５ 東京都及び他の地方公共団体との相互応援に関すること。 
        ６ 公用令書による公用負担に関すること。 
        ７ 部長に対する事務の委任に関すること。 
        ８ 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 
        ９ その他重要な災害対策に関すること。 

港区災害対策本部組織図 
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災害対策本部態勢図（令和５年４月 1 日現在） 

 

○本部長室会議 

災害対策本部長 
・区 長 

災害対策副本部長 

・副区長 
・副区長 

・教育長 

災害対策本部員 
・（芝、麻布、赤坂、高

輪、芝浦港南）地区総

合支所長 
・文化芸術事業連携担当

部長 

・保健福祉支援部長 
・みなと保健所長 

・児童相談所長 

・企画経営部長 
・用地・施設活用担当部

長 

・防災危機管理室長 
・総務部長 

・会計管理者 

・教育委員会事務局 
教育推進部長 

・教育委員会事務局 

学校教育部長 
・選挙管理委員会事務局

長 

・監査事務局長 
・区議会事務局長 

・防災課長 

  上 記 の う ち 、
「  」の本部員は、

災害初動対応時の一定

期間、本部長室会議に
は出席せず、それぞれ

の所属で災害対応に従

事し、陣頭指揮に当た
る。 

○本部連絡員調整会議 

会長 
・防災課長 

副会長 

・企画課長 
本部連絡員 

・（芝、麻布、赤坂、高

輪、芝浦港南）地区総合
支所協働推進課地区政策

担当係長 

・地域振興課長 
・保健福祉課長 

・保健予防課長 

・児童相談課長 
・子ども政策課長 

・都市計画課長 

・環境課長 
・区長室長 

・総務課長 

・人事課長 
・契約管財課長 

・会計室長 

・教育長室長 
・学務課長 

・区議会事務局次長 

○本部派遣員 
・芝消防署長、麻布消防署
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震３－１－２ 港区災害対策本部の編成及び事務分掌 

 

港区災害対策本部の編成及び事務分掌 

（平成 28(2006)年４月１日） 

災対地区本部（芝、麻布、赤坂、高輪、芝浦港南） 

課名 事務分掌 

災対管理課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：副総合支所長 三 管内の災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

  四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

  五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  六 管内のり災証明書の交付 

  七 管内の各種相談窓口の開設及び運営の総括 

  八 地区本部内及び他部との連絡調整 

  九 その他本部長の特命による事項 

    

災対協働推進課 一 管内の被害状況の調査 

  

課長：協働推進課長 

二 管内の広域避難場所の状況確認及び避難誘導（災対芝浦港南地区本

部は除く） 

補佐：まちづくり課 

長 
三 管内の区民避難所（地域防災拠点）の開設及び管理運営 

四 管内の区民避難所（地域防災拠点）等の医療救護所の設営及び医薬

品・医療資器材等の搬送 

  五 管内避難所での救援物資の配給 

  六 管内の帰宅困難者への物資の支給等に関すること 

  七 管内の遺体の収容及び搬送 

  八 管内の道路、河川、橋りょう、排水機場等の被害状況調査 

  九 管内の道路の障害物除去等の災害復旧 

  十 管内の危険箇所の警戒巡視 

  十一 その他本部長の特命による事項 

    

災対区民課 一 管内の災害時要配慮者の保護及び支援に関すること 

  二 外国人相談に関すること 

課長：区民課長 三 管内の災害弔慰金の支給、援護資金等の貸付 

  四 管内の被災者生活再建支援金の申請受付及び認定に関すること 

  五 管内の生活困窮者に対する保護及び支援 

  六 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対台場地区対策室 

課名 事務分掌 

災対台場地区対策室 一 本部長室との連絡 

二 管内の災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

課長：芝浦港南地区 三 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

総合支所 四 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

まちづくり課長 五 管内のり災証明書の交付 

  六 管内の各種相談窓口の開設及び運営の総括 

  七 管内の被害状況の調査 

  八 管内の区民避難所（地域防災拠点）の開設及び管理運営 

  
九 管内の区民避難所（地域防災拠点）等の医療救護所の設営及び医薬

品・医療資器材等の搬送 

  十 管内避難所での救援物資の配給 

  十一 管内の帰宅困難者への物資の支給等に関すること 

  十二 管内の遺体の収容及び搬送 

  十三 管内の道路、河川、橋りょう等の被害状況調査及び災害復旧 

  十四 管内の障害物の除去 

  十五 管内の危険箇所の警戒巡視 

  十六 管内の災害時要配慮者の保護及び支援に関すること 

  十七 台場地区管内の帰宅困難者への物資の支給等に関すること 

  十八 外国人相談に関すること 

  十九 管内の災害弔慰金の支給、援護資金等の貸付 

  二十 管内の被災者生活再建支援金の申請受付及び認定に関すること 

  二十一 管内の生活困窮者に対する保護及び支援 

  二十二 その他本部長の特命による事項 
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災対産業・地域振興支援部 

課名 事務分掌 

災対地域振興課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：地域振興課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：国際化・文化

芸術担当課長 

四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  六 港区国際交流協会への通訳ボランティアの協力要請に関すること 

  七 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対産業振興課 一 区内の商工業者の被害状況の調査 

  二 中小企業の災害時融資、相談等に関すること 

課長：産業振興課長 三 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

補佐：観光政策担当

課長 

四 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

五 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対税務課 一 麻布及び赤坂地区本部管内の救助物資等の輸送に関すること 

  二 麻布及び赤坂地区本部管内の救援物資の配分・配給への協力 

課長：税務課長 三 物資集積所の管理に関すること 

  四 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対保健福祉支援部 

課名 事務分掌 

災対保健福祉課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：保健福祉課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：福祉施設整備 

担当課長 

四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

 
六 災害ボランティアの活用に係る社会福祉協議会との連携及び支援に

関すること 

  七 東京都からの義援金受領と配分に関すること 

  八 社会福祉団体との連携及び協力に関すること 

  九 災害弔慰金の支給、援護資金等の貸付の総括 

  十 被災者生活再建支援金の申請受付及び認定の総括 

  
十一 社会福祉協議会への港区災害ボランティアセンター設置の要請に

関すること 

  十二 所管する災害時要配慮者に対する支援の調整に関すること 

  十三 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

  

災対高齢者支援課 一 所管する災害時要配慮者に関する避難情報の収集及び状況把握 

  二 所管する災害時要配慮者に対する避難生活の支援 

課長：高齢者支援課

長 

三 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

四 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

 
五 福祉避難所（高齢者施設等）の開設及び管理運営 

六 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

  

災対介護保険課 一 所管する災害時要配慮者に関する避難情報の収集及び状況把握 

 二 所管する災害時要配慮者に対する避難生活の支援 

課長：介護保険課長 三 福祉避難所（高齢者施設等）の開設及び管理運営 

 四 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

  

災対障害者福祉課 一 所管する災害時要配慮者に関する避難情報の収集及び状況把握 

  二 所管する災害時要配慮者に対する避難生活の支援 

課長：障害者福祉課

長 

三 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

四 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  五 福祉避難所（障害者施設）の開設及び管理運営 

  六 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

  

災対生活福祉調整課 一 遺体収容に関する計画づくりと遺体収容所の開設及び管理運営 

  二 生活困窮者に対する保護及び支援の総括 

課長：生活福祉調整

課長 

三 避難所運営ほか本部長の特命による事項  

  

  

災対国保年金課 一 芝、高輪及び芝浦港南地区本部管内の救助物資等の輸送に関すること 

 二 芝、高輪及び芝浦港南地区本部管内の救援物資の配分・配給への協力 

課長：国保年金課長 三 物資集積所の管理に関すること 

  四 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    



震災資料編 
第３部 震災応急対策計画 

 

災対みなと保健所 

課名 事務分掌 

災対生活衛生課 一 本部長室との連絡 

  二 所内及び他部との連絡調整 

課長：生活衛生課長 三 保健所所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

 
四 保健所所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  六 医療機関の被害状況等の調査及び総括 

  七 緊急医療救護所の設営及び医薬品・医療資器材等の搬送の補助 

  八 医療救護所等の開設・管理運営の補助 

  九 医療等の救護活動及び防疫等活動状況の記録の総括 

  十 港区医師会等医療防疫機関との連絡調整 

  十一 医療救護班等の派遣要請及び調整 

  十二 防疫班の編成（災対保健予防課との協力） 

  十三 検水、食品検査 

  十四 防疫等活動状況の記録 

  十五 災害地の感染症予防（災対保健予防課との協力） 

  十六 災害地の消毒 

  十七 消毒に必要な薬剤及び資器材の確保 

  十八 環境衛生、食品衛生の監視及び指導 

  十九 動物の保護等に関すること 

  二十 その他本部長の特命による事項 

災対保健予防課 一 医療機関の被害状況等の調査 

  二 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

課長：保健予防課長 三 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  四 災害医療コーディネーターに関すること 

  五 緊急医療救護所の設営及び医薬品・医療資器材等の搬送 

  
六 台場地区における医療救護所の設営及び医薬品・医療資器材等の搬

送の補助 

  七 医療救護所等の開設及び管理運営 

  八 医療救護班等の編成 

  九 各医療救護班等との連絡調整及び連携に関すること 

  十 医療救護、乳幼児救護、保健指導及び栄養指導 

  十一 医療救護等に必要な医薬品及び資器材の確保 

  十二 医療等の救護活動状況の記録 

  十三 防疫班等の編成 

  十四 防疫等活動状況の記録 

  十五 災害地の感染症予防 

  十六 その他本部長の特命による事項 

災対健康推進課 一 災対保健予防課の補佐 

  二 所管施設の保全管理並びに被害状況調査等の調査 

課長：健康推進課長 三 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  四 災害時保健活動に係る災対地区本部との調整に関すること 

 五 災害時における保健師業務の調整に関すること 

  
六 その他本部長の特命による事項 
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災対子ども家庭支援部 

課名 事務分掌 

災対子ども家庭課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：子ども家庭課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：保育担当課長 四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

補佐：保育・児童施設 

計画担当課長 

五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

六 所管する災害時要配慮者に関する避難情報の収集及び状況把握 

補佐：子ども家庭支援 

センター所長 

七 所管する災害時要配慮者に対する避難生活の支援 

八 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

  

 
災対児童相談所 

課名 事務分掌 

災対児童相談課 一 本部長室との連絡 

 二 所内及び他部との連絡調整 

課長：児童相談課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置 

補佐：相談援助担当 

課長 

四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告 

五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

 六 要保護児童等の把握及び保護 

 七 要保護児童等の避難生活の支援 

 八 その他本部長の特命による事項 
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災対街づくり支援部 

課名 事務分掌 

災対都市計画課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：都市計画課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：住宅担当課長 四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

  五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  六 芝地区本部管内の広域避難場所への応援 

  七 がれき処理の支援に関すること 

  八 応急仮設住宅に関する建築資材と労力の確保及び調整 

  九 応急仮設住宅用地の選定及び同住宅の設営 

  十 応急仮設住宅の入居者の募集及び選定 

  十一 応急仮設住宅の管理 

  十二 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

災対開発指導課 一 麻布地区本部管内の広域避難場所への応援 

  二 災対建築課の事務分掌「二」～「八」の補佐 

課長：開発指導課長 三 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

補佐：再開発担当課

長 

  

  

補佐：品川駅周辺   

街づくり担当課長   

災対建築課 一 赤坂地区本部管内の広域避難場所への応援 

  二 被災宅地応急危険度判定に関すること 

課長：建築課長 三 被災建築物応急危険度判定に関すること 

補佐：開発指導課長 四 被災住家の被害調査に関すること 

補佐：再開発担当課

長 

五 応急住宅措置及び応急復旧の技術的指導 

六 建築物の被災予防及び補強工事の指導 

補佐：品川駅周辺 七 建築物、工作物、がけ等の災害予防及び応急復旧の技術的指導 

街づくり担当課長 八 応急復旧現場の危害防止に関すること 

 九 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

災対土木課 一 高輪地区本部管内の広域避難場所への応援  

  二 道路、河川、橋りょう、排水機場等の被害情報の集約及び道路等の障害

物の除去等の計画づくり 課長：土木課長 

補佐：地域交通課長 三 各地区所管施設等の被害状況の調査及び復旧の応援 

補佐：土木施設管理

課長 

四 各地区所管施設の保全管理の応援 

五 各地区所管内の障害物の除去の応援 

 六 各地区所管内の危険箇所の警戒巡視の応援 

七 土木に関する資機材及び労力の確保 

 八 各地区所管内の遺体の収容及び搬送の応援 

九 水防活動に必要な気象情報の収集 

  十 水防団体及び水防機関との連絡 

  十一 応急給水槽（芝・青山・桂坂）の飲料水機器の運転操作の応援 

  十二 大規模井戸の管理及び機器の運転操作の応援 

  十三 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対土木施設管理課 一 災対土木課の事務分掌「一」～「十二」の補佐 

  二 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

課長：土木施設管理

課長 

  

  

    

  
災対環境リサイクル支援部 

課名 事務分掌 

災対環境課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：環境課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：地球温暖化

対策担当課長 

四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

五 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  六 高輪地区本部管内の広域避難場所への応援 

  七 環境対策に関すること 

  八 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対みなとリサイ

クル清掃事務所 

一 がれき処理の計画づくり 

二 道路障害物及びがれきの収集・運搬 

  三 ごみ及びし尿の処理 

課長：みなとリサ

イクル清掃事務所

長 

四 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対企画経営部 

課名 事務分掌 

災対企画課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：企画課長 三 災対防災危機管理室防災課の補佐 

補佐：用地・施設活

用担当課長 

補佐：自治体間連携 

  

  

  

推進担当課長 

   

  

災対区長室 一 報道機関との連絡に関すること 

  二 広報に関すること 

課長：区長室長 三 広聴に関すること 

補佐：区役所改革担

当課長 

四 渉外事務に関すること 

五 その他本部長の特命による事項 

    

災対財政課 一 災害対策予算に関すること 

  二 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

課長：財政課長   

    

災対施設課 一 区施設の応急危険度判定 

  二 庁舎等公共施設の応急復旧及び修繕 

課長：施設課長 三 本庁舎及び議会棟の保全及び管理 

 

四 避難所等（応急仮設住宅を除く。）の応急整備 

五 応急仮設住宅の建設業者の確保に当たっての災対都市計画課への協  

 力 

六 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対防災危機管理室   

課名 事務分掌 

災対防災課 一 本部長室の庶務に関すること 

  二 本部情報及び災害情報の総括 

課長：防災課長 三 東京都災害対策本部及び関係防災機関との連絡 

補佐：危機管理・

生活安全担当課長 

四 各部の情報、連絡の調整及び災害対策の指示 

五 本部連絡員調整会議に関すること 

補佐：企画課長 六 その他本部長の特命による事項 

補佐：用地・施設

活用担当課長 
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災対総務部 

課名 事務分掌 

災対総務課 一 本部長室との連絡 

  二 部内及び他部との連絡調整 

課長：総務課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：人権・男女平

等参画担当課長 

四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

五 その他渉外事務に関すること 

  六 本庁舎及び議会棟の被害状況等の総括 

  七 区への義援金の受領及び配分 

  八 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対情報政策課 一 電子計算機のシステム維持の管理及び保全 

  二 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

課長：情報政策課長   

    

災対人事課 一 国又は他の地方公共団体からの災害派遣職員に関すること 

  二 本部職員の動員、服務及び給与等に関すること 

課長：人事課長 三 本部職員の給食に関すること 

補佐：人材育成推進

担当課長 

四 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

五 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対契約管財課 一 災害対策に必要な物資及び資材の調達 

  二 救援物資の輸送等の指揮・統括 

課長：契約管財課長 三 災害対策に必要な車両、舟艇等の調達及び配車 

  四 災害対策のために調達する物資等の検査 

  五 庁有車の管理及び本部職員の輸送 

  六 本庁舎及び議会棟の被害状況等の調査 

  七 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対会計室 

課名 事務分掌 

災対会計室 一 本部長室との連絡 

  二 室内及び他部との連絡調整 

課長：会計室長 三 災害対策に必要な現金及び有価証券の出納保管 

  
四 災害対策に必要な収支命令の審査、執行及び現金の支払いに関するこ

と 

  五 災害対策に必要な用品及び物品の出納保管 

  六 部内及び他部に対する応援 

  七 避難所運営ほか本部長の特命による事項 
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災対教育委員会事務局 

課名 事務分掌 

災対庶務課 一 本部長室との連絡 

  二 局内及び他部との連絡調整 

課長：庶務課長 三 所管業務に関する災害情報及び応急対策対応措置状況の総括 

補佐：教育政策担

当課長 

四 所管施設の保全管理と被害状況等の収集及び報告の総括 

五 東京都並びに区教育委員会及び区教育機関との連絡調整 

 六 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対学務課 一 応急教育実施場所の選定及び確保 

  二 被災児童・生徒の学用品の支給 

課長：学務課長 三 被災学校の保健衛生及び給食実施の調整 

補佐：学校施設担

当課長 

四 学校施設の応急補修等 

五 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対生涯学習推進

課 

一 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

二 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  三 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

課長：生涯学習推

進課長 

 

  

    

災対図書・文化財

課 

一 所管施設の保全管理並びに被害状況等の調査 

二 所管施設の利用者の保護・誘導及び応急救護 

  三 文化財の被害状況等の調査 

課長：図書・文化

財課長 

四 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

 

    

災対指導室 一 応急教育実施の指導 

  二 児童・生徒の被災状況の把握の総括 

課長：指導室長 三 被災幼児及び児童・生徒の生活指導の統括 

  四 学校の教育経営に関する支援 

  五 教職員の動員、服務管理等の統括 

  六 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

災対区立幼稚園、

小・中学校 

一 応急教育の実施 

二 幼児及び児童生徒の保護・誘導と応急救護並びに保護者との連絡 

  三 被災幼児及び児童・生徒の生活指導 

園長、校長 四 施設・設備の被害状況の調査・報告 

  五 学校教育の早期再開の実施 

  六 避難所の開設及び管理運営に対する協力 

  七 その他本部長の特命による事項 
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災対選挙管理委員会事務局 

課名 事務分掌 

災対選挙管理委員

会事務局 

一 本部長室との連絡 

二 局内及び他部との連絡調整 

  三 災対高輪地区本部協働推進課の補佐 

課長：選挙管理委

員会事務局長 

  

  

    

  

災対監査事務局 

課名 事務分掌 

災対監査事務局 一 本部長室との連絡 

  二 局内及び他部との連絡調整 

課長：副参事（監

査担当） 

三 災対芝浦港南地区本部協働推進課の補佐 

  

    

  

災対区議会事務局 

課名 事務分掌 

災対区議会事務局 一 本部長室との連絡 

  二 局内及び他部との連絡調整 

課長：区議会事務

局次長 

三 区議会との連絡調整 

四 避難所運営ほか本部長の特命による事項 

    

  

※いずれの課も事務を遂行中であっても、急を要する区民等の人命救助が必要な場合はそれを

優先することとします。 
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震３－１－３ 都建設局の業務分担表  

 

第一建設事務所   （代）3542－0682          令和３(2021)年４月１日現在 

組  織 所在地 電  話 分担区域 備  考 

所災害対策本部 

 本部長・副本部長 

 

 ・作戦班 

 

 ・応急対策班 

中央区明石

町 

２－４ 

（直） 

（3542）0681 

（直）庶務課 

（3542）0682 

Ｆａｘ 

（3542）7129 

Ｆａｘ（無線） 

75412 

千代田区・

中央区 

港区全域 

本部長 ： 所長 

副本部長 ： 副所長 

      兼庶務課長 

外全職員 

勤
務
時
間
中
に
災
害
が
発
生
し
た
場
合 

 港 工 区 

港区三田 

１－２－１

３ 

（直） 

（3452）1464 

Ｆａｘ 

（3452）2414 

港区全域 工区長外 

 千代田工区 

千代田区神

田松永町

119 番地 

（直） 

（5295）0225 

Ｆａｘ 

（5295）0227 

千代田区全

域 
工区長外 

 中央工区 

中央区明石

町 

５－２１ 

（直） 

（3544）8831 

Ｆａｘ 

（3544）8826 

中央区全域 工区長外 

 
震３－１－４ 都水道局の活動態勢  

                             令和３(2021)年４月現在 

     事業所 

態勢 
中央支所 港営業所 

第１非常配備態勢 52 名 8 名 

第２非常配備態勢 51   7   

第３非常配備態勢 63   8   

 （注）中央支所については、千代田区、中央区、港区、豊島区、文京区、台東区の６区を所管 

    港営業所数値は、中央支所のうち数 
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震３－１－５ 都下水道局の活動態勢 

（１）活動態勢 

非常配備態勢と特別非常配備態勢 

種

類 
発令の時期 区分 態勢 配備要員 参集場所 

非

常

配

備

態

勢 

震度５強以下 

（都災対本部長又は局

災対本部長が必要と認

めたとき） 

特別非常配備態勢を基本として被害その他の状況に応じて、都災対

本部長又は局災対本部長がその都度定める 

特別

非常

配備

態勢 

震度６弱以上 

（自動発令） 

第一配備態勢 

全職員が非常時

優先業務に従事

する 

居住地から勤務地ま

での距離が１０ｋｍ

以内の職員 

勤務地 

第二配備態勢 

全職員が非常時

優先業務に従事

する 

居住地から勤務地ま

での距離が１０ｋｍ

超２０km以内の職

員 

勤務地 

特例配備態勢 

全職員が非常時

優先業務に従事

する 

居住地から勤務地ま

での距離が２０ｋｍ

超の職員 

あらかじめ

指定された

当局施設 

例外

措

置・

参集

の免

除 

○ 副参事級以上の管理職員は特別の指示がない限り勤務地に参集し、所属部所で指揮をと

る。 

○ ポンプ及び諸機械運転の業務に従事する三交替勤務の職員は、特別の指示がない限り勤

務地（水再生センター又はポンプ所）に参集し、運転管理業務に従事する。 

○ 災害対策初動要員（「指揮要員」及び「業務要員」）は危機管理室に参集し、「東京都下

水道局災害対策初動要員待機要綱」に定める業務に従事する。 

○ 東京都災害対策職員住宅居住者等で、「災害対策職員住宅入居職員要綱」に定める都の

業務要員となっている職員は、総務局から参集指令があったときには、総務局が指定し

た場所に参集する。 

○ 公務上の傷病、通勤途上の傷病、慶弔休暇、介護休暇、休職、結核休養、病気休暇、妊

娠出産休暇等の事由がある者及び妊婦は参集を免除する。 

○ 家族等の死亡に伴う葬儀等を行う必要があるとき、職員または家族が負傷し、治療また

は入院の必要があるとき、同居する家族に高齢者、乳幼児等で、職員の介護や監護等が

なければ最低限の生活を維持できない場合は、自宅等で待機し、参集を妨げる事由が解

消し、又は対処に目途が立ち次第参集する。 

※勤務時間内に発災した場合は、在籍する職員がそれぞれ非常時優先業務に従事する。 
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（２）中部下水道事務所非常配備態勢動員表 

  第一配備態勢 第二配備態勢 特例配備態勢 

  居住地から勤務先ま

での距離が 10 ㎞以内

の職員、特に定める

職員及び管理職 

居住地から勤務先ま

での距離が 10㎞超 20

㎞以内の職員 

居住地から勤務先ま

での距離が 20 ㎞超の

職員 

管  理  職 7      －     － 

お客さまサービス課 7 9 16 

芝浦水再生センター 33 13 13 

庶務課・ポンプ施設

課・再構築推進課・建

設課 

37 34 36 

   小  計 84 56 65 

 ※ 特例配備職員は、あらかじめ指定された当局施設に参集する 

 ※ 委託事業所である港事業所、芝浦保全事業所は、当局の指示で職員配置を行う 
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震３－１－６ 都交通局の活動態勢  

 （都営浅草線災害救助隊編成表）               令和３(2021)年４月１日現在 

 指揮 連絡 消火・防火 誘導救護 非常持出 計 

高輪台 日 中 当務助役 1  鉄道営業 1 鉄道営業 1  3 

早朝夜間   〃  1    〃  1   〃  1  3 

泉岳寺 日 中   〃  1 助役   1   〃  2   〃  2 鉄道営業 1 7 

早朝夜間   〃  1   〃  1   〃  2   〃  2   〃  1 7 

三 田 日 中   〃  1    〃  3   〃  2   〃  1 7 

早朝夜間   〃  1    〃  2   〃  2   〃  1 6 

大 門 日 中   〃  1    〃  2   〃  2   〃  1 6 

早朝夜間   〃  1    〃  2   〃  2   〃  1 6 

新 橋 日 中   〃  1 助役   1   〃  2   〃  1   〃  1 6 

早朝夜間   〃  1   〃  1   〃  2   〃  1   〃  1 6 

 

 （都営三田線災害救助隊編成表）               令和３(2021)年４月１日現在 

 指揮 連絡 消火・防火 誘導救護 非常持出 計 

三 田 日 中 当務助役 1 助役   1 鉄道営業 1 鉄道営業 1 鉄道営業 1 5 

早朝夜間   〃  1   〃  1   〃  1   〃  1   〃  1 5 

芝公園 日 中   〃  1    〃  2   〃  1   〃  1 5 

早朝夜間   〃  1    〃  2   〃  1   〃  1 5 

御成門 日 中 〃  1    〃  1   〃  1   〃  1 4 

早朝夜間 当務助役 1    〃  1   〃  1   〃  1 4 

内幸町 日 中   〃  1    〃  2   〃  1   〃  1 5 

早朝夜間   〃  1    〃  2   〃  1   〃  1 5 

 

（都営大江戸線災害救助隊編成表）               令和３(2021)年４月１日現在 

 指揮 連絡 消火・防火 誘導救護 非常持出 計 

青山一

丁 目 

日 中 当務助役 1 助役   1 鉄道営業 3 鉄道営業 2 鉄道営業 1 8 

早朝夜間   〃  1   〃  1   〃  3   〃  2   〃  1 8 

六本木 日 中   〃  1   〃  1   〃  3   〃  3   〃  1 9 

早朝夜間   〃  1   〃  1   〃  3   〃  3   〃  1 9 

麻 布 

十 番 

日 中   〃  1    〃  1   〃  1  3 

早朝夜間   〃  1    〃  1   〃  1  3 

赤羽橋 

 

日 中   〃  1    〃  1   〃  1  3 

早朝夜間   〃  1    〃  1   〃  1  3 

大 門 日 中   〃  1 助役   1   〃  1   〃  1 鉄道営業 1 5 

早朝夜間   〃  1   〃  1   〃  1   〃  1   〃  1 5 

汐 留 日 中   〃  1    〃  1   〃  1   〃  1 4 

早朝夜間   〃  1    〃  1   〃  1   〃  1 4 
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震３－１－７ 東京電力パワーグリッド株式会社の活動態勢 

（１）非常態勢の区分 

区   分 情   勢 

第 １ 非 常 態 勢 

○災害の発生が予想される場合 

○災害が発生した場合 

○電力制御システムへのサイバー攻撃によりシステムに異常が発

生した場合 

○サイバー攻撃による停電が発生したと想定された場合 

第 ２ 非 常 態 勢 

○大規模な災害が発生した場合 

○大規模な災害の発生が予想される場合 

○電気事故ならびにサイバー攻撃による突発的な広範囲停電が発

生した場合 

○東海地震注意情報が発せられた場合 

○南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合 

第 ３ 非 常 態 勢 

○大規模な災害が発生し、復旧に長期化が予想される場合 

○電力供給区域あるいは事業所のある都・県内で震度６弱以上の

地震が発生した場合 

○警戒宣言が発せられた場合 

○南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

 

（２）非常災害態勢と災害対策組織構成 
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震３－１－８ 東京電力パワーグリッド株式会社 指令及び情報連絡の伝達経路図 
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震３－１－９ 東京ガスグループの活動態勢  

（１）非常事態対策本部の設置  

   本社に非常事態対策本部を設置するとともに、各導管事業部に支部を設置し、全社的な応

急活動組織を編成します。 

 
（２）震災時の非常体制 

体制区分 災害の具体的な状況・被災の程度 本部長 

第 ０ 次 

非 常 体 制 
１.  震度５弱の地震が発生した場合 防災・供給部長 

第 一 次 

非 常 体 制 
１．震度５強の地震が発生した場合 

東京ガス 

ネットワーク社長 

第 二 次 

非 常 体 制 

１．震度６弱以上の地震が発生した場合 

２．震度５弱・５強以上の地震が発生し、(中圧または低

圧)ブロックを供給停止した場合 

東京ガス社長 
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震３－１－10 首都高速道路株式会社 現地対策本部の組織及び所掌事務分掌 

 

本 部 

長 
東京西局長 

 

副 本 部 長 東京西局副局長 

 

班 長 
担当部長（土木保全） 
担当部長（施設保全） 
担当部長（総務・管理） 

 

班 

名 

分 掌 事 務 

本部

班 

⑴ 保全復旧に係る災害対応業務及び各種応援に関する連絡調整に関すること。 

⑵ 保全復旧に係る各種状況の把握に関すること。 

⑶ 保全復旧に係る各種施策等の企画立案及び総合調整に関すること。 

⑷ 保全復旧に係る被災者に対する各種施設に関すること。 

⑸ 各種通信連絡系統の維持保全に関すること。 

⑹ その他保全復旧に係る各種の業務に関すること。 

⑺ 本社からの情報通知に関すること。 

⑻ その他他の班の所掌に属しない業務に関すること。 

道 路 

交通班 

⑴ 道路交通管理に係る災害対応業務及び各種応援に関する連絡調整に関するこ

と。  

⑵ 道路交通管理に係る各種状況の把握に関すること。  

⑶ 道路啓開及び放置車両対策並びに緊急交通路等の確保に係る各種施策の企画

立案及び総合調整に関すること。  

⑷ 営業管理に係る各種施策の企画立案に関すること。  

⑸ 道路交通管理に係る被災者に対する各種施策に関すること。  

⑹ その他道路交通管理に係る各種の業務に関すること。 

安 否 

物資班 

⑴ 事務所機能の確保及び社員の安全管理に関すること。  

⑵ 社員及びその家族の安否確認に関すること。  

⑶ 社員の労務管理及び厚生管理に関すること（物資の調達等を含む。）。  

⑷ 災害復旧に係る資機材の調達等に関すること。  

⑸ 各種広報の実施並びに報道機関及びお客様への対応に関すること。 
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震３－１－11 東京国道事務所の活動態勢  

（１）災害対策支部の設置及び体制表
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（２）災害対策支部 各班の所掌事務一覧 
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震３－１－12 東日本電信電話株式会社（NTT東日本）の活動態勢 

（１）非常態勢の区分 

災害が発生するおそれがある場合、又は発生した場合は、次に定める態勢により対処す

る。 

非常態勢の区分 非常事態の情勢 

準

備 警戒態勢 ・災害の発生が予想される場合 

ア
ク
シ
ョ
ン 

第１非常態勢 

・激甚災害（国に緊急災害対策本

部が設置される規模の災害）が発

生した場合 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震警戒）が発表された場合 

第２非常態勢 

・大規模な災害（国に非常災害対

策本部が設置される規模の災害又

は各会社が単独で対応できず支援

が必要な規模の災害）が発生した

場合 

・警戒宣言が発せられた場合 

第３非常態勢 

・中規模な災害（国に特定災害対

策本部が設置される規模の災害又

は各会社が単独で対応できる規模

の災害）が発生した場合 

・東海地震注意報が発表された場

合 

・南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震注意）が発表された場合 

 

（２）災害対策組織 

・非常態勢に対応する災害対策組織をあらかじめ編成しておく。 

・対策組織を次のとおり区分する。 

対策組織 機能 

情報連絡室 

・非常災害の発生に備えた対策活動及び情報

共有活動の実施 

・非常災害の発生時の対策活動及び情報共有

活動の実施 

支援本部 ・非常災害対策活動の支援 

地震災害警戒本部 
・東海地震の発生に備えた対策活動の

実施 

災害対策本部 ・非常災害対策活動の実施 

緊急災害対策本部 ・緊急災害対策活動の実施 
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震３－４－１ 派遣職員の経費負担一覧表 

（１）国から派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担 

給与等の種別 給与等支払者 経費負担 

俸給 

俸給の特別調整額 

初任給調整手当 

扶養手当 

地域手当 

研究員調整手当 

住居手当 

特地勤務手当 

特地勤務手当に準ずる手当 

期末手当 

勤勉手当 

期末特別手当 

寒冷地手当 

公務災害補償又はこれらに相当するもの 

共済負担金 

国 

 

国が派遣した職員に

対して支給した額お

よび国の負担金のう

ち派遣職員に係る額

については、派遣を

受けた都道府県又は

区市町村が負担す

る。 

退職手当 

共済給付金 

国が負担する。 

通勤手当 

単身赴任手当 

特殊勤務手当 

時間外勤務手当（超過勤務手当） 

休日勤務手当（休日給） 

夜間勤務手当（夜勤手当） 

宿日直手当 

管理職員特別勤務手当又はこれらに相当

するもの 

災害派遣手当 

旅費 

都道府県または

区市町村 

都道府県または区市

町村が負担する。 

 

（２）都道府県・区市町村から派遣を受けた職員に対する給与及び経費の負担 

給与等の種別 給与等支払者 経費負担 

給料 

手当（退職手当を除く。） 

旅費 

都道府県または

区市町村 

派遣を受けた都道府

県又は区市町村が負

担する。 

退職手当 

退職年金 

退職一時金 

派遣した都道府県又

は区市町村が負担す

る。 
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震３－４－２ 災害地臨時離着陸場候補地一覧表 

施設名 座標 所在地 

候補地

面積

（㎡） 

候補地

有効 

面積

（㎡） 

避

難

場

所

指

定 

現況 

所有者

又は管

理者 

芝公園 

グランド 

北緯35°39’28” 

東経139°44’54” 
芝公園4丁目 7,000 7,000 ○ グランド 都建設局 

区立麻布野

球場 

北緯35°38’56” 

東経139°43’54” 
南麻布5丁目 7,200 7,200 ○ グランド 区 

迎賓館 

ヘリポート 

北緯35°40’39” 

東経139°43’56” 
元赤坂2丁目 3,600 3,600  ヘリポート 内閣府 

東京海洋大

学 

グランド 

北緯35°37’27” 

東経139°45’09” 
港南4丁目 72,751 2,500  グランド 

東京海洋

大学 

聖心女子学

院 

北緯35°38’17” 

東経139°43’45” 
白金4丁目 7,000 5,000 ○ グランド 

聖心女子

学院 
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震３－５－１ 災害情報記録様式 

  

情報処理用箋 

災対本部･災対(芝･麻布･赤坂･高輪･芝港・台場)地区本部（対策室）・災対みなと保健所 

受
信
① 

いつ  月   日（  ）   時   分 

誰から  

分類 □ 問合せ 
□ インフラ・被害状況 
□ 報告・要請 
□ 人命 
□ その他 

内容  

  

  

  

  

対
応
③ 

□ 地区本部で判断 
□ 本部に報告 
□ 本部に指示・判断・支援を要請 

内容  

  

  

  

  
 

本部 記入欄 

受信④ 受信日時  月   日（  ）   時   分 

対応⑤ 重要度 高 ・ 中 ・ 低 

指
示
⑥ 

内容 

□情報提供 
□指示送 
□対応不要 
□その他（            ） 

指示先 
□地区本部(□芝 □麻布 □赤坂 □高輪 □芝港) 

□みなと保健所 □支援部（下記） □その他（下記） 

 

 

 

 

 

 
 

【記入担当者】 

①受信者（災対本部・地区本部） 

②収受・記録担当 

③判断担当（地区本部） 

収受・記録担当（本部） 

④受信者(災対本部) 

⑤収受・記録担当 

⑥判断担当 

⑦本部情報処理班・外部調整班 

 情報伝達担当 

受信① （対応者） 

：  

記録② （対応者） 

：  

対応③ （対応者） 

：  

本部へ発信① （対応者） 

：  

 

受信④ （対応者） 

：  

対応⑤ （対応者） 

：  

指示・判断⑥ （対応者） 

：  

発信⑦ （対応者） 

：  

 

済印 文書番号 

－  

地区本部 

受信⑤ 

（対応者） 

：  

 





 

 
 

1
2
8

震３－５－２ 都建設局第一建設事務所通信情報計画 

 

    （建設局）    （第一建設事務所）   

            

   局災害対策本部 ・防災行政無線 所災害対策本部   

         電話 ファクシミリ     ・陸上移動局無線  

     局本部長   ・水防災 パソコン   所本部長  ・ＮＴＴ回線 

現 

地 

東京都 

災害対策本

部 

・防災行政無線      ↑    データ端末      ↑  
  電話（携帯電

話） 

 電話・ファクシミ

リ 
     ↓   ・ＴＶ会議システム      ↓     ファクシミリ 

 データ端末   作戦班    →→→→→ → 作戦班  ←←←←→→→ 

本部連絡員 

（建設局） 

 内線電話      ↑   
・レスキューナビゲーショ

ン 
       ↑  

・ＧＰＳ付き携帯電

話 

       ↓           ↓   

←←← →→→   
情報処理

班 
←←← ←←←←←←←←←←     応急対策班    

        ↑          ↑    

       ↓        ↓    

    外部機関     外部機関    
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震３－５－３ 都下水道局震災時組織体制 

 

 

総務部各課 

多摩地域 

支援調整 
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指揮要員 

080-5541-6897 

東京都災害対策本部 
03-3340-1317 
総務局夜間防災連絡室 
03-5388-2459 
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震３－５－４ 災害発生時の指令連絡体制（都交通局） 

 

 
東京都災害対策本

 

交 通 局 本 部 

営 業 課 
運 転 課 

 
運 輸 指 令 所 

気 象 庁 
その他の機関 

東京消防庁消防

 

警 視 庁 警 察署 

区災害対策本部 

そ の 他 の 機関 

連絡線（私鉄） 電気総合管理所 
電 気 指 令 区 

駅 務 管 理 所 
駅 務 区 

駅 （ 駅 防 災） 

停 

電 

  列車 駅 

乗務管理所 
乗 務 区 

保 線 管 理 所 
各 区 

電 気 管 理 所 
各 区 

車 両 検 修 場 

送 

電 
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震３－５－５ 日本郵便株式会社情報収集連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京支社 
総務部 コンプライアンス・安全推進担当 

被 災 局 局 長 副 局 長 

総 務 部 長 

郵 便 企 画 部 長 

郵 便 部 長 

集 配 営 業 部 長 

窓 口 営 業 部 長 
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震３－５－６ 東海旅客鉄道株式会社の事故発生の連絡経路 
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震３―５―７ 東京ガスグループ通信情報連絡系統図 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
震３－５－８ 首都高速道路株式会社情報連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

港区災害対策本部 

東 京 消 防 庁 

警視庁高速道路 
交 通 警 察 隊 

日本自動車連盟 

国 土 交 通 省 

都災害対策本部 

首 都 高 速 道 路 
災 害 対 策 本 部 
（  本  社  ） 

東 京 西 局 

現 地 対 策 本 部 

保
全
パ
ト
カ
ー
等 

 

交

通

パ

ト

カ

ー

等 
 

（
目
視
） 

Ｃ
Ｃ
Ｔ
Ｖ 

事
故
発
見
者  

事
故
当
事
者 

非 

常 

電 

話 
有線 
無線 

東 京 都 東 京 ガ ス ㈱ 本 社 
東京ガスネットワーク 本社 

災害対 
策本部 

港  区 
東 京 ガ ス 株 式 会 社 

東京中支店 
災害対 
策本部 
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震３－５－９ 京浜急行電鉄株式会社事故速報系統図 
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震３－５－10 東京国道事務所通信連絡系統図 

 
 
 
  

対策班① 施設対策班 

対策班② 
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震３－５－11 被害状況等の報告様式 

（１）報告事項及び報告主管課一覧表 

区 
分 

報 
告 
事 
項 

報告事項 

報告主管課 

災 対 各 課 名 速 報 中間報告 決定報告 

気
象
状
況 

気 象 情 報 災 対 防 災 課   

水 象 情 報 災 対 土 木 課   

活 
 

動 
 

状 
 

況 

職 員 動 員 数 各 課   

水 防 活 動 災 対 土 木 課   

避 難 者 収 容 状 況 
災 対 各 地 区 本 部 

災 対 管 理 課 
  

救 助 物 資 等 給 与 災 対 保 健 福 祉 課   

物 資 経 理 状 況 災 対 会 計 室   

そ の 他 の 活 動 当 該 課   

被 
 

害 
 

状 
 

況 

人 ・ 家 屋 被 害 
災 対 各 地 区 本 部 

災 対 管 理 課 
  

商 工 業 被 害 災 対 産 業 振 興 課   

公 共 土 木 施 設 被 害 災 対 土 木 課   

教 育 施 設 被 害 災 対 庶 務 課   

区 有 財 産 被 害 当 該 課   

は ん 濫 河 川 ( 海 岸 ) 

報 告 
災 対 土 木 課   

そ の 他 の 被 害 当 該 課   
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（２）水象情報 

  月  日  時現在 

調査項目 
観測地名 

事項 
       

水  位 

最 高 水 位 

平 均 水 位 

最 大 流 量 

平 均 流 量 

ｍ 

ｍ 

㎥／sec 

㎥／sec 

      

潮  位 

最 高 潮 位 

平 均 潮 位 

潮 位 偏 差 

Ａ・Ｐ   ｍ   

ｍ 

ｍ 

      

雨  量 

最 大 時 雨 量 

最大24時間雨量 

最大２日雨量 

時～時mm 

日～日mm 

日～日mm 
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（３）職員動員数 

名   称 動員数 名   称 動員数 

災対防災危機管理室 災対防災課   
災対産業・地域

振興支援部 

災対地域振興課   

災対芝地区本部 

災対管理課   災対産業振興課   

災対協働推進課   災対税務課   

災対区民課   

災対保健福祉支

援部 

災対保健福祉課   

災対麻布地区本部 

災対管理課   災対高齢者支援課   

災対協働推進課   災対介護保険課  

災対区民課   災対障害者福祉課   

災対赤坂地区本部 

災対管理課   
災対生活福祉調整

課 
  

災対協働推進課   災対国保年金課   

災対区民課   
災対みなと保健

所 

災対生活衛生課   

災対高輪地区本部 

災対管理課  災対保健予防課   

災対協働推進課   災対健康推進課   

災対区民課   
災対子ども家庭

支援部 
災対子ども家庭課   

災対芝浦港南地区本

部 

災対管理課   

災対街づくり支

援部 

災対都市計画課   

災対協働推進課   災対開発指導課   

災対区民課   災対建築課   

災対台場地区対策室  災対土木課   

災対会計室  
災対土木施設管理

課 
 

災対選挙管理委員会事務局  
災対環境リサイ

クル支援部 

災対環境課  

災対監査事務局  
災対みなとリサイ

クル清掃事務所 
 

災対区議会事務局  

災対企画経営部 

災対企画課  

災対教育委員会事務

局 

災対庶務課  災対区長室  

災対学務課   災対財政課  

災対生涯学習推

進課 
  災対施設課  

災対図書・文化

財課 
  

災対総務部 

災対総務課  

災対指導室   災対情報政策課  

※災対区立幼稚

園、小・中学校 

 災対人事課  

 災対契約管財課  

※の災対区立幼稚園、小・中学校の欄は、区民避難所（地域防災拠点）の開設及び運営に係る職

員数を記載します。 



 

 

 

（４）水防活動 

                                                    月  日  時現在 

◎活動 

地区名 

活動期 

（時）

間 

活    動    態    勢 
◎ 

活動内容 
◎人 員 車  両 舟  艇 資 器 材 

隊員 その他 車名 数量 
調 達 
保有別 船名 数量 

調 達 
保有別 品目 数量 

調 達 
保有別 

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

  
実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

○○避難所 

他○○ヶ所 
 

実 

延 

 
 

実 

延 
  

実 

延 
     

１ 中間報告書は◎印の事項のみ報告のこと。 
２ 人員欄「その他」の項には協力機関の職員数と雇上人数等に区分すること。



 

 
 

（５）避難者収容状況 
                                                 月  日  時現在 

施設名 活動期（時）間 

配置人員 収容状況 

備考 
隊員 その他 

男 女 
乳児 

要医療 

人員 
要助産 

大人 小人 計 大人 小人 計 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

１ 収容状況の人員数については速報の際は現在数、決定報告は累計（取扱人員数）を報告すること。 
２ 人員欄「その他」の項には協力機関の職員数と雇上人員等に区分すること。 
３ 乳児は外書きとする。 
４ 要医療人員、要助産人員は内書とする。 
５ 小人とは中学生以下（１４才以下）とする。



 

 

 

（６）救助物資等給与状況 
月  日  時現在 

◎ 給与 

（輸送）先 
活動期（時）間 

活動態勢 給与内容 

◎人員 車両 舟艇 
◎品名 ◎数量 

調 達 

保有別 隊員 その他 車名 数量 
調 達 
保有別 船名 数量 

調 達 
保有別 

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

  
実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

○○避難所 

他○○ヶ所 
 

実 

延 
  

実 

延 
  

実 

延 
    

１ 中間報告書は◎印の事項のみ報告のこと。 
２ 人員欄「その他」の項には協力機関の職員数と雇上人数等に区分すること。



 

 
 

（７）物資経理状況 
月  日  時現在 

品     名 保  有  高 受  入  数 払  出  数 残     高 備    考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

１ 速報は不足見込の品名についてのみ報告のこと。 
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（８）人・家屋被害 

月  日  時現在 

項目 区分 単位 

被害 

主なる地域名 備考 

数量 金額（千円） 

人 

死者 

 

行方不明 

 

重傷 

 

軽傷 

人 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

    

計 〃     

住 
 
 
 
 

家 

全壊 

 

半壊 

 

床上浸水 

 

床下浸水 

 

一部損壊 

棟（戸） 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

    

計 〃     

非 
住 

家 

全壊 

 

半壊 

〃 

 

〃 

    

計      

※ 非住家とは倉庫、土蔵、車庫、納屋、物置、建築中のもの等をいう。 

  （学校、工場等は別様式） 
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（９）商工業被害 

月  日  時現在 

調査項

目 
区  分 数  量 

被 害 額 推 定  
摘    要 

建   物 金  額 

工 場 

全壊（焼） 

流 出 

半壊（焼） 

浸 水 

そ の 他 

 

坪 千円 

 

商 店 

全壊（焼） 

流 出 

半壊（焼） 

浸 水 

そ の 他 

    

その他 

全壊（焼） 

流 出 

半壊（焼） 

浸 水 

そ の 他 

    

 

（10）公共土木施設被害 

月  日  時現在 

調査項目 
調 査 対 象 

被害内容 被害数量 
被害金額 

（推定） 
工事種別 

速報事項 

（○印） 施 設 名 位 置 

河  川 
○ ○ 川 

○ ○ 川 
  ヶ所 円  ○ 

海  岸        

砂  防        

道  路        

橋りょう        

 １ 各項目について具体的内容を必要とするときは別紙により報告すること。 

 ２ 種別は区、都、国の別を記入すること。 
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（11）教育施設被害 

月  日  時現在 

調査項目 事   項 数     量 被 害 額 推 定 備     考 

小学校 

全 壊 （ 焼 ） 

流 出 

半 壊 （ 焼 ） 

浸 水 

そ の 他 

   

中学校 

全 壊 （ 焼 ） 

流 出 

半 壊 （ 焼 ） 

浸 水 

そ の 他 

   

その他 

全 壊 （ 焼 ） 

流 出 

半 壊 （ 焼 ） 

浸 水 

そ の 他 

   

 

（12）区有財産被害 

月  日  時現在 

被 害 物 件 名 件     数 被 害 額 推 定 備     考 
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（13）はん濫河川（海岸）報告 

調査項目 
河川、海岸名 

事項 
   

浸水区域 

位      置    

図  示  番  号    

浸 水 の 直 接 原 因    

浸水面積 

流  失    

埋  浸    

計    

１ 本報告は図面を添付し、次の内容を記入する。 

 (１) 破提、決壊場所とはん濫洪水の流の方向を青線で記入する。 

 (２) 最大浸水深、浸水日数を主要地点ごとに記入する。 

 (３) 土砂埋没地域は褐色で示し最大推積深を記入する。 

２ 本報告は速報不要。 
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震３－５－12 被害の認定基準 

1 人的被害 

(1)「死者」とは、当該災害が原因で死亡し死体を確認したもの又は死体を確認できないが死亡

したことが確実なもの。 

(2)「行方不明者」とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者とする。 

(3)「重傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のう

ち1月以上の治療を要する見込みのものとする。 

(4)「軽傷者」とは、当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要のある者のう

ち1月未満で治療できる見込みのものとする。 

2 住家被害 

(1)「住家」とは、現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどう

かを問わない。 

(2)「全壊」とは、住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が

倒壊、流失、埋没したもの、または住家の損壊（ここでいう「損壊」とは、住家が被災により

損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しなければ元の機能を復元し得な

い状祝に至ったものをいう。以下同じ。）が甚だしく、補修により元通りに再使用することが

困難なもので、具体的には、住家の損壊若しくは流失した部分の床面積がその住家の延べ床面

積の 70％以上に達した程度のもの、又は住家の主要な構成要素（ここでいう「主要な構成要

素」とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部として固定された

設備を含む。以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害

割合が50 ％以上に達した程度のものとする。 

(3)「半壊」とは、住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家

の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的には、損壊部分

がその住家の延べ床面積の 20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的被

害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 20％以上 50％未満のものとす

る。 

(4)「一部破損」とは、全壊および半壊にいたらない程度の住家の破損で、補修を必要とする程

度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなものは除く。 

(5)「床上浸水」とは、住家の床より上に浸水したものおよび全壊・半壊には該当しないが、土

砂、竹木等のたい積等により一時的に居住することができないものとする。 

(6)「床下浸水」とは、床上浸水にいたらない程度に浸水したものとする。 

3 非住家被害 

(1)「非住家」とは、住家以外の建物でこの報告中他の被害個所項目に属さないものとする。こ

れらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

(2)「公共建物」とは、例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用又は公共の用に供する建

物とする。 

(3)「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

(4)非住家被害とは、全壊または半壊の被害を受けたもののみを記入するものとする。 

4 その他 
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(1)「田の流失、埋没」とは、田の耕土が流失し、または砂利等のたい積のため、耕作が不能に

なったものとする。 

(2)「田の冠水」とは、稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

(3)「畑の流失、埋没」および「畑の冠水」については、田の例に準じて取り扱うものとする。 

(4)「文教施設」とは、小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、聾学校、養

護学校及び幼稚園における教育の用に供する施設とする。 

(5)「道路」とは、道路法（昭和27(1952)年法律第180号）第2条第1項に規定する道路のうち、

橋りょうを除いたものとする。 

(6)「橋りょう」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

(7)「河川」とは、河川法（昭和 39(1964)年法律第 167 号）が適用され、もしくは準用される河

川もしくはその他の河川またはこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止その

他の施設もしくは沿岸を保全するために防護することを必要とする河岸とする。 

(8)「港湾」とは、港湾法（昭和 25(1950)年法律第 218 号）第 2 条第 5 項に規定する水域施設、

外かく施設、けい留施設、または港湾の利用および管理上重要な臨港交通施設とする。 

(9)「砂防」とは、砂防法（明治 30(1897)年法律第 29 号）第 1 条に規定する砂防施設、同法第 3

条の規定によって同法が準用される砂防のための施設または同法第3条の 2の規定によって同

法が準用される天然の河岸とする。 

(10)「清掃施設」とは、ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

(11)「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

(12)「被害船舶」とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能にな

ったものおよび流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなければ航行できない程度の

被害を受けたものとする。 

(13)「電話」とは、災害により通信不能となった電話の回線数とする。 

(14)「電気」とは、災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点における戸数とする。 

(15)「水道」とは、上水道又は簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時点におけ

る戸数とする。 

(16)「ガス」とは、一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち最も多く

供給停止となった時点における戸数とする。 

(17)「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

(18)「り災世帯」とは、災害により全壊、半壊および床上没水の被害を受け通常の生活を維持で

きなくなった生計を一にしている世帯とする。 

 例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生活を営んでいるもの

については、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別で

あれば分けて扱うものとする。 

(19)「り災者」とは、り災世帯の構成員とする。 

5 火災発生 

火災発生件数については、地震又は火山噴火の場合のみ報告するものであること。 

6 被害金額 

(1)「公立文教施設」とは、公立の文教施設とする。 
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(2)「農林水産業施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

（昭和25(1950)年法律第169号）による補助対象となる施設をいい、具体的には、農地、農業

用施設、林業用施設、漁港施設および共同利用施設とする。 

(3)「公共土木施設」とは、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26(1951)年法律第 97

号）による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂防施設、林地荒廃

防止施設、道路、港湾及び漁港とする。 

(4)「その他の公共施設」とは、公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施

設をいい、例えば庁舎、公民館、児童館、都立施設等の公用または公共の用に供する施設とす

る。 

(5)災害中間年報および災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の

公共施設については査定済額を記入し、未査定額（被害見込額）はカッコ外書きするものとす

る。 

(6)「公共施設被害市町村」とは、公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の

公共施設の被害を受けた市町村とする。 

(7)「農産被害」都は、農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作物

等の被害とする。 

(8)「林産被害」とは、農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害とす

る。 

(9)「畜産被害」とは、農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害とす

る。 

(10)「水産被害」とは、農林水産施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、漁具漁船等の被害

とする。 

(11)「商工被害」とは、建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等とす

る。 

7 その他 

備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類及び概況、消防機関の活動状況その他

について簡潔に記入するものとする。 
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震３－６－１ 港区内の消防職員及び消防団員数 

                           令和５(2023)年４月 1日現在 

管 轄 

消 

防 

職 

員 

現 員 

消 

防 

団 

員 

現 員 

芝 196 201 

麻布 136 98 

赤坂 139 110 

高輪 229 107 

合計 700 516 

 

震３－６－２ 防除資機材等常備状況 

 

機関名 所在地 

防除資材 

オイルフェン

ス 

（ｍ） 

油処理剤 

（Ｌ） 

油吸着材 

（㎏） 

都港湾局 

令和３(2021)年

４月現在 

新宿区西新宿 

２-８-１ 

2,640 720 290 

東京海上

保安部 

令和５(2023)年

７月現在 

江東区青海 

2-7-11 

  200 800 200 

 

令和５(2023)年４月１日現在 

機関

名 
所在地 

化学消火薬剤 油処理剤 

たん白・耐

アルコール

系（ℓ） 

合成 

界面系 

（ℓ） 

水成膜 

（ℓ） 

粒 

状 

(袋) 

マット状 

(枚) 

シート状 

（枚） 

俵状 

（本） 

ｵｲﾙﾌｪﾝｽ 

(ｍ) 

東京 

消防庁 

千代田区 

大手町 

１-３-５ 

141,100 44,155 2,400 4,570 15,960 5,037 140 1.040 

 

震３－６－３ 東京消防庁消防艇一覧表  

令和５(2023)年４月 1日現在 

船艇名 総トン数(ｔ) 全長(ｍ) 定員(人) 

みやこどり 195 43.2 48 

おおえど 198 37.8 22 

かちどき 40 23.2 21 

ありあけ 40 23.2 21 

はるみ 11 14.5 12 

きよす 9.7 13.0 10 
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はまかぜ 9.7 13.4 10 

しぶき 5.1 11.2 8 

はやて 4.8 10.1 10 
         



 

 

 

震３－７－１ 交通規制図 

（１）大震災時における交通規制図  
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（２）指定７路線 

指 定 ７ 路 線 

国道 

4 号(日光街道 ほか) 

17 号(中山道・白山通り) 

20 号(甲州街道 ほか) 

246 号(青山通り・玉川通

り) 

都道 
目白通り・新目白通り 

外堀通り 

高速道路 
高速自動車国道・首都高

速道路 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

（３）指定 35 路線 

指 定 ３ ５ 路 線 

1 国道 1 号（第二京浜ほか） 

2 国道 6 号（水戸街道ほか） 

3 国道 14 号（京葉道路） 

4 国道 15 号（第一京浜ほか） 

5  国道 17 号（新大宮バイパス） 

6  国道 122 号（北本通りほか） 

7  国道 254 号（川越街道ほか） 

8  国道 357 号（湾岸道路） 

9  都道 2 号（中原街道） 

10  都道 4 号ほか（青梅・新青梅街道） 

11 
 都道 7 号ほか（井の頭通り・五日市街道・睦

橋通り） 

12  都道 312 号（目黒通り） 

13  都道 315 号ほか（蔵前橋通りほか） 

14  国道 16 号（東京環状ほか） 

15  国道 20 号（日野バイパスほか） 

16  国道 139 号（旧青梅街道） 

17  国道 246 号（大和厚木バイパス） 

18  都道 9 号（稲城大橋通りほか） 

19  都道 14 号（東八道路） 

20  都道 15 号ほか（小金井街道） 

21  都道 17 号ほか（府中街道・志木街道） 

22  都道 18 号ほか（鎌倉街道ほか） 

23 都道 20 号ほか（川崎街道） 

24 都道 29 号ほか（新奥多摩街道ほか） 

25 都道 43 号ほか（芋窪街道ほか） 

26 都道 47 号ほか（町田街道） 

27 都道 51 号（町田厚木線） 

28 都道 59 号（八王子武蔵村山線） 

29 都道 121 号（三鷹通り） 

30 都道 153 号ほか（中央南北線ほか） 

31 都道 158 号（多摩ニュータウン通り） 

32 都道 169 号ほか（新滝山・滝山・吉野街道） 

33  都道 173 号（北野街道） 

34  都道 248 号ほか（新小金井街道） 

35 都道 256 号（甲州街道） 
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震３－８－１ 特設公衆電話（事前設置）場所 

令和５(2023)年６月現在 

No 設置場所 住所 設置台数 

1 御成門小学校 港区芝公園3-2-4 5 
2 芝小学校 港区芝 2-21-3 8 
3 港勤労福祉会館 港区芝 5-18-2 0 
4 赤羽小学校 港区三田2-6-2 5 
5 御成門中学校 港区西新橋3-25-30 5 
6 生涯学習センター（ばるーん） 港区新橋3-16-3 5 
7 エコプラザ 港区浜松町1-13-1 4 
8 福祉プラザさくら川 港区新橋6-19-2 5 
9 神明子ども中高生プラザ・神明いきいきプラザ 港区浜松町1-6-7 8 
10 虎ノ門いきいきプラザ 港区虎ノ門1-21-10 2 
11 三田いきいきプラザ 港区三田4-1-17 3 
12 麻布小学校 港区麻布台1-5-15 5 
13 旧飯倉小学校（東麻布保育園） 港区東麻布2-1-1 4 
14 本村小学校 港区南麻布3-9-33 5 
15 東町小学校 港区南麻布1-8-11 5 
16 笄小学校 港区西麻布3-11-16 10 
17 六本木中学校 港区六本木6-8-16 5 
18 高陵中学校 港区西麻布4-14-8 8 
19 南山小学校 港区元麻布3-8-15 10 
20 麻布区民センター 港区六本木5-16-45 5 
21 南麻布いきいきプラザ 港区南麻布1-5-26 2 
22 麻布子ども中高生プラザ・ありすいきいきプラザ 港区南麻布4-6-7 8 
23 西麻布いきいきプラザ 港区西麻布2-13-3 3 
24 飯倉いきいきプラザ 港区東麻布2-16-11 2 
25 赤坂小学校 港区赤坂8-13-29 5 
26 青山小学校 港区南青山2-21-2 10 
27 青南小学校 港区南青山4-21-15 10 
28 赤坂中学校 港区赤坂9-2-3 10 
29 青山中学校 港区北青山1-1-9 5 
30 赤坂区民センター 港区赤坂4-18-13 5 
31 赤坂子ども中高生プラザ（サン・サン赤坂） 港区赤坂6-6-14 5 
32 赤坂いきいきプラザ 港区赤坂6-4-8 5 
33 青山いきいきプラザ 港区南青山2-16-5 5 
34 青南いきいきプラザ 港区南青山4-10-1 2 
35 御田小学校 港区三田4-11-38 10 
36 高輪区民センター 港区高輪1-16-25 5 
37 白金小学校 港区白金台1-4-26 5 
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38 旧三光小学校 港区白金3-18-2 9 
39 白金の丘学園 白金の丘小・中学校 港区白金4-1-12 5 
40 旧神応小学校 港区白金6-9-5 0 
41 三田中学校 港区三田4-13-13 5 
42 高松中学校 港区高輪1-16-25 10 
43 高輪台小学校 港区高輪2-8-24 8 
44 高輪子ども中高生プラザ 港区高輪1-4-35 7 
45 豊岡いきいきプラザ 港区三田5-7-7 2 
46 高輪いきいきプラザ 港区高輪3-18-15 2 
47 白金いきいきプラザ 港区白金3-10-23 5 
48 白金台いきいきプラザ 港区白金台4-8-5 5 
49 芝浦小学校 港区芝浦4-8-18 6 
50 港南小学校 港区港南4-3-28 10 
51 港南中学校 港区港南4-3-3 5 
52 芝浦港南区民センター 港区芝浦4-13-1 4 

53 
みなとパーク芝浦（港区スポーツセンター・男女

平等参画センター） 
港区芝浦1-16-1 10 

54 港南子ども中高生プラザ 港区港南4-2-4 8 
55 港南いきいきプラザ（ゆとりーむ） 港区港南4-2-1 5 
56 お台場学園港陽小・中学校 港区台場1-1-5 15 
57 台場区民センター 港区台場1-5-1 3 
58 障害保健福祉センター 港区芝 1-8-23 5 
59 白金の森【特養】 港区白金台5-20-5 1 
60 港南の郷【特養】 港区港南3-3-23 2 
61 麻布慶福苑【特養】 港区南麻布5-1-20 1 
62 ベル【特養】 港区西麻布4-7-2 1 
63 ありすの杜きのこ南麻布【特養】 港区南麻布4-6-1 3 
64 ルネサンス麻布【老人保健施設】 港区南麻布2-10-21 1 
65 台場【高齢者在宅サービスセンター】 港区台場1-5-5 1 
66 北青山【高齢者在宅サービスセンター】 港区北青山1-6-1 1 
67 芝【高齢者在宅サービスセンター】 港区芝 3-24-5 1 
68 虎ノ門【高齢者在宅サービスセンター】 港区虎ノ門1-21-10 0 

69 お台場海浜公園マリンハウス 港区台場１－４ 5 

70 国際医療福祉大学 赤坂４－１－26 5 

71 芝商業高等学校 港区海岸１－８－25 5 

72 島しょ農林水産総合センター 港区海岸２－７－104 5 

73 台場フロンティアビル 港区台場２－３－２ 5 

74 東京港湾建設事務所 港区港南３－９－56 5 

75 都立中央図書館 港区南麻布５－７－13 5 

76 ニューピア竹芝ノースタワー（ニューピアホール 港区海岸１－11―１ 5 
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77 札ノ辻スクエア 港区芝５－36―４ 11 

78 ホテルアジュール竹芝 港区海岸１－11―２ 5 

79 ホテルオークラ 港区虎ノ門２－10―４ 10 

80 本村いきいきプラザ 港区南麻布３－５－15 2 

81 三田高等学校 港区三田１－４－46 5 

82 六本木高等学校 港区六本木６－16―36 5 

83 産業貿易センター浜松町館 港区海岸１－７－１ 5 

84 資生堂 港区東新橋１－６－２ 1 
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震３－８－２ 避難所運営（様式） 

（１）避難所収容台帳 

避難所名（                ） 

責任者

印 
月 日 収容人員 

物品使用状況 
記  事 備  考 

品  名 数  量 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       



 

 

 

（２）避難者応急名簿 

 

避難所「　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　避難者応急名簿

【避難先　室名】 【班名】 No.       

住所 電話

1

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

2

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

3

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

4

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

5

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

6

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

7

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

8

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

9

(               )
男・女 歳 型 　　月　　日

氏名
（世帯主との続柄）

入所日

※　合計　　　名／うち１２歳以下は　　　名

【組織名】

備考
（家族の安否,介護の要,資格,特技,被災状況等）

現住所
性別 年齢 血液型



 

 

1
6
0

（３）避難者名（世帯用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難者名簿（世帯用）　　　　　　　　　　　 　　　　　※　登録　　／　　　※退所　　／　　　※在宅　　／　　　／

電話番号　　　　　　（　　　　　）

氏名 続柄：　　　　　　　　　　　 退出日

住所 転出先住所

電話番号　　　　　　（　　　　　） 氏名

  家族構成（世帯主も再度ご記入ください！）

続柄 介護 必要な介護の内容 性別 年齢 血液型

世帯主 要・不要 男・女 歳 型

要・不要 男・女 歳 型

要・不要 男・女 歳 型

要・不要 男・女 歳 型

要・不要 男・女 歳 型

要・不要 男・女 歳 型

※他からの問い合わせがあったとき、住所、氏名を公表してよいですか？　　 　　（　　　よい　　　　よくない　　）

避難所　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　

　　　　　　　　　　　　　　　　計：　　　　　　　　　　　　人

□医療・介護　　　　□通訳　　　　　□パソコン・ネット
□調理師・栄養士　□大工・電気　□（　　　　　　　　　　　）

□医療・介護　　　　□通訳　　　　　□パソコン・ネット
□調理師・栄養士　□大工・電気　□（　　　　　　　　　　　）

□医療・介護　　　　□通訳　　　　　□パソコン・ネット
□調理師・栄養士　□大工・電気　□（　　　　　　　　　　　）

□医療・介護　　　　□通訳　　　　　□パソコン・ネット
□調理師・栄養士　□大工・電気　□（　　　　　　　　　　　）

氏名

□医療・介護　　　　□通訳　　　　　□パソコン・ネット
□調理師・栄養士　□大工・電気　□（　　　　　　　　　　　）

住所

緊急連絡先

入所日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月　　　　　　　　　　日

避難先
　　　　　室名：　　　　　　　　　　　　　　班名：

　　　　　　月　　　　　　　　　　　日

電話番号　　　　　　（　　　　　）　　　　　　　　・

氏名（世帯主）
ふりがな：

氏名　　：

組織名
＊町会自治会名、事業所名など（地域外の場合は「外」と記入）

□医療・介護　　　　□通訳　　　　　□パソコン・ネット
□調理師・栄養士　□大工・電気　□（　　　　　　　　　　　）

資格・特技など
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（４）収容者名簿 

避難所名（                ） 

氏   名 年齢 性別 住    所 
収 容 期 間 

収容日数 
自 月 日 至 月 日 
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（５）物品受払簿 

避難所名（               ） 

年月日 品   名 摘    要 受 払 残 備      考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       



 

 

 

（６）収容状況調書 

避難所名（                 ） 

日  時 避難室名 

収  容  状  況  

世帯 
男 女 

ミルク 
大人 小人 乳児 計 大人 小人 乳児 計 

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          

日 

8時 

12時 

18時 

 

 人 人 人 人 人 人 人 人  

          

          



 

 

 

 

（７）救助物資等支給状況調書 

                                         避難所名（                   ） 

日  時 

給食人員 

救助物資支給状況 物資貸与状況 

要
医
療
人
員 

備  考 
次
回
申
込 

済
人
員 

品名 数量 世帯 人員 品名 数量 

日 

8時   

        12時   

18時   

日 

8時   

        12時   

18時   

日 

8時   

        12時   

18時   

日 

8時   

        12時   

18時   

日 

8時   

        12時   

18時   

日 

8時   

        12時   

18時   

日 

8時   

        12時   

18時   
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（８）避難所日誌 

避難所名（               ） 

責任者印 月 日 記             事 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



 

 

 

震３－11－１ 災害時医療施設 

（１）東京都災害拠点病院（区中央部保健医療圏） 

令和５(2023)年４月１日現在 

名 称 所 在 地 病床数 

日 本 大 学 病 院 千代田区神田駿河台1-6 320 

三 井 記 念 病 院 千代田区神田和泉町１ 482 

聖 路 加 国 際 病 院 中央区明石町9-1 520 

東 京 都 済 生 会 中 央 病 院 港区三田1-4-17 535 

東 京 慈 恵 会 医 科 大 学 附 属 病 院 港区西新橋3-19-18 1,075 

北 里 大 学 北 里 研 究 所 病 院 港区白金5-9-1 329 

国 家 公 務 員 共 済 組 合 連 合 会 

虎 の 門 病 院 
港区虎ノ門 2-2-2 819 

日 本 医 科 大 学 付 属 病 院 文京区千駄木1-1-5 877 

東 京 都 立 駒 込 病 院 文京区本駒込3-18-22 815 

順天堂大学医学部附属順天堂医院 文京区本郷3-1-3 1,051 

東京医科歯科大学医学部附属病院 文京区湯島1-5-45 813 

東 京 大 学 医 学 部 附 属 病 院 文京区本郷7-3-1 1,226 

永 寿 総 合 病 院 台東区東上野2-23-16 400 

 

 

（２）東京都災害拠点病院（隣接区：抜粋） 

令和５(2023)年４月１日現在 

名 称 所 在 地 病床数 

ＮＴＴ東日本関東病院（区南部） 品川区東五反田 5-9-22 594 

東 京都 立広 尾病 院（ 区西 南部 ） 渋谷区恵比寿 2-34-10 426 

日本赤十字社医療センター（区西南部） 渋谷区広尾 4-1-22 701 

慶 応 義 塾 大 学 病 院 （ 区 西 部 ） 新宿区信濃町 35 946 

が ん研 究会 有明 病院 （区 東部 ） 江東区有明 3-8-31 686 

 

（３）東京都指定二次救急医療機関（区内） 

令和５(2023)年10月１日現在 

名 称 所 在 地 病床数 

東 京 慈 恵 会 医 科 大 学 附 属 病 院 西新橋 3-19-18 1,075 

国 際 医 療 福 祉 大 学 三 田 病 院 三田 1-4-3 291 

東 京 都 済 生 会 中 央 病 院 三田 1-4-17 535 

国 家 公 務 員 共 済 組 合 連 合 会 

虎 の 門 病 院 
虎ノ門 2-2-2 819 
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独立行政法人地域医療機能推進機構 

東 京 高 輪 病 院 
高輪 3-10-11 247 

公益財団法人心臓血管研究所附属病院 西麻布3-2-19  

北 里 大 学 北 里 研 究 所 病 院 白金 5-9-1 329 

愛 育 病 院 芝浦1-16-10  

 

（４）一般病院（区内） 

令和２(2020)年６月１日現在 

名 称 所 在 地 病床数 

医 療法 人財 団厚 生会 古川 橋病 院 南麻布 2-10-21 49 

社会福祉法人恩賜財団母子愛育会 

総合母子保健センター 愛育病院 
芝浦1-16-10 160 

公益財団法人心臓血管研究所付属病院 西麻布 3-2-19 74 

医 療 法 人 社 団 友 仁 会 

赤 坂 見 附 前 田 病 院 
元赤坂 1-1-5 60 

医 療 法 人 財 団 順 和 会 山 王 病 院 赤坂 8-10-16 78 

東 京大 学医 科学 研究 所附 属病 院 白金台 4-6-1 122 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

震３－13－１ 緊急道路障害物除去対象路線 
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震３－13－２ 車両舟艇調達請求書 

 

請求課 
災対契約管財

課 

課長 係長 課長 係長 

    

   年  月  日 

請求者所属 

氏   名 
 

使 用 日 時 

                     自      時     分 

       月      日     

                     至      時     分 

使 用 目 的 
                             応急対策用 

                             待 機 用 

引 渡 場 所  

調達数量物計

及 び 数 量 
 

（備 考）目的が終了したとき、請求者は災対契約管財課へ直ちに終了時間等について連絡すること。 
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震３－14－１ みなとリサイクル清掃事務所の機材等の現況 

（１）人員及び車両 

                     令和５(2023)年４月１日現在 

人員 125 名 

自動車 

小型プレス車 13 台 

軽小型貨物車 8台 

軽小型ダンプ車 2台 

軽連絡車（１BOX） 3 台 

連絡車(普通自動車) 2 台 

    ※ 再任用職員含む 

 

（２）作業用器材 

区 分 みなとリサイクル清掃事務所 作業連絡所 

角パイ 40 個 10 個 

し尿投入用 

マンホール鍵 
2本 － 

 

（３）その他 

区 分 みなとリサイクル清掃事務所 作業連絡所 

動物死体保存用 

冷凍庫 
1台 － 
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震３－14－２ 便槽型仮設トイレのし尿収集処理体制 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（※）バキューム車による収集を開始する日から逆算してタンク容量を超えないよう 

計画的に行います。 

東京都（下水道局） 

状況報告 

他自治体等 

避 難 所 等 

し尿運搬 

し尿収集 

設置場所等 

の連絡 

下水道局芝浦水再生センター 

東京都 
（環境局） 

 

し尿運搬 

し 尿 受 け 入 れ 人 孔 

住 所：三田 5-4-3 先 

目 標 物：  

：2717-2C-13 

し 尿 受 け 入 れ 人 孔 

住 所：三田 5-1-5 先 

目 標 物：東京三菱 UFJ 

東京事務センター 

：2717-2C-11 

し尿運搬 

し尿運搬 

し 尿 受 け 入 れ 人 孔 

住 所：三田 2-21-15 先 

目 標 物：三の橋 

：2717-1C-35 

区 
（災害対策本部） 

特別区初動本部 
（特別区対策本部） 

不足時要請 

広域支援要請 

搬入連絡 

協定締結事業者（※） 

配車要請 

バ
キ
ュ
ー
ム
車 

し 尿 受 け 入 れ 人 孔 
住 所：南麻布 4-2-49 先 
目 標 物：佑浩寺廟所 
人孔番号：2716-1B-27 

し尿運搬 
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震３－14－３ がれき処理の基本的な流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

一次仮置場（港区が設置） 

以下の分別区分に仕分けて⑦・⑧を除き二次仮置場へ搬送する。 

①可燃物(畳は自然発火する可能性あるため他の可燃物とは分けて適正に管理する) 

②木くず 

③不燃物 

④金属くず 

⑤コンクリートくず 

⑥アスファルトくず 

⑦家電、自転車 

⑧危険物、有害廃棄物(種類ごとに分別) 

⑨上記①～⑧に分別困難な混合物 

二次仮置場（特別区対策本部が設置） 

①可燃物(畳は自然発火する可能性あるため他の可燃物とは分けて適正に管理する) 

②木くず 

③不燃物 

④金属くず 

⑤コンクリートくず 

⑥アスファルトくず 

⑦上記①～⑥に分別困難な混合物 

資源になる物は売却し処理困難物

は専門業者に処分を委託する 

協定締結事業者の車両で搬入（不法投棄の恐れがあるため協定締結事業者以

外の車両の搬入は受入れない） 

① 道路啓開がれき 

② ①が終了した後、区が解体する家屋等のがれき 

特別区対策本部が指定する二次仮置場に協定締結事業者の車両で搬出する。 

再資源化の実施 

埋立処分量削減のため可能な限り再資源化する。 

最終処分の実施 

再資源化が出来ないものを最終処分（埋立）する。 
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震３－14－４ ごみの収集処理体制 

 

 

 

 

 

 

東京 23 区清掃協議会 

特別区対策本部 

（特別区初動対策本部） 
東京都（環境局） 

他道府県 

広域支援要請 

 
区 

（区が保有する清掃

車両は震災資料編 

3－14－1に掲載） 

被災状況等 

情報提供 

支援要請 

雇上車両 

配車要請 

清掃車両派遣 

東京 23 区清掃一部事務組合 

翌日搬入ごみ量報告 

搬入先の清掃工場指定 

清掃工場 

受入指示 

災害時の臨時ごみ集積所 

（避難所等） 

収 集 

車両不足の場合は報告 

搬 入 

雇上車両配車 
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震３－18－１ 災害救助法による救助の程度、方法及び期間 

令和５(2023)年６月現在 
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第４部 震災復興計画 
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震４－４－１ り災証明書 

 
証第     号 

年  月  日 

 

 

り 災 証 明 書 

 

世 帯 主 住 所 区     町     丁目     番地 

氏 名 世帯人員   名 

り 
 

災 
 

状 
 

況 

災害の原因 １ 風水害       ２ 震火災       ３ その他 

り災年月日 年   月   日 

り 災 場 所  

り災の程度 

１ (1) 全壊 (焼)   (2) 半壊(焼)   (3) 大規模半壊（焼） 

住 

家 (4) 床上浸水   (5) 床下浸水    (6) 流失   （7）その他 

２ 

  (1) 死  亡   (2) 行方不明  名   (3) 負傷   名 

人 

世

帯

人

員 

氏 名 続   柄 年   令 備   考 

 

 

 

 

 

   

目 的  

 

 上記のとおり、り災したことを証明する。 

年  月  日 

 

 

 

 

港区長              □印 

（港区災害対策本部長） 

 

  



 

 

 

 





 

 
 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 
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震－参－１ 港区防災対策基本条例 

平成二十三年十月十四日 

条例第二十四号 

改正 平成二七年六月三〇日条例第三二号 

目次 

第一章 総則（第一条―第三条） 

第二章 区、区民及び事業者の責務 

第一節 区の責務（第四条―第六条） 

第二節 区民の責務（第七条） 

第三節 事業者の責務（第八条） 

第三章 予防対策 

第一節 防災街づくりの推進（第九条―第十二条） 

第二節 啓発活動及び教育の推進（第十三条・第十四条） 

第三節 防災訓練（第十五条） 

第四節 防災住民組織（第十六条） 

第五節 要配慮者に対する施策（第十七条） 

第六節 高層住宅等の震災対策（第十八条） 

第七節 業務継続計画（第十九条） 

第八節 ボランティアへの支援（第二十条） 

第四章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備（第二十一条―第二十三条） 

第二節 避難（第二十四条―第二十六条） 

第三節 帰宅困難者対策（第二十七条・第二十八条） 

第五章 復興対策（第二十九条・第三十条） 

付則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、防災対策について基本理念を定め、港区（以下「区」という。）、区民及び事

業者の責務を明らかにするとともに、災害の予防対策、応急対策及び復興対策に関する基本的事項

を定めることにより、防災対策を総合的かつ計画的に推進し、もって区民等の生命、身体及び財産

を災害から保護することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 
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一 災害 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号。以下「法」という。）第二条第一

号に定める災害をいう。 

二 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、並びに災害の復

旧及び復興を図ることをいう。 

三 区民 区内に住所を有する者及び居住する者をいう。 

四 事業者 区内で事業活動を行うものをいう。 

五 区民等 区民及び区内に勤務し、在学し、若しくは滞在し、又は区内を通過する者をいう。 

六 防災住民組織 町会、自治会等を単位として自主的に結成された防災組織をいう。 

七 防災関係機関 警視庁、東京消防庁その他の防災対策を実施する東京都の関係機関及び法第二

条第三号から第六号までに規定する機関をいう。 

（基本理念） 

第三条 防災対策は、自らのことは自らが守るという自助の考え方、地域において互いに助け合うと

いう共助の考え方及び行政が区民等の安全を確保するという公助の考え方に基づき、区、区民及び

事業者がそれぞれの責務と役割を果たし、相互に連携を図りながら協力することを基本理念として

行われなければならない。 

第二章 区、区民及び事業者の責務 

第一節 区の責務 

（区長の基本的責務） 

第四条 区長は、区民等の生命、身体及び財産を災害から保護し、その安全を確保するため、必要な

施策を実施し、及び防災体制を整備しなければならない。 

２ 区長は、防災対策を行うに当たり、国、東京都（以下「都」という。）及び他の区市町村との連

絡調整を行うとともに、区民、事業者、防災住民組織、防災関係機関、ボランティア等との連携及

び協力に平常時から努めなければならない。 

（地域防災計画の実施） 

第五条 区長は、法第四十二条第一項の規定により作成された港区地域防災計画（以下「地域防災計

画」という。）に基づき、防災対策を的確かつ円滑に実施するものとする。 

（区の職員の責務） 

第六条 区の職員は、区民等の安全を確保するため、防災に関する知識及び技術の習得に努めなけれ

ばならない。 

第二節 区民の責務 

（区民の責務） 

第七条 区民は、自己及び家族の安全の確保に努めるとともに、相互に協力し、地域の住民の安全の

確保に努めなければならない。 

２ 区民は、次に掲げる事項その他必要な事項について、自ら災害に備える手段を講ずるよう努めな
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ければならない。 

一 建築物その他の工作物の安全性の向上 

二 家具の転倒の防止 

三 出火の防止 

四 初期消火に必要な用具の準備 

五 飲料水、食料等生活必需品の備蓄 

六 避難の経路、場所及び方法についての確認 

七 防災に関する知識及び技術の習得 

３ 区民は、区、防災関係機関等が実施する防災対策事業に協力するよう努めるとともに、地域にお

ける自主的な防災対策活動に参加するよう努めなければならない。 

第三節 事業者の責務 

（事業者の責務） 

第八条 事業者は、その社会的責任に基づき、その管理する施設及び設備の安全性の確保に努めると

ともに、従業員、事業所に来所する者及び事業所の周辺地域における住民の安全の確保に努めなけ

ればならない。 

２ 事業者は、防災住民組織等との連携を図りつつ、地域における自主的な防災対策活動に協力する

とともに、区、防災関係機関等が実施する防災対策事業に協力するよう努めなければならない。 

３ 事業者は、災害時において、従業員の一斉帰宅の抑制に努めるとともに、帰宅困難者（事業所、

学校等に通勤し、通学し、又は買物その他の理由により来店し、若しくは来所する者等で徒歩によ

り容易に帰宅することが困難なものをいう。以下同じ。）対策のため、飲料水、食料その他災害時

において必要となる物資を備蓄するよう努めなければならない。 

第三章 予防対策 

第一節 防災街づくりの推進 

（災害に強い街づくりの推進） 

第九条 区長は、道路、公園等の都市基盤の整備、市街地の再整備、土地利用の誘導等の施策を通じ

て、災害に強い街づくりを総合的に推進するものとする。 

２ 区長は、災害に強い街づくりを総合的に推進するため、防災街づくり整備指針を策定するものと

する。 

３ 区長は、前項の指針の策定に当たっては、地域防災計画との整合性に配慮しなければならない。 

（公共施設の安全性の確保） 

第十条 区長は、その管理する建築物その他の公共施設の耐震性及び耐火性を強化し、その安全性を

確保するものとする。 

（民間建築物等の安全性の向上） 

第十一条 区長は、区内に存する民間建築物等（公共施設を除く建築物その他の工作物をいう。以下
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同じ。）の耐震性及び耐火性の確保並びに落下物の防止のため、調査又は適切な助言若しくは指導

に努めなければならない。 

２ 区長は、前項の目的を達成するため、民間建築物等の所有者等に対し必要な助成を行うことがで

きる。 

（風水害対策） 

第十二条 区長は、台風、集中豪雨等による浸水等の被害を未然に防止し、又は被害を最小限にとど

めるため、水防に関する体制を確立し、その対策に努めなければならない。 

第二節 啓発活動及び教育の推進 

（防災に関する知識の普及及び情報の提供等） 

第十三条 区長は、防災に関する知識の普及及び情報の提供を積極的に推進し、区民等の防災に関す

る知識及び意識の向上に努めなければならない。 

（防災教育の推進） 

第十四条 区長は、教育委員会が実施する学校教育及び社会教育を通じて防災教育の充実に努めると

ともに、防災住民組織、消防団等が実施する防災教育に対し必要な支援を行うよう努めなければな

らない。 

第三節 防災訓練 

（防災訓練の実施） 

第十五条 区長は、防災住民組織、防災関係機関等との連携を図り、防災訓練を積極的に行わなけれ

ばならない。 

２ 防災住民組織は、災害の発生に備え、防災訓練を実施するよう努めなければならない。 

３ 区長は、前二項の防災訓練が円滑に実施できるよう、必要な措置を講じ、及び支援を行うよう努

めなければならない。 

第四節 防災住民組織 

（防災住民組織の育成） 

第十六条 区長は、防災住民組織の育成のため、資器材の供与等、研修の実施、防災に関する意識の

啓発その他の必要な支援を行うよう努めなければならない。 

２ 区長は、防災住民組織の活動の促進を図るため、地域の防災リーダー（防災住民組織の活動にお

いて中心的な役割を担う者をいう。）の育成に努めなければならない。 

３ 区長は、防災住民組織、消防団その他災害時に支援活動を行う団体が、相互に連携を図り、補完

し合うことにより、区内で被災した区民等に対して必要な活動を一体的かつ効果的に行うことがで

きるネットワークづくりの促進に努めなければならない。 

第五節 要配慮者に対する施策 

（要配慮者に対する施策） 

第十七条 区長は、高齢者、障害者等で災害時において特に配慮を要するもの（以下「要配慮者」と
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いう。）に対する施策を推進するよう努めなければならない。 

２ 区長は、要配慮者に対する施策を推進するに当たり、必要があると認めるときは、警察署、消防

署、町会、自治会、民生委員等に協力を求めることができる。 

第六節 高層住宅等の震災対策 

（高層住宅等の震災対策） 

第十八条 高層住宅等の居住者等は、震災時におけるエレベーターの停止等に備え、協力して防災に

関する計画を策定するよう努めるとともに、救出、避難等に必要な用具について協力して備蓄する

よう努めなければならない。 

２ 高層住宅等の建築主等は、前項の規定による備蓄を行うため、必要な場所を建物内に確保するよ

う努めなければならない。 

３ 区長は、高層住宅等の震災対策を推進するため、必要な支援を行うよう努めなければならない。 

第七節 業務継続計画 

（業務継続計画） 

第十九条 区長は、災害発生後における区民の生活の安定を図るため、区における業務継続計画（災

害時に優先されるべき業務の継続及び通常業務の早期復旧を図るために必要な手段、体制等を事前

に定めておく計画をいう。以下同じ。）を策定するとともに、必要に応じてその検証を行うものと

する。 

２ 事業者は、その事業の継続が地域社会の復旧及び復興に寄与することを自覚し、業務継続計画を

策定するよう努めるとともに、必要に応じてその検証に努めるものとする。 

第八節 ボランティアへの支援 

（ボランティアへの支援） 

第二十条 区長は、災害時において、ボランティアが区内で被災した区民等に対する支援活動を円滑

に行うことができるように、活動拠点の提供その他必要な支援を行うよう努めるものとする。 

２ 区長は、都、公共的団体等との連携を図りつつ、協力してボランティアの育成に努めるものとす

る。 

第四章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備 

（応急体制の整備） 

第二十一条 区長は、災害時における避難活動及び救援活動を円滑に行うため、次に掲げる事項その

他必要な事項について、あらかじめ、国、都、防災住民組織、防災関係機関、事業者等との連携を

図り、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

一 救出用及び救助用の機器等の整備に関すること。 

二 飲料水、食料その他避難生活に必要な物資の備蓄等に関すること。 

三 緊急輸送に関すること。 
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四 避難所に関すること。 

五 道路上の障害物の除去に関すること。 

六 医療救護に関すること。 

（情報連絡体制の整備） 

第二十二条 区長は、災害の発生に備え、あらかじめ、災害に関する情報の収集及び連絡の体制を整

備し、並びに災害時に的確な情報を区民等及び事業者に対し周知する方法を確立しなければならな

い。 

２ 区長は、災害時に地域の被災状況を速やかに把握するため、区民等及び事業者に対し災害に関す

る情報の提供等必要な協力を求めることができる。 

（他の地方公共団体等との協定の締結等） 

第二十三条 区長は、他の地方公共団体、公共的団体又は事業者に対し災害時に迅速かつ的確に協力

を要請するため必要があると認めるときは、あらかじめ当該他の地方公共団体、公共的団体又は事

業者と協定を締結するものとする。 

２ 区長は、大規模な災害が発生した場合には、前項の協定を締結していない公共的団体及び事業者

に対し、応急対策等に関する支援を要請することができる。 

第二節 避難 

（避難所の設置等） 

第二十四条 区長は、災害時における地域の活動拠点として、必要があると認めるときは、港区立小

学校及び中学校その他の区有施設等に避難所を開設しなければならない。 

２ 区長は、前項の避難所を災害時における地域の活動拠点として活用するため、平常時から物資の

備蓄、機器の整備等に努めなければならない。 

３ 区長は、避難所の運営に関し、あらかじめ、避難所となる施設の責任者及び関係者、町会、自治

会、防災住民組織、防災関係機関、事業者等との連携を図り、災害時の避難所の運営に係る協力体

制を整備するよう努めなければならない。 

（代替施設の確保） 

第二十五条 区長は、災害の規模その他の状況により、前条第一項の避難所の使用が困難な場合に備

え、事業者等との連携を図りながら協力を得て、避難所の機能を一時的に代替する施設を確保する

よう努めなければならない。 

（避難誘導方法の確立等） 

第二十六条 区長は、あらかじめ、防災関係機関との連携を図り、災害時に区民が避難所及び広域的

な避難場所に安全に避難するために必要な避難路の確保に努めるとともに、避難誘導の方法を確立

し、区民、防災住民組織等に周知しなければならない。 

第三節 帰宅困難者対策 

（帰宅困難者の事前準備等） 
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第二十七条 帰宅困難者となるおそれのある者は、災害時において安全に帰宅することができるよ

う、あらかじめ家族との連絡手段の確保、徒歩による帰宅経路の確認その他の必要な準備を行うよ

う努めるものとする。 

２ 帰宅困難者は、災害時に自己の安全の確保に努めるとともに、地域における救援活動を行うよう

努めるものとする。 

（帰宅困難者対策の実施） 

第二十八条 区長は、災害時における帰宅困難者の帰宅に係る混乱を防止するため、あらかじめ、他

の地方公共団体及び防災関係機関との連携を図り、必要な措置を講ずるとともに、帰宅困難者対策

を推進するための団体の結成及びその活動に対して、必要な支援を行うものとする。 

２ 区長は、災害時に他の地方公共団体、防災関係機関、事業者、前項の帰宅困難者対策を推進する

ための団体等との連携を図り、帰宅困難者に対して適切な情報提供等を行うよう努めなければなら

ない。 

３ 区長は、帰宅困難者対策のため、国、都、防災関係機関、事業者、学校等に対し一時受入れ場所

の確保、飲料水、食料その他災害時において必要となる物資及び避難誘導用具の備蓄並びに情報連

絡体制及び避難誘導体制の確立を求めることができる。 

４ 区長は、必要があると認めるときは、前項の規定により帰宅困難者対策を実施する事業者、学校

等に対し必要な支援を行うことができる。 

第五章 復興対策 

（復興対策） 

第二十九条 区長は、災害により区内に重大な被害が発生したときは、国、都、防災関係機関等との

連携を図り、速やかに被災した地域の復興に努めなければならない。 

２ 区民、事業者等は、災害により区内に重大な被害が発生したときは、相互に協力し、被災した地

域の復興に努めなければならない。 

（復興体制の確立） 

第三十条 区長は、震災により区内に重大な被害を受けた場合において、区民生活の再建及び安定並

びに被災した地域の復興に関する事業を迅速かつ計画的に実施するため必要があると認めるとき

は、港区震災復興本部（以下「本部」という。）を設置する。 

２ 本部に関し必要な事項については、別に条例で定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二七年六月三〇日条例第三二号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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震－参－２ 港区災害対策本部条例 

昭和三十八年七月二十日 

条例第十七号 

改正 昭和四〇年七月一〇日条例第二八号 

平成七年一二月一一日条例第五八号 

平成八年三月二八日条例第一二号 

平成二四年一〇月一〇日条例第三二号 

（目的） 

第一条 この条例は、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）第二十三条の二第八項の

規定に基づき、港区災害対策本部（以下「本部」という。）に関し必要な事項を定めることを目的

とする。 

（本部の組織） 

第二条 本部に本部長室及び部を置く。 

２ 部に部長を置く。 

３ 本部長室及び部に属すべき本部の職員は、区規則で定める。 

（職務） 

第三条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監

督する。 

２ 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

３ 部長は、本部長の命を受け、部の事務を掌理する。 

４ 災害対策本部員は、本部長の命を受け、本部長室の事務に従事する。 

５ その他の本部の職員は、部長の命を受け、部の事務に従事する。 

（委任） 

第四条 前二条に定めるもののほか、本部に関し、必要な事項は、区規則で定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四〇年七月一〇日条例第二八号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成七年一二月一一日条例第五八号） 

この条例は、区規則で定める日から施行する。 

（平成八年二月規則第一一号で、同八年二月二〇日から施行） 

付 則（平成八年三月二八日条例第一二号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二四年一〇月一〇日条例第三二号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



震災資料編 
参考資料 

 
 

震－参－３ 港区災害対策本部条例施行規則 

昭和三十八年七月二十日 

規則第五号 

改正 昭和三九年 六月一五日規則第 二二号 

昭和三九年 八月 一日規則第 二九号 

昭和四〇年 七月二七日規則第 三五号 

昭和四二年一一月一〇日規則第 二二号 

昭和四四年 五月二二日規則第 二一号 

昭和四六年 五月二六日規則第 二九号 

昭和四七年 五月三一日規則第 三四号 

昭和四八年 六月 二日規則第 三一号 

昭和四八年 九月二五日規則第 四五号 

昭和四九年 七月一一日規則第 三七号 

昭和五〇年 五月一七日規則第 五九号 

昭和五一年 六月 一日規則第 四〇号 

昭和五二年 五月 一日規則第 二六号 

昭和五九年 三月三一日規則第 一八号 

昭和六〇年 七月 一日規則第 三四号 

平成 三年 三月三〇日規則第 四三号 

平成 八年 二月一九日規則第 一二号 

平成一〇年 三月三一日規則第 七八号 

平成一四年 三月一五日規則第  九号 

平成一七年 三月三一日規則第 九三号 

平成一八年 三月三一日規則第 七四号 

平成一九年 三月三〇日規則第 三七号 

平成二〇年 三月二四日規則第 三一号 

平成二〇年 七月一六日規則第 八七号 

平成二二年 三月二九日規則第 四二号 

平成二三年 三月二九日規則第 二二号 

平成二三年一〇月 五日規則第 五二号 

平成二三年一〇月一三日規則第 五三号 

平成二四年 八月 一日規則第 六八号 

平成二五年 四月 一日規則第 四三号 

平成二五年一〇月一六日規則第 七〇号 
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平成二七年 六月三〇日規則第 六三号 

平成三〇年 三月三〇日規則第 三一号 

令和 二年 七月三一日規則第 七二号 

令和 三年 三月三一日規則第 五四号 

令和 三年一〇月一五日規則第一一二号 

（目的） 

第一条 この規則は、港区災害対策本部条例（昭和三十八年港区条例第十七号）第二条第三項及び第

四条の規定に基づき、港区災害対策本部（以下「本部」という。）の組織及びその所掌事務等必要

な事項を定めることを目的とする。 

（本部長室の所掌事務） 

第二条 本部長室は、次に掲げる事項について本部の基本方針を審議策定する。 

一 本部の非常配備態勢及び廃止に関すること。 

二 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

三 避難の勧告又は指示に関すること。 

四 災害に関し、東京都知事に対する要請に関すること。 

五 東京都及び他の地方公共団体との相互応援に関すること。 

六 公用令書による公用負担に関すること。 

七 部長に対する事務の委任に関すること。 

八 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

九 その他重要な災害対策に関すること。 

（本部長室の構成） 

第三条 本部長室は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 災害対策本部長（以下「本部長」という。） 

二 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。） 

三 災害対策本部員（以下「本部員」という。） 

（副本部長） 

第四条 副本部長は、次に掲げる職にある者をもつて充てる。 

一 副区長 

二 教育長 

２ 港区災害対策本部条例第三条第二項の規定により、副本部長が本部長の職務を代理する場合の順

位は、前項に掲げる順位による。この場合において、副区長の順位は、港区長の職務代理順序に関

する規則（令和三年港区規則第百十二号）に定める職務代理順序とする。 

（本部員） 
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第五条 本部員は、次に掲げる職にある者をもつて充てる。 

一 港区総合支所及び部の設置等に関する条例（平成十七年港区条例第六十二号）第一条第一項に

規定する総合支所の長、同条第三項に規定する部の長、港区組織規則（平成十八年港区規則第三

十一号）第八条第三項に規定する担当部長、防災危機管理室長、みなと保健所長、児童相談所

長、会計管理者、港区教育委員会事務局組織規則（平成十年港区教育委員会規則第五号）第三条

第一項に規定する部長、選挙管理委員会事務局長、監査事務局長及び区議会事務局長 

二 防災危機管理室防災課長 

２ 前項に掲げる者のほか、本部長は、必要があると認めたときは、職員のうちから本部員を指名す

ることができる。 

（本部連絡員） 

第六条 本部長室及び各部間の連絡調整を図るため、本部長室に本部連絡員を置く。 

２ 本部連絡員は、本部に属する部の職員のうちからあらかじめ本部長が指名する。 

（本部派遣員） 

第七条 本部長は、特に必要があると認めるときは、関係防災機関の長に対し、本部長室の事務に協

力する者の派遣を求めることができる。 

（部） 

第八条 部の名称、部長に充てる職及び部の分掌事務は、別表第一のとおりとする。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、部に副部長を置くことができる。 

３ 各部に所属する職員は、通常の行政組織における機関に属する職員のうちから部長が命ずる。 

４ 前各項に掲げるもののほか部の編成に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

（災対台場地区対策室） 

第八条の二 災対芝浦港南地区本部に災対台場地区対策室（以下「室」という。）を置く。 

２ 室に室長を置く。 

３ 室の名称、室長に充てる職及び室の分掌事務は、別表第二のとおりとする。 

４ 室に所属する職員は、災対芝浦港南地区本部に属する職員のうちから室長が命ずる。 

５ 前各項に掲げるもののほか室の編成に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

（本部連絡員調整会議） 

第九条 災対防災危機管理室長は、必要があると認めるときは、本部連絡員調整会議を招集すること

ができる。 

（職務権限） 

第十条 本部の職員は、特に定める場合又は特に指示された場合を除き、災害対策本部組織における

職務権限に基づき本部の事務を処理する。 

（雑則） 

第十一条 この規則の施行について必要な事項は、区長が定める。 
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付 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ 東京都災害救助隊港区支隊規則（昭和二十三年港区規則第六号）は、廃止する。 

付 則（昭和三九年六月一五日規則第二二号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和三九年八月一日規則第二九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四〇年七月二七日規則第三五号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四二年一一月一〇日規則第二二号） 

この規則は、昭和四十二年十一月十日から施行する。 

付 則（昭和四四年五月二二日規則第二一号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四六年五月二六日規則第二九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四七年五月三一日規則第三四号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四八年六月二日規則第三一号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四八年九月二五日規則第四五号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和四九年七月一一日規則第三七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和五〇年五月一七日規則第五九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和五一年六月一日規則第四〇号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和五二年五月一日規則第二六号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和五九年三月三一日規則第一八号） 

この規則は、昭和五十九年四月一日から施行する。 

付 則（昭和六〇年七月一日規則第三四号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成三年三月三〇日規則第四三号） 
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この規則は、平成三年四月一日から施行する。 

付 則（平成八年二月一九日規則第一二号） 

この規則は、平成八年二月二十日から施行する。 

付 則（平成一〇年三月三一日規則第七八号） 

この規則は、平成十年四月一日から施行する。 

付 則（平成一四年三月一五日規則第九号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成一七年三月三一日規則第九三号） 

この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

付 則（平成一八年三月三一日規則第七四号） 

この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

付 則（平成一九年三月三〇日規則第三七号） 

この規則は、平成十九年四月一日から施行する。 

付 則（平成二〇年三月二四日規則第三一号） 

この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

付 則（平成二〇年七月一六日規則第八七号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二二年三月二九日規則第四二号） 

この規則は、平成二十二年四月一日から施行する。 

付 則（平成二三年三月二九日規則第二二号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二三年一〇月五日規則第五二号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二三年一〇月一三日規則第五三号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二四年八月一日規則第六八号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二五年四月一日規則第四三号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二五年一〇月一六日規則第七〇号抄） 
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（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二七年六月三〇日規則第六三号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成三〇年三月三〇日規則第三一号） 

この規則は、平成三十年四月一日から施行する。 

付 則（令和二年七月三一日規則第七二号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和二年八月一日から施行する。 

付 則（令和三年三月三一日規則第五四号） 

この規則は、令和三年四月一日から施行する。 

付 則（令和三年一〇月一五日規則第一一二号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和三年十月十六日から施行する。 
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別表第一（第八条関係） 

部の名称 部長に充てる職 部の分掌事務 

災対芝地区本部 芝地区総合支所長 一 管内の災害情報及び応急対策措置状況の総括並びに

被害状況の調査に関すること。 

二 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

三 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

四 被災者の調査及びり災証明の交付に関すること。 

五 管内の各種相談窓口の開設及び運営の総括に関する

こと。 

六 管内の広域避難場所の状況確認及び避難誘導に関す

ること。 

七 管内の区民避難所（災害により住居に被害を受けた

区民等の一時的な生活場所をいう。以下同じ。）及び

医療救護所（医療救護を実施する場所をいう。以下同

じ。）の開設及び管理運営に関すること。 

八 管内における帰宅困難者に対する物資の支給、一時

受入れ場所への誘導、帰宅困難者対策を推進するため

の団体への支援等に関すること。 

九 管内の道路、河川、橋りようその他所管施設の災害

応急復旧に関すること。 

十 管内の障害物の除去並びに遺体の収容及び搬送に関

すること。 

十一 管内の要配慮者の保護及び支援に関すること。 

十二 管内の被災者に対する被災者生活再建支援金、災

害弔慰金及び災害援護資金に関すること。 

十三 その他本部長の特命による事項に関すること。 

災対麻布地区本部 麻布地区総合支所長 

災対赤坂地区本部 赤坂地区総合支所長 

災対高輪地区本部 高輪地区総合支所長 

災対芝浦港南地区本

部 

芝浦港南地区総合支所

長 

災対産業・地域振興

支援部 

産業・地域振興支援部

長 

一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 通訳を行うボランティアに対する協力の要請に関す

ること。 

四 中小企業者に対する災害時の融資、相談等に関する

こと。 

五 救助物資、救援物資等の輸送及び配給に関すること。 

六 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 
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災対保健福祉支援部 保健福祉支援部長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 要配慮者に係る情報収集、避難生活への支援及び全

体調整に関すること。 

四 ボランティアとの連携及び協力に関すること。 

五 東京都からの義援金の受領及び配分に関すること。 

六 被災者生活再建支援金、災害弔慰金及び災害援護資

金の総括に関すること。 

七 福祉避難所（介護、援助等を必要とする高齢者、障

害者等が避難するための施設をいう。）の開設及び管

理運営に関すること。 

八 遺体の収容に関すること。 

九 救助物資、救援物資等の輸送及び配給に関するこ

と。 

十 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対みなと保健所 みなと保健所長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 医療機関の被害状況等の調査に関すること。 

四 医療救護所等の開設及び管理運営に関すること。 

五 医療救護等に必要な医薬品及び資器材の調達に関す

ること。 

六 医療救護班等の派遣に関すること。 

七 防疫その他保健衛生に関すること。 

八 避難所及び被災地の消毒に関すること。 

九 被災地の伝染病予防に関すること。 

十 動物の保護に関すること。 

十一 保健師が行う業務の全体調整に関すること。 

十二 医療機関及び防疫機関との連絡及び協力に関する

こと。 

十三 その他本部長の特命による事項に関すること。 
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災対子ども家庭支援

部 

子ども家庭支援部長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 要配慮者に係る情報収集及び避難生活への支援に関

すること。 

四 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対児童相談所 児童相談所長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 要配慮者に係る情報収集及び避難生活の支援に関す

ること。 

四 その他本部長の特命による事項に関すること。 

災対街づくり支援部 街づくり支援部長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 応急仮設住宅の設営及び管理に関すること。 

四 応急仮設住宅に関する建築資材及び労力の確保に関

すること。 

五 被災建築物応急危険度判定に関すること。 

六 建築物等の技術指導に関すること。 

七 道路、河川、橋りようその他所管施設の災害応急復

旧に関すること。 

八 障害物の除去及び遺体の搬送に関すること。 

九 水防活動に関すること。 

十 被災者生活再建支援法（平成十年法律第六十六号）

第二条第二号に規定する自然災害により被害を受けた

世帯の認定に関すること。 

十一 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に

関すること。 
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災対環境リサイクル

支援部 

環境リサイクル支援部

長 

一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 被災地の環境対策に関すること。 

四 がれきの処理に関すること。 

五 ごみ及びし尿の処理に関すること。 

六 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対企画経営部 企画経営部長 一 災害に関する広報及び広聴並びに報道機関との連絡

に関すること。 

二 災害対策予算に関すること。 

三 避難所等の応急整備に関すること。 

四 庁舎等公共施設の応急復旧及び修繕に関すること。 

五 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対防災危機管理室 防災危機管理室長 一 本部長室の庶務に関すること。 

二 災害情報の総括に関すること。 

三 災害対策情報の総括に関すること。 

四 東京都災害対策本部及び関係防災機関との連絡及び

調整に関すること。 

五 本部連絡員調整会議の庶務に関すること。 

六 その他本部長の特命による事項に関すること。 

災対総務部 総務部長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 義援金（東京都からの義援金を除く。）の受領及び

配分に関すること。 

四 災害時における国又は他の地方公共団体からの派遣

職員に関すること。 

五 本部の職員の動員、服務、給与等に関すること。 

六 災害対策に必要な物資及び資材の調達並びに車両、

舟艇等輸送手段の調達に関すること。 

七 救助物資、救援物資等の輸送及び物資集積所の管理

に関すること。 

八 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 
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災対会計室 会計管理者 一 災害対策に必要な現金及び物品の出納保管に関する

こと。 

二 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対教育委員会事務

局教育推進部 

教育委員会事務局教育

推進部長 

一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 東京都教育委員会、港区教育委員会及び区の教育機

関との連絡調整に関すること。 

四 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対教育委員会事務

局学校教育部 

教育委員会事務局学校

教育部長 

一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 幼児、児童及び生徒の保護、誘導及び応急救護並び

に保護者との連絡に関すること。 

四 被災した幼児、児童、生徒等に対する応急教育及び

生活指導に関すること。 

五 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 

災対選挙管理委員会

事務局 

選挙管理委員会事務局

長 

一 本部長室との連絡に関すること。 

二 局内及び他部との連絡調整に関すること。 

三 災対高輪地区本部協働推進課の補佐に関すること。 

災対監査事務局 監査事務局長 一 本部長室との連絡に関すること。 

二 局内及び他部との連絡調整に関すること。 

三 災対芝浦港南地区本部協働推進課の補佐に関するこ

と。 

災対区議会事務局 区議会事務局長 一 所管施設の保全管理及び被害状況の調査に関するこ

と。 

二 所管施設の利用者の保護、誘導及び応急救護に関す

ること。 

三 区議会との連絡及び調整に関すること。 

四 避難所の運営その他の本部長の特命による事項に関

すること。 
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別表第二（第八条の二関係） 

室の名称 室長に充てる職 室の分掌事務 

災対台場地区対策室 芝浦港南地区総合支所

まちづくり課長 

一 台場地域における災害情報及び応急対策措置状況の

総括並びに被害状況の調査に関すること。 

二 台場地域における芝浦港南地区総合支所が所管する

施設（以下「台場地域の施設」という。）の保全管理

及び被害状況の調査に関すること。 

三 台場地域の施設の利用者の保護、誘導及び応急救護

に関すること。 

四 被災者の調査及びり災証明の交付に関すること。 

五 台場地域における各種相談窓口の開設及び運営の総

括に関すること。 

六 台場地域における区民避難所及び医療救護所の開設

及び管理運営に関すること。 

七 台場地域における帰宅困難者に対する物資の支給、

一時受入れ場所への誘導、帰宅困難者対策を推進する

ための団体への支援等に関すること。 

八 台場地域の道路、河川、橋りようその他台場地域の

施設の災害応急復旧に関すること。 

九 台場地域における障害物の除去並びに遺体の収容及

び搬送に関すること。 

十 台場地域における要配慮者の保護及び支援に関する

こと。 

十一 台場地域における被災者に対する被災者生活再建

支援金、災害弔慰金及び災害援護資金に関すること。 

十二 その他本部長の特命による事項に関すること。 
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震－参－４ 港区災害対策本部運営要綱 

 

○港区災害対策本部運営要綱 

平成３年６月１日 

３港総防第１１９号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、港区災害対策本部条例施行規則（昭和３８年港区規則第５号。以下「規則」と

いう。）第１１条の規定に基づき、港区災害対策本部（以下「本部」という。）の運営に関する基本

的事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において災害とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に

定める災害をいう。 

（本部の設置） 

第３条 区長は、区の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、

第７条に定める非常配備態勢の指令を発する必要があると認めたときは、本部を設置する。 

２ 規則第５条第１項の規定により本部員の職に充てられている者（以下次項において「本部員」と

いう。）は、本部を設置する必要があると認めたときは、防災危機管理室長に本部の設置を要請す

ることができる。 

３ 防災危機管理室長は、前項の規定による要請があった場合又はその他の状況により本部を設置す

る必要があると認めたときは、本部員を招集して協議の上、本部の設置を区長に申請しなければな

らない。 

（本部の設置の通知等） 

第４条 災対防災危機管理室長は、本部が設置されたときは、直ちに次に掲げる者にその旨を通知し

なければならない。 

（１） 副本部長及び部長 

（２） 関係防災機関の長のうち必要と認める者 

２ 部長は前項の通知を受けたときは、所属職員に対しその旨を周知徹底させなければならない。 

（本部の標示の掲出） 

第５条 本部が設置されたときは、区役所庁舎玄関に「港区災害対策本部」の標示を掲出する。 

（本部の廃止） 

第６条 本部長は、区の地域について災害が発生するおそれがないと認めたとき又は災害応急対策が

おおむね完了したと認めたときは、本部を廃止する。 

２ 本部の廃止の通知等は、第４条の規定に準じて処理する。 

（非常配備態勢の指令） 
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第７条 本部長は、災害の発生等の状況に応じ、次の表に定めるところにより、非常配備態勢の指令

を発するものとする。 

種別 指令時期 態勢 

第１非常配備態勢 １ 災害の発生その他の状況により、

本部長が必要と認めるとき。 

被害の発生を防ぐための措置

を強化し、必要な準備を開始

するほか通信情報活動を主と

する態勢 

第２非常配備態勢 １ 局地的災害が発生したとき。 

２ その他の状況により本部長が必要

と認めるとき。 

第１非常配備態勢を強化する

とともに局地災害に直ちに対

処できる態勢 

第３非常配備態勢 １ 港区内で震度５強の地震が発生し

たとき。 

２ その他の状況により本部長が必要

と認めるとき 

区の地域についての災害に直

ちに対処できる態勢 

第４非常配備態勢 １ 第３非常配備態勢では対処できな

いとき。 

２ 港区内で震度６弱以上の地震が発

生したとき。 

３ その他の状況により本部長が必要

と認めるとき。 

災害応急対策活動に従事する

ことができる全職員による態

勢 

 

 

２ 本部長は、災害その他の状況により必要があると認めたときは、特定の部に対して非常配備態勢

の指令を発し、又は種別の異なる非常配備態勢の指令を発することができる。 

（非常配備態勢に基づく措置） 

第８条 部長は、あらかじめ部が各非常配備態勢に応じてとるべき措置の要領を定め、所属職員に対

し周知徹底させておかなければならない。 

２ 部長は、非常配備態勢の指令を受けたときは、前項の要領に基づき所属職員に対し必要な指示を

しなければならない。 

（職員の動員） 

第９条 部長は、あらかじめ部に各非常配備態勢において配置すべき職員を本部の職員として任命し

ておかなければならない。 

２ 部長は、前項の規定により任命した職員について第１号様式による非常配備態勢別動員表（以下
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「動員表」という。）を作成し、区長に報告するとともに、所属職員に対し周知徹底させておかな

ければならない。 

３ 各非常配備態勢における職員の動員数は、おおむね次のとおりとする。 

（１） 第１非常配備態勢 職員の定数に２０／１００を乗じて得た数 

（２） 第２非常配備態勢 職員の定数に４０／１００を乗じて得た数 

（３） 第３非常配備態勢 職員の定数に７０／１００を乗じて得た数 

（４） 第４非常配備態勢 全職員 

４ 夜間、休日等勤務時間外における本部の職員の参集先は、特別の定めがない限り、通常組織の勤

務先とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、夜間、休日等勤務時間外における参集先を別に指定する職員は次のと

おりとする。 

（１） 規則第５条に規定する本部員 

（２） 規則第６条に規定する本部連絡員 

（３） 規則第８条の２に規定する組織に属する職員 

（４） 第１１条第３項第２号に規定する指定職員 

（５） その他区長が必要と認める職員 

６ 部長は、あらかじめ職員の参集方法を定め、所属職員に対し周知徹底させておかなければならな

い。 

７ 部長は非常配備態勢の指令を受けたときは、直ちに災害の状況に応じた次の措置をとらなければ

ならない。 

（１） 動員表に基づき、職員を所定の部署に配置すること。 

（２） 職員の参集方法及び交替方法を周知徹底させること。 

（３） その他高次の非常配備態勢に応ずる職員の配置に移行できる措置を講ずること。 

（職員の服務） 

第１０条 すべて本部の職員は、本部が設置された場合は、次の事項を守らなければならない。 

（１） 常に災害に関する情報及び本部の指示に注意すること。 

（２） 不急の行事、会議、出張等を中止すること。 

（３） 正規の勤務期間が終了しても、上司の指示があるまで退庁しないこと。 

（４） 勤務場所を離れている場合においても、常に所在を明らかにし、進んで上司と連絡をとる

こと。 

（５） 非常配備態勢の指令を受けたときは、動員表に従って万難を排して参集すること。 

２ すべて本部の職員は、自らの言動によって住民に不安を与え、住民の誤解を招き、又は本部の活

動に支障を来すことのないよう注意しなければならない。 

（夜間、休日等勤務時間外の特別非常配備態勢） 
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第１１条 夜間、休日等勤務時間外において、震度５強の地震又は震度６弱以上の地震が発生した場

合は、第７条の動員指令が自動的に発せられたものとする。 

２ 前項の場合、災害対策本部態勢が整うまでの間、災害に対処する態勢を特別非常配備態勢とい

う。 

３ 特別非常配備態勢は以下の職員をもって構成する。 

（１） 港区職員の非常災害に対する勤務規程（昭和５５年４月１日施行）に基づき、区長より指

定された職員（以下「警戒待機者」という。） 

（２） 災害対策用職務住宅入居職員、災害対策住宅居住職員及びそれ以外の区内居住職員（以下

「指定職員」という。） 

（３） 災害発生時、港区内で勤務している者 

（４） その他の参集職員 

４ 特別非常配備態勢の組織及び任務は別に定める。 

５ 警戒待機者は、本部長、副本部長、本部員及び災害対策用職務住宅入居職員のいずれかの者が登

庁するまで、本部長に代わって指揮をとる。 

６ 特別非常配備態勢は、災害対策本部態勢が整ったとき、災害対策本部組織に移行する。 

（本部長室） 

第１２条 災対部長は、本部が設置されたときは、本部長室の会議に対する準備をしなければならな

い。 

２ 本部長は、特に必要があると認めたときは、本部長室に本部長室の構成員以外の者の出席を求め

ることができる。 

（本部長室の付議事項） 

第１３条 本部長室に付議する事項は、規則第２条に定める審議策定事項及び港区地域防災計画に定

める報告事項とする。 

（本部長室への付議手続） 

第１４条 部長は、その所管に係る事務について本部長室に付議すべき事項が生じたときは、審議策

定事項にあっては事前に、報告事項のうち速報にあっては直ちに、中間報告にあっては前日分を翌

日の午前１１時までに本部長室に付議しなければならない。 

２ 部長は、本部長室に付議する事項については、できるかぎり必要な資料を提出しなければならな

い。 

３ 本部長室に対する措置の要請及び被害状況の報告要領は、港区地域防災計画の定めるところによ

る。 

４ 本部長室の審議（以下「本部会議」という。）の付議事項は、災対防災危機管理室災対防災課を

経由して処理しなければならない。 

（発信事項及び受信事項） 
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第１５条 災対防災危機管理室長は、本部長の指示事項及び付議事項のうち、必要と認めた事項につ

いて災対防災危機管理室災対防災課長に発信文を発議させ、同課長をして各部の連絡員に伝達させ

なければならない。 

２ 各部の連絡員は、前項の規定により発信された発信文を所属の部に伝達しなければならない。 

３ 災対企画経営部長は、発信事項のうち必要と認めたものを、災対企画経営部災対区長室長をして

報道機関に発表しなければならない。 

４ 災対防災危機管理室長は、部又は関係防災機関等からの受信事項を速やかに本部長室に付議しな

ければならない。 

５ 本部において発信及び受信を行う場合は、それぞれ第２号様式及び第３号様式による用紙を使用

しなければならない。 

（本部の財務） 

第１６条 部の分掌事務の遂行に要した費用は、既に予算措置が講ぜられている場合を除き本部長が

指示するところによる。 

２ 災対企画経営部長は、本部が設置されたときは、速やかに財務に関する基本方針を本部長室に付

議し、災対企画経営部災対財政課長をして関係者に必要な指示をしなければならない。 

３ 災対企画経営部災対財政課長は、部の分掌事務が迅速かつ円滑に遂行できるよう財務事務につい

て指導し、協力しなければならない。 

４ 災対会計管理者は、本部が設置されたときは、速やかに出納に関する基本方針を本部長室に付議

し、災対会計室長をして関係者に必要な指示をしなければならない。 

５ 災対会計室長は、部の分掌事務が迅速かつ円滑に遂行できるよう出納事務について指導し、協力

しなければならない。 

（被服等） 

第１７条 本部の被服等の支給については、別に定める。 

（災害対策の実施） 

第１８条 本部が実施する災害対策は、この要綱に定めるもののほか、港区地域防災計画の定めると

ころによる。 

付 則 

この要綱は、平成３年６月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成８年２月２０日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
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付 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 
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震－参－５ 港区震災復興本部条例 

平成二十三年十月十四日 

条例第二十五号 

(趣旨) 

第一条 この条例は、港区防災対策基本条例(平成二十三年港区条例第二十四号)第三十条第二項の規

定に基づき、港区震災復興本部(以下「本部」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(本部) 

第二条 本部に本部長、副本部長及び本部員を置く。 

2 本部長は、区長をもって充てる。 

3 本部長は、本部の事務を統括し、本部を代表する。 

4 副本部長は、副区長及び教育長をもって充てる。 

5 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、区規則で定める順序により、その職

務を代理する。 

6 本部員は、本部長が指名する者をもって充てる。 

7 本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

(部) 

第三条 本部に区規則で定めるところにより、部を置くことができる。 

2 部に部長を置き、本部長が本部員のうちから指名する者をもって充てる。 

3 部長は、部の事務を掌理する。 

(事務局) 

第四条 本部長は、区民生活の再建及び安定並びに区内の被災した地域の復興のために必要な事業計

画、財政計画、人事計画等を総合的に調整するため必要があると認めるときは、本部に事務局を置く

ものとする。 

2 事務局に局長を置き、本部長が本部員のうちから指名する者をもって充てる。 

3 局長は、事務局の事務を掌理する。 

(廃止) 

第五条 区長は、本部の設置目的が達成されたと認めるときは、本部を廃止するものとする。 

(委任) 

第六条 この条例に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、区規則で定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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震－参－６ 港区震災復興本部条例施行規則 

 

平成二十三年十月十四日 

規則第五十四号 

改正 平成二四年 八月 一日規則第 六八号 

平成二五年一〇月一六日規則第 七〇号 

平成三〇年 三月三〇日規則第 三〇号 

令和 二年 七月三一日規則第 七二号 

令和 三年 三月三一日規則第 五三号 

令和 三年一〇月一五日規則第一一二号 

（趣旨） 

第一条 この規則は、港区震災復興本部条例（平成二十三年港区条例第二十五号。以下「条例」とい

う。）第二条第五項、第三条第一項及び第六条の規定に基づき、港区震災復興本部（以下「本部」

という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

（職務代理の順序） 

第二条 条例第二条第五項に規定する区規則で定める順序は、副区長、教育長の順とする。この場合

において、副区長である副本部長が本部長の職務を代理する順序は、港区長の職務代理順序に関す

る規則（令和三年港区規則第百十二号）に定める職務代理順序とする。 

（本部員） 

第三条 条例第二条第六項の規定により本部員に充てる者として本部長が指名するものは、次のとお

りとする。 

一 港区総合支所及び部の設置等に関する条例（平成十七年港区条例第六十二号）第一条第一項に

規定する総合支所の長、同条第三項に規定する部の長、港区組織規則（平成十八年港区規則第三

十一号）第八条第三項に規定する担当部長、防災危機管理室長、みなと保健所長、児童相談所

長、会計管理者、港区教育委員会事務局組織規則（平成十年港区教育委員会規則第五号）第三条

第一項に規定する部長、選挙管理委員会事務局長、監査事務局長及び区議会事務局長 

二 街づくり支援部都市計画課長、企画経営部企画課長、同部区長室長、防災危機管理室防災課長

及び総務部総務課長 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、前項各号に掲げる者のほか、区の職員のうちから本部員

を指名することができる。 

（震災復興本部会議） 

第四条 区内の被災した地域の復興に関する重要事項を審議するため、本部に震災復興本部会議（以

下「本部会議」という。）を置く。 

２ 本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 
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３ 本部会議は、本部長が招集し、主宰する。 

（部） 

第五条 条例第三条第一項の規定により本部に置く部の名称、同条第二項の規定により部長に充てる

者として本部長が指名する本部員及び部の分掌事務は、別表のとおりとする。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、部の分掌事務の一部を変更

し、又は部に新たな事務を臨時に分掌させることができる。 

３ 各部に所属する職員は、通常の行政組織における機関に属する職員のうちから部長が命ずる。 

（事務局） 

第六条 条例第四条第一項に規定する事務局は、企画経営部企画課に置き、次に掲げる事務を処理す

る。 

一 区民生活の再建及び安定並びに区内の被災した地域の復興に関する事業（以下「震災復興事

業」という。）に係る重要な方針及び計画に係る国、東京都、他の地方公共団体等との連絡及び

調整に関すること。 

二 震災復興事業に係る基本的な方針、事業計画、財政計画、人事計画等の総合調整に関するこ

と。 

三 震災復興事業の推進に係る用地利用その他重要事項の総合調整に関すること。 

四 その他事務局に係る庶務に関すること。 

２ 条例第四条第二項の規定により局長に充てる者として本部長が指名する本部員は、企画経営部長

とする。 

３ 事務局に属する職員は、区の職員のうちから本部長が指名する。 

（委任） 

第七条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行について必要な事項は、区長が定める。 

付 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二四年八月一日規則第六八号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成二五年一〇月一六日規則第七〇号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成三〇年三月三〇日規則第三〇号） 

この規則は、平成三十年四月一日から施行する。 

付 則（令和二年七月三一日規則第七二号抄） 

（施行期日） 
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１ この規則は、令和二年八月一日から施行する。 

付 則（令和三年三月三一日規則第五三号） 

この規則は、令和三年四月一日から施行する。 

付 則（令和三年一〇月一五日規則第一一二号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和三年十月十六日から施行する。 
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別表（第五条関係） 

部の名称 本部長が指名する本部員 部の分掌事務 

復興企画部 企画経営部長 一 本部の庶務に関すること。 

二 震災復興基本方針の策定に関すること。 

三 震災復興計画の策定に関すること。 

四 震災復興事業の総合調整に関すること。 

五 震災復興予算に関すること。 

六 震災復興に係る財政計画に関すること。 

七 震災復興基金に関すること。 

八 震災復興に係る広報及び広聴並びに報道機関との

連絡に関すること。 

九 その他本部長の特命による事項に関すること。 

復興危機管理部 防災危機管理室長 一 災害情報の統括に関すること。 

二 その他本部長の特命による事項に関すること。 

復興芝地区本部 芝地区総合支所長 一 被災者総合相談所の設置及び運営に関すること。 

二 被災者の状況把握に関すること。 

三 復興関連情報の提供に関すること。 

四 地域コミュニティの再建支援に関すること。 

五 その他本部長の特命による事項に関すること。 

復興麻布地区本部 麻布地区総合支所長 

復興赤坂地区本部 赤坂地区総合支所長 

復興高輪地区本部 高輪地区総合支所長 

復興芝浦港南地区

本部 

芝浦港南地区総合支所長 

復興産業・地域振

興部 

産業・地域振興支援部長 一 産業復興事業に関すること。 

二 雇用の維持に関すること。 

三 消費者の保護に関すること。 

四 文化活動による支援の受入れ及び調整に関するこ

と。 

復興保健福祉部 保健福祉支援部長 一 被災者生活実態調査に関すること。 

二 被災した医療機関の再建支援に関すること。 

三 被災者の保健・医療対策に関すること。 

四 社会福祉施設及び児童福祉施設の再建に関するこ

と。 

五 被災者に対する福祉サービスに関すること。 

六 被災者に対する生活支援対策に関すること。 

七 ボランティアへの支援に関すること。 
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復興街づくり部 街づくり支援部長 一 市街地の復興計画に関すること。 

二 市街地の復興推進に関すること。 

三 道路、河川、橋りょう、公園等の所管施設の復興

実施計画の策定及び実施に関すること。 

四 公園用地等の利用調整に関すること。 

復興環境部 環境リサイクル支援部長 一 がれき等の障害物の処理計画に関すること。 

二 アスベスト等有害物質の処理に関すること。 

三 ごみの収集及び処理に関すること。 

四 し尿の処理計画に関すること。 

復興総務部 総務部長 一 震災復興事業に必要な職員の配置に関すること。 

復興会計部 会計管理者 一 震災復興に必要な現金及び物品の出納保管に関す

ること。 

復興教育委員会事

務局教育推進部 

教育委員会事務局教育推

進部長 

一 生涯学習施設及びスポーツ施設の再建に関するこ

と。 

復興教育委員会事

務局学校教育部 

教育委員会事務局学校教

育部長 

一 学校施設の再建に関すること。 

二 被災した幼児、児童、生徒等への支援に関するこ

と。 

復興選挙管理委員

会事務局 

選挙管理委員会事務局長 一 事務局との連絡に関すること。 

二 局内及び他部との連絡調整に関すること。 

復興監査事務局 監査事務局長 一 事務局との連絡に関すること。 

二 局内及び他部との連絡調整に関すること。 

復興議会部 区議会事務局長 一 区議会との連絡及び調整に関すること。 
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震－参－７ 震災対策における都・区間の役割分担 

 

（昭和53(1978)年東京都と特別区代表4区とのプロジェクトチームによる合意内容） 

事項 検討結果 

1.区民消火隊の育成 区民消火隊665隊（1隊10名程度）を区へ移管する。 

2.防災活動拠点の整備 防災活動拠点事業については区事業とする。（補助式は廃止する。） 

3.消防水利の確保 
防災区民組織が利用する小型防火水槽（40㎥以下）は、区が対応する。 

都は原則として、40㎥以上の防火水槽を設置する。 

4.飲料水の確保 
(1) 浄水場等から避難場所（給水拠点）までの輸送は、都が対応する。 

(2) 給水拠点から住民に対する給水は、区が実施する。 

5.食糧及び生活必需品

の確保 

(1) 乾パン等の食糧については、区が1日分を目標に備蓄する。都は、それ

以降の分について備蓄、調達で対応する。 

(2) 生活必需品については、主に都が備蓄及び調達により確保する。 

(3) 住民への配布は区があたる。 

6.備蓄倉庫の整備 備蓄物資の都区分担に基づき、都・区双方がそれぞれ設置する。 

7.避難場所の置用管理 

(1) 利用管理に係る管理者との協議及び発災時の避難場所での対応は、原則

として避難場所所在の区が対処する。 

(2) 二区以上の住民が利用する避難場所については、あらかじめ関係区にお

いて協議するものとする。 

(3) 大規模避難場所で、所在区のみで対応することが困難な避難場所につい

ては、都が補完する方針で検討する（現在のところ皇居前広場・日比谷公

園地区を考えている）。 

8.避難誘導体制 

(1) 一時集合場所の選定は、区が主体となって実施する。 

(2) 地域ごとの避難計画については、区が策定する。 

(3) 避難場所等の標識の設置は都、管理は区がする。 

9.医療救護班の編成 

(1) 医療救護班の編成基準は、都が「災害医療運営協議会」における協議に

基づき作成する。 

(2) 考え方としては、区が初動活動を行い、都は広域的立場から応援にあた

るものとする。 

10.救護所の設置と負傷

者の搬送 

(1) 救護所の設置は区、後方医療施設は都が分担する。 

(2) 搬送体制は次の区分で行う。 

    被 災 現 場 → 救 護 所 （区） 

    救  護  所 → 後方医療施設（都及び区） 

11.医薬品、医療器材等

の備蓄 

(1) 都・区の医療救護班が使用する医薬品、医療器材等の確保については、

「災害医療運営連絡会」で定める基準に従い、都区それぞれ調整を含め確

保する。 

(2) 調整粉乳については、最初の3日分は区が備蓄し、それ以降は都が備蓄

又は調達で対応する。 

 

 

 

 

 



 

 
 

震－参－８ 地域防災計画の修正に係る都・区市町村役割分担調整事項一覧 

         （平成7(1995)年 12月 15日の区長会において都区による合意内容）                   総務局災害対策部 

事項 修正後の計画 現行計画 昭和 52年合意の役割分担 都の役割 

１ 地震計ネット

ワークの整備 

 地震被害の軽減を図るため、震度分布

状況を即時に把握することにより、激甚

な被害地を特定し、初動対応も迅速化を

図る。 

規定なし（新規） 規定なし （地震計設置経費の

1/2 を区市町村が負担

する。） 

２ ボランティア

の受入れ体制 

 

（生活文化局） 

 区市町村は、災害時においてボランテ

ィア活動の拠点となるべき施設をあらか

じめ設定し、ボランティアの受入れ体制

を整備する。 

規定なし（新規） 規定なし  都は、総合ボラン

ティアセンター（仮

称）を設置し、ボラ

ンティア団体の育成

支援、情報提供、ネ

ットワークづくりや

コーディネーターの

養成等を行う。 

 このセンターが、

災害時には都・区市

町村のボランティア

間の総合的な連絡調

整を行う。 

３ 災害弱者の安

全対策 

 

（福祉局） 

 

 

 

 

 

(1) 「高齢者・障害者等対策班」の設

置 

  区市町村は、災害弱者に対応する窓

口等（高齢者・障害者等対策班）を設

置し安否確認や支援サービス等必要な

対策を総合調整する。 

(2) 二次避難所の利用 

  区市町村は社会福祉施設等を二次避

難所として活用し、自宅や避難所での

生活が困難である高齢者等を入所さ

せ、介護など必要なサービスを提供し

ていく。 

(1) 規定なし（新規） 

 

 

 

 

(2) 規定なし（新規） 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

(2) 規定なし 

 都は、「高齢者・障

害者等対策班」を設

置し、区市町村との

連携、調整等を図

る。 

 

 都は、都立施設の

ほか、国立、法人立

の社会福祉施設等も

二次避難所に指定で

きるよう、条件整備

に努める。 

  



 

 

 

事項 修正後の計画 現行計画 昭和 52年合意の役割分担 都の役割 

４ 避難所の開設 

 

（福祉局） 

(1) 避難所機能の充実 

  区市町村は、避難所に指定した建物

について、早期に耐震診断等を実施し

て、安全性を確認・確保するととも

に、被災者のプライバシーの確保や生

活環境を良好に保つよう努める。 

(2) 小中学校等の避難所機能の強化 

  区市町村は、地域内の公立小中学校

等を避難所として指定し、食糧等の備

蓄や必要な資機材等を整備するなど避

難所機能の強化を図る。 

(3) 二次避難所の開設 

ア 区市町村は、自宅や避難所で生活し 

 ている高齢者等に介護など、必要なサ 

 ービスを提供するため、あらかじめ社 

 会福祉施設等を二次避難所として指 

 定する。 

イ 区市町村は、指定した二次避難所の 

 所在地等について、都福祉局に報告す 

 る。 

(1) 避難所の運営に必要な資

器材、台帳等はあらかじめ整備

しておく。 

 

 

 

(2) 避難所の運営に必要な資

器材、台帳等はあらかじめ整備

しておく。 

 

 

(3) 規定なし（新規） 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

 

(2) 規定なし 

 

 

 

 

(3) 規定なし 

 都は、耐震性貯水

槽、井戸、ろ水器、

可とう性の下水排水

管、救急箱（４点セ

ット）に係る事業に

ついて経費を助成す

る。 

 都立学校は、小規

模応急給水槽やろ水

器、医薬品などを整

備し、避難所機能を

強化する。 

 都は、都立施設の

ほか、国立、法人立

の社会福祉施設等も

二次避難所に指定で

きるよう、条件整備

に努める。 

５ 避難所の管理 

 運営 

 

（福祉局） 

（教育庁） 

 

 避難所の管理運営 

ア 区市町村は、避難所の管理運営が混 

 乱なく円滑に行われるよう、事前に管 

 理運営方法を定める。 

 

 

ア 規定なし（新規） 

 

規定なし  
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 イ 学校は、避難所の管理運営について

協力・援助を行う。 

  避難所に指定されている学校の校長

は、区市町村職員との役割分担につい

て協議し、教職員の役割分担、初動体

制等の計画を策定する。 

イ 都教育庁は、都福祉局から

避難所開設の応援依頼を受け

た場合は区市町村教育委員会

と連絡をとり設営に協力す

る。 

学校長は、避難所の開設等

災害対策に協力するととも

に、学校管理に必要な職員を

確保し、万全の態勢を確立す

る。 

 都は、避難所にお

ける教職員の役割分

担等について、基本

的な方針を示す。 

 

６ 帰宅困難者へ 

 の対応 

 都及び区市町村は、企業等にも食糧・

生活必需品等の備蓄について協力を依頼

する。 

 規定なし（新規）  規定なし  

７ 義援金品の受

付、配分 

（福祉局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 義援金品募集配分委員会 

ア 義援金品の募集及び配分を、確実、 

 迅速、適正に行うため、都災害対策本 

 部に義援金品募集配分委員会（以下 

 「委員会」という。）を設置する。 

イ 委員会は、次の事項を審議決定する 

 ① 被災者への義援金品の配分計画 

  の策定 

 ② 義援金品の受付・配分に係る広報 

  活動 

 ③ その他義援金品の受付・配分等に 

  関して必要なこと 

ウ 配分計画は、被災状況等を勘案して 

 世帯及び人員を単位として計画する。 

 

エ 委員会は、次の機関等で構成する。 

 ① 東京都   ②日本赤十字社 

 ③ 区市町村  ④その他関係機関 

(1) 

・ 寄託された義援金品の被 

 災者への配分について、被災 

 地区の区市町村長は、配分委 

 員会等の組織を定めておく。 

・ 災害が都内数区市町村に 

 わたり発生した場合、都福祉 

 局が受け付けた義援金品の 

 当該区市町村に対する配分 

 は、都福祉局で決定する。 

・ 日赤に寄託された義援金 

 品の区市町村への配分は、都 

 災害対策本部が配分率を定 

 める。 

 

 

 

 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（義援金の取扱いの

詳細については、委

員会で協議する。） 
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 (2) 義援金品の受付等 

ア 義援金は、都、区市町村及び日本赤 

 十字社が受け付ける。受け付けた義援 

 金は、委員会に送金する。 

イ 義援品は、被害の状況等を勘案し、 

 必要な物資について募集し、都及び区

市町村で受け付ける。 

(3) 義援金品の保管及び配分 

  委員会は、配分計画に基づき義援金

を被災区市町村に送金し、被災区市町

村が被災者に義援金を配付する。 

 なお、義援金については、速やかに被

災区市町村に引き渡す。 

(2) 

ア 規定なし（新規） 

イ 義援品は、原則として補修 

 又は修繕を要するものを除 

 き受け付ける。 

 

 

(3) 義援金品の保管及び配分 

 区市町村は、知事又は日赤か

ら送付された義援金品につい

て、日赤奉仕団等各種団体の協

力を得て、被災者に配付する。 

(2) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

(3) 規定なし 

 

８ 応急仮設住宅 

（住宅局） 

 

 

(1) 建設用地の選定 

ア 区市町村は、あらかじめ次の点を考

慮のうえ建設予定地を定めておくもの

とする。 

 (ア) 接道及び用地の整備状況 

 (イ) ライフラインの状況 

 (ウ) 一時避難場所などの利用の有無 

イ 都は、予定された建設地の中から仮

設住宅用地を選定する。都が仮設住宅

の建設に当たり、各区市町村の当該行

政区域内の用地だけでは所要戸数の確

保が困難な場合には、区市町村相互間

で融通しあうものとする。 

ウ 都は、常に最新の建設予定地の状況

を把握しておくために、年 1 回区市町

村から報告を求めるものとする。 

 

(1) 建設用地の選定 

  区市町村は、あらかじめ応

急仮設住宅の建設地を予定し

ておくものとし、都は予定さ

れた建設地の中から選定す

る。 

 

 

(1) 規定なし 

 

 

 

 都は、国公有地を

はじめ災害時のオー

プンスペースの利用

について、全体的な

調整を行う。 
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(2) 工事監督 

  工事の監督は、都住宅局が行う。 

  ただし、これにより難い事情がある

場合には、区市町村等に委任する。 

 

 

(3) 入居者の募集・選定 

  入居者の募集計画は被災状況に応じ

て東京都が策定し、区市町村に住宅を

割当てるものとする。 

  割当に際しては、原則として当該区

市町村の行政区域内の住宅を割当てる

ものとするが、所要戸数の確保が困難

な場合には、区市町村相互間で融通し

あうものとする。 

  住宅の割当てを受けた区市町村は当

該区市町村の被災者に対し募集を行

う。 

  入居者の選定は、高齢者・障害者等

の優先を原則とし、生活条件等を考慮

して区市町村が行う。 

(4) 応急仮設住宅の管理 

 応急仮設住宅の管理は、原則として、 

都が都営住宅の管理に準じて行うものと

し、入居者管理等は区市町村が行う。 

 

 

 

(2) 工事監督 

  都住宅局の監督の下に、社

団法人東京建設業協会及び社

団法人プレハブ協会があっ旋

する業者に建設工事を行わせ

る。 

(3) 入居者の募集・選定 

 区市町村において、被災者の

資力その他の生活条件を十分調

査し、その資料に基づき、都住

宅局が区市町村の協力を得て選

定する。 

 場合によっては、当該選定事

務を区市町村に委任する。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 応急仮設住宅の管理 

 都住宅局が区市町村の協力を

得て都営住宅の管理に準じて行

う。また場合によっては、当該

区市町村長へ事務を委任する。 

 

 

(2) 規定なし 

 

 

 

 

 

(3) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 規定なし 

 

 

 

 

 

 都は、区市町村が

円滑な入居者管理等

を行えるよう、必要

に応じて協力する。 
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９ 医療情報の収 

 集伝達 

（衛生局） 

(1) 被害情報の収集 

  区市町村は、管内の医療機関及び医

療救護班との連絡体制を確立し、災害

時には地区医師会等の協力を得て、人

的被害及び医療機関（診療所及び歯科

診療所）の被害状況等について把握し

て衛生局に報告する。 

(2) 都民等への情報提供 

  区市町村は、地域住民に対し医療情

報を提供する窓口を設置する。 

(1) 区市町村は、初動医療救

護体制に係る情報連絡体制を整

備する。 

 

 

 

 

(2) 規定なし（新規） 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

(2) 規定なし 

 都は、病院の被害

状況を、区市町村及

び都医師会等の協力

を得て収集する 

 

 

 

 都は、収集した医

療機関の被害情報等

を区市町村等に伝達

するとともに、報道

機関を通じて、都民

に広報する。 

10 医療救護活動 

（衛生局） 

(1) 医療救護班派遣状況の報告 

 区市町村は、地区医師会の協力を得て

医療救護班を派遣するとともに、医療救

護班の派遣状況について衛生局長に報告

する。 

(2) 歯科医療救護班の編成 

 歯科医師や歯科衛生士などで歯科医療

救護班を編成し、医療救護所に派遣す

る。 

(3) 薬剤師の配置 

 医療救護所や避難所に薬剤師を配置し

調剤、服薬指導等を行う。 

(1) 区市町村長は、地区医師

会の協力を得て、医療救護班

を派遣する。 

 衛生局長への連絡に関する規

定なし。 

(2) 規定なし（新規） 

 

 

(3) 規定なし（新規） 

 

(1) 医療救護所の設置、区

医療救護班の派遣運用計

画は、区の役割 

 

 

(2) 規定なし 

 

 

(3) 規定なし 
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11 負傷者等の搬

送体制 

（衛生局） 

(1) 医療スタッフの搬送体制 

  区市町村は、区市町村が派遣する医

療救護班等の医療スタッフの搬送体制

を確立する。 

(2) 医薬品等の搬送体制 

  区市町村は、区市町村が設置する医

療救護所等で使用する医薬品・医療資

器材の搬送体制を確立する。 

(1) 傷病者の搬送についての

規定があるのみで、医療スタ

ッフの搬送に関する規定な

し。 

(2) 傷病者の搬送についての

規定があるのみで、医薬品・

医療資器材の搬送に関する規

定なし。 

(1) 負傷者の搬送に関する

役割分担のみ規定あり 

 

 

(2) 負傷者の搬送に関する

役割分担のみ規定あり 

 都は、都が派遣す

る医療救護班等の医

療スタッフの搬送体

制を確保する。 

都は、都が備蓄、

供給する医薬品。医

療資器材の搬送体制

を確立する。 

12 保健活動 

（衛生局） 

(1) 保健婦班の編成 

  区市町村及び都は、避難所等での不

自由な生活や被災のショック等による

心身の健康障害や在宅療養者の病状悪

化を防ぐため、保健婦班を編成し、避

難所での健康相談や巡回健康相談等を

行う。 

(2) 精神疾患患者対策 

  区市町村及び都は、保健所を拠点に

精神科診療所及び巡回診療チームを設

置する。 

(3) メンタルケア 

  区市町村及び都は、保健所を拠点に

精神相談室及び巡回相談チームを設置

する。 

(4) 在宅難病患者対策 

  平常時から保健所を通じて患者の把

握を行う。 

(1) 規定なし（新規） 

 

 

 

 

 

 

(2) 規定なし（新規） 

 

 

 

(3) 規定なし（新規） 

 

 

 

 

(4) 規定なし（新規） 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

(2) 規定なし 

 

 

 

(3) 規定なし 

 

 

 

 

(4) 規定なし 

都は、精神科医その

他の専門スタッフに

ついて、広域応援等

も含め、確保に努め

る。 

13 防疫 

（衛生局） 

 区市町村及び都は、避難所その他の衛

生環境確保のためにマニュアルを作成す

る。 

 規定なし（新規） 

 

 

 被災地の防疫活動は区が

担当、避難場所の防疫活動

は、都が担当する。 
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14 遺体の収容 

（衛生局） 

 区市町村は、都及び関係機関と協議の

うえ、遺体収容所の事前指定等遺体を迅

速に収容する体制を確立する。 

 また、災害時には速やかに遺体収容所

を開設して運営にあたるとともに、開設

状況を都及び警視庁に報告する。 

 区市町村は、災害現場付近の

適当な場所（寺院・公共建造

物・公園等）又は都立公園に死

体収容所を開設し死体を収容す

る。 

 規定なし  都は、あらかじめ

遺体の収容について

関係機関との調整を

行うとともに、区市

町村の要請に基づき

遺体収容所の開設・

運営に関して必要な

支援措置を講ずる。 

15 遺体の埋火葬

等 

（衛生局） 

 区市町村は、火葬許可証の迅速な発行

に努め、遺体を速やかに火葬に付す体制

を確立する。 

 区市町村は、遺体の安置、保管及び搬

送体制を確立する。 

 区市町村は、検視・検案を終

えた死体を、都建設局に連絡し

て死体収容所に輸送する。 

 また、死体を火葬に付す場合

は、指定された火葬場に送付す

る。 

 家族等から遺骨の引取希望が

あったときは、引き渡す。 

 規定なし  都は、近県市等と

の遺体火葬に関する

協力体制を確立す

る。 

 都は、遺体の安

置・保管に係る物品

の調達について、関

係業界や近県市等と

の協力体制を確立す

る。 

16 ごみ処理方法 

（清掃局） 

(1) 災害時のごみは、区の協力を得

て、分別を徹底させ、収集可能な場所

に設けられた臨時収集所に排出するよ

う指導する。 

 

(2) 処理施設への短期間大量投入が困

難である場合には、区の協力を得て、

幹線道路に面した公有地等を中継所と

して活用し、収集の効率化を図る。 

(1) ごみ処理は、区の協力を

得て、第１次（収集）、第２

次（処分場への搬出）第３次

対策（がれき処理）にそれぞ

れ分けて実施する。 

(2) 規定なし 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

(2) 規定なし 
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17 し尿処理方法 

（清掃局） 

(1) し尿処理の基本的考え方 

ア 水を確保することによって、下水道 

 機能を有効活用する。 

  避難所等においては、施設の耐震性 

 を強化して震災時にも水洗トイレが 

 使用できるようにする。断水時には、 

 プール、井戸等により確保した水を使 

 用する。 

 

イ アの対策と併行して、仮設トイレを 

 使用したし尿処理を行う。 

  区市町村は、仮設トイレの備蓄及び 

 設置のマニュアル整備を行う。 

  仮設トイレ等の機種選定にあたっ 

 ては、高齢者・障害者等に配慮したも 

 のを考慮する。 

  仮設トイレ等の設置にあたって収 

 集可能な場所を予め選定しておくと 

 ともにこれを周知する。 

(2) 収集、処理体制 

  震災が発生した場合、都は仮設トイ

レの設置状況を区からの連絡により把

握し収集体制を整備する。 

  収集したし尿は、下水処理場に搬入

して処理する。 

 

ア 避難所等において、水洗ト 

 イレが使用不可の場合は、素 

 掘式又は便槽付の仮設トイ 

 レを用意して衛生環境を確 

 保する。（仮設トイレによる 

 対策が主で、水洗トイレは使 

 えるものだけを使うという 

 考え。） 

イ 区市町村の仮設トイレの 

 備蓄数量のみ掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 都は排出されたし尿を迅

速に処理し、被災地の衛生環

境を確保する。 

  区は区域内の関係機関と調

整を図り、し尿処理計画を策

定し、これに対処するものと

する。 

  都は排出されたし尿収集に

あたり、下水道施設の利用及

び海洋投棄等により処理にあ

たる。 

 

 避難場所等における排便

施設の確保については都が

主となり、区が補完する。 

（実態はくが主体となり実

施している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体制の確立とし尿処理は、

都の担当 

 

 都は、学校の避難

所機能強化の一環と

して、下水管の可撓

管化や井戸の設置補

助を順次行う。 

  



 

 

 

事項 修正後の計画 現行計画 昭和 52年合意の役割分担 都の役割 

18 がれき処理 

（清掃局） 

(1) がれき処理対策臨時組織の設置 

  発災後、都は速やかに「がれき」処

理を行う臨時組織である「がれき処理

対策本部（仮称）を設置するととも

に、区の協力を得て、各区内に「がれ

き処理対策班（仮称）を設置し、都区

共同で地域の「がれき」処理を行う。 

(2) 倒壊建物の解体及びがれきの撤去 

  個人住宅や一部の中小事業所に限り

各区の対策班において「がれき」撤去

に関して、住民からの申請受付、民間

業者との契約及び適正処理の指導等の

事務を行う。 

(3) 特例処置が講ぜられた場合 

  倒壊した建物の解体は、原則的に所

有者が行うこととする。 

  ただし、個人住宅や一部の中小事業

所等について、特例措置を国に講じた

場合は、倒壊建物の解体処理について

も収集運搬と同様の処理を行う。 

(1) Ｓ造、ＲＣ造等非木造建

築物の倒壊、解体時に生じる

廃棄物については、…関係機

関の協力を得て、速やかに処

理を行っていく。 

 

 

(2) 規定なし 

 

 

 

 

 

(3) 非木造建築物について

は、解体工事及び廃棄物の運

搬は、原則として建物の所有

者が行うこととし、都はこれ

らの廃棄物が適正に処理され

るよう処分場の確保等を行う

ものとする。 

  木造建築物については、規

定なし。 

(1) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 規定なし 

 

 

 

 

 

 

（解体は所有者の責

任） 

（解体後は、廃棄物

として市町村が処

理） 

（国は、市町村が行

う処理に要する費用

の1/2を補助） 

19 応急給水活動 

（水道局） 

 給水拠点での都（多摩地区については

都営水道市町水道部所）・区市町の役割

分担 

ア 応急給水槽では、区市町が応急給水

に必要な資機材等の設営及び被災者へ

の応急給水を行う。 

 

応急給水に関する都・区の役割

分担は、次のとおりとする。 

 

ア 応急給水槽を設置した場所

では区が応急給水を行う。 

 

 体制の確立、給・配水資

機材の整備、運搬手段の整

備については、都が主体、

区が補完する。 

 

  



 

 
 

事項 修正後の計画 現行計画 昭和 52年合意の役割分担 都の役割 

 イ 浄水場（所）・給水所では、都は応

急給水に必要な資機材等の設営を、区

市町は被災者への応急給水を行う。 

ウ 飲料水を車両輸送する避難場所では

都は、区市町が避難場所に設置する仮

設水槽まで飲料水を輸送・補給し、被

災者への応急給水は区市町が行う。 

イ 浄水場・給水所では、都・

区が協力して行う。 

 

ウ 飲料水を車両輸送する雛場

所では、都が飲料水を輸送し

て区の設置する仮設水槽に補

給し、被災者への給水は区が

行う。 

浄水場から避難場所（給水

拠点）までの輸送は都が対

応する。 

 給水拠点から住民に対応

する給水は、区が実施す

る。 

 

20 避難計画 

（総務局） 

 避難の方法は、原則として現行どおり

とするが、地域の実情や発災時の状況に

応じた避難方法についても想定しておく

ものとする。 

 避難の勧告・指示が出された

場合区市町村は、地元警察署及

び消防署の協力を得て、地域又

は町会（自治会）単位に集団の

形成を図るため、一時集合場所

に避難者を集合させたのち、あ

らかじめ指定してある避難場所

等に誘導する。 

 規定なし  

 

 

  



 

 

 

 

 

 



 

 
 

震－参－９ 港区防災地図 
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震－参－10 防災関係機関との協定内容一覧表 

（令和６(2024)年２月１日現在） 

№ 協定等の名称 締結年月日 協定の相手方等 協定等の概要 所管 

1 
災害時における麺類･米飯

等提供に関する協定 

昭和55(1980)年５月27

日 
東京都麺類協同組合 麺類･米飯等の供給 防災課 

2 
災害時における石油類等

の優先供給に関する協定 

昭和56(1981)年４月15

日 

東京都石油商業組合

港新宿渋谷支部 

ガソリン、軽油、灯油等の

供給 
防災課 

3 

災害時における応急対策

用貨物自動車の供給に関

する協定 

昭和59(1984)年９月28

日 

㈳東京都トラック協

会港支部 
貨物自動車の優先供給 防災課 

4 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成８(1996)年５月15

日 

港区建設業防災協議

会 

区立施設の応急復旧及び修

繕、避難所等の応急整備、

応急仮設住宅の建設 

防災課 

5 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成８(1996)年５月15

日 
港区管工会 

大規模井戸等の修繕、区立

施設の応急復旧及び修繕、

避難所等の応急整備、応急

仮設住宅の建設 

防災課 

6 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成８(1996)年５月15

日 
港区造園協力会 

街路樹等の応急復旧、公園

及び児童遊園等の応急復旧 
防災課 

7 

災害時における消毒車の

提供及び消毒作業の実施

に関する協定 

平成８(1996)年７月18

日 

㈳東京都ペストコン

トロール協会 

消毒車の提供及び消毒作業

の実施 
生活衛生課 

8 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成８(1996)年７月29

日 
港区電設防災協力会 

区立施設の応急復旧及び修

繕、避難所等の応急整備、

応急仮設住宅の建設 

防災課 

9 
災害時の医療救護活動に

ついての協定書 

平成９(1997)年２月19

日 

平成26(2014)年１月10

日 

㈳港区医師会 
医療救護班による医療救護

活動 
保健予防課 

10 
災害時の医療救護活動に

ついての協定書 

平成９(1997)年２月19

日 

平成26(2014)年１月10

日 

公益社団法人 

港区芝歯科医師会 

歯科医療救護班による医療

救護活動 
保健予防課 

11 
災害時の医療救護活動に

ついての協定書 

平成９(1997)年２月19

日 

平成26(2014)年１月10

日 

公益社団法人 

港区麻布赤坂歯科医

師会 

歯科医療救護班による医療

救護活動 
保健予防課 

12 
災害時の医療救護活動に

ついての協定書 

平成９(1997)年２月19

日 

平成26(2014)年１月10

日 

一般社団法人 

東京都薬剤師会港支

部 

薬剤師班による医療救護活

動 
保健予防課 

13 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成10(1998)年３月11

日 
港区産業団体連合会 人員及び資機材等の提供 防災課 

14 
災害救助犬の出動に関す

る協定 

平成10(1998)年４月９

日 
日本災害救助犬協会 

災害救助犬による人命検索

活動 
防災課 

15 
災害時における港区、郵

便局の協力に関する覚書 

平成10(1998)年４月９

日 

芝郵便局、麻布郵便

局 

赤坂郵便局、高輪郵

便局 

緊急連絡用車両の提供、避

難場所・物資集積場所の提

供、被災区民の避難先及び

被災状況の情報提供 

防災課 
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№ 協定等の名称 締結年月日 協定の相手方等 協定等の概要 所管 

16 
震災時における消火用水

の使用の覚書 

平成10(1998)年 12月

14日 
永楽実業㈱ 消火用水の提供（100ｔ） 防災課 

17 
災害時における応急協力

に関する覚書 

平成11(1999)年１月12

日 

ﾎﾃﾙｵｰｸﾗ東京 

高輪ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙ

高輪 

東京ﾌﾟﾘﾝｽﾎﾃﾙ 

高輪東武ﾎﾃﾙ第一ﾎﾃﾙ

東京 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

18 
災害時におけるボランテ

ィア活動等に関する協定 

平成11(1999)年１月21

日 

社会福祉法人 港区

社会福祉協議会 

災害時におけるボランティ

アの受け入れ及び派遣等の

体制整備 

保健福祉課 

19 
災害時における応急協力

に関する覚書 

平成11(1999)年７月26

日 
メルパルクTOKYO 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

20 
災害時における応急協力

に関する覚書 

平成12(2000)年７月1

日 

ホテルＪＡＬシティ

田町 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

21 
災害時特別法律相談事業

に関する協定書 

平成13(2001)年４月25

日 
港法曹会 

災害時特別法律相談に係る

弁護士の派遣 
総務課 

22 
災害時における医薬品等

の提供についての協定書 

平成13(2001)年６月15

日 

㈳東京都薬剤師会港

区支部港区社会福祉

協議会 

災害時に提供する医薬品の

確保 
保健予防課 

23 

災害時における災害応

急・復旧活動及び通訳ボ

ランティアの派遣等に関

する協定 

平成14(2002)年８月２

日 
港区国際交流協会 

災害時における通訳ボラン

ティアの派遣等 
地域振興課 

24 

災害時における応急用精

米の優先供給に関する協

定 

平成15(2003)年 12月

１日 

東京都米穀小売商業

組合港支部 
応急用精米の優先供給 防災課 

25 

災害時における食糧・資

機材の提供に関する協定

書 

平成16(2004)年５月31

日 

ワールドシティタワ

ーズ管理組合 

備蓄食糧・資機材の提供 

（備蓄場所：港南4丁目ﾜｰ

ﾙﾄﾞｼﾃｨﾀﾜｰｽﾞ） 

防災課 

26 
災害時における資機材の

提供に関する協定書 

平成16(2004)年６月24

日 
品川タワーフェイス 

備蓄資機材の提供 

（備蓄場所：港南2丁目品

川タワーフェイス） 

防災課 

27 
災害時における応急協力

に関する覚書 

平成17(2005)年 10月

20日 

ザ・プリンスパーク

タワー東京 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

28 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成18(2006)年８月28

日 
港土木防災協力会 

落下物、倒壊建物等の除

去、道路等の応急補修 
防災課 

29 
災害時等における船舶に

よる輸送に関する協定書 

平成18(2006)年 11月1

日 
㈱ミナモ 

被災者及び救援物資等の輸

送、被災状況把握の人員輸

送、防災訓練の人員及び物

資輸送 

防災課 

30 

災害時における愛宕ビル

防犯協力会と愛宕警察署

及び 

芝消防署並びに港区との

協力に関する協定書 

平成18(2006)年 11月

22日 

愛宕ビル防犯協力会 

愛宕警察署、芝消防

署 

災害時のボランティア活動

に関する連携協力 
防災課 

31 

災害時における地域防災

施設としての利用に関す

る覚書 

平成20(2008)年３月３

日 
ホテルモントレ赤坂 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 
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№ 協定等の名称 締結年月日 協定の相手方等 協定等の概要 所管 

32 

災害時における地域防災

施設としての利用に関す

る覚書 

平成20(2008)年３月５

日 

アルビオン白金教育

センター 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

33 

災害時における地域防災

施設としての利用に関す

る覚書 

平成20(2008)年３月31

日 

ホテルサンルート新

橋 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

34 

災害時における地域防災

施設としての利用に関す

る覚書 

平成20(2008)年３月31

日 

ホテルコンソレイユ

芝・東京 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

35 
災害時における船舶によ

る輸送等に関する協定書 

平成20(2008)年４月１

日 
芝漁業協同組合 

被災者、救護者等の人員輸

送、救援物資等の貨物輸送 
防災課 

36 
災害時における船舶によ

る輸送等に関する協定書 

平成20(2008)年４月１

日 
港漁業協同組合 

被災者、救護者等の人員輸

送、救援物資等の貨物輸送 
防災課 

37 
災害時におけるし尿収集

運搬等に関する協定書 

平成20(2008)年４月１

日 

㈱東海運輸、㈱ｼﾞｮｰﾄ

ｰ 

日建総業㈱、第一整

備工業㈱ 

避難場所等のし尿収集及び

指定場所への運搬・搬入 
防災課 

38 
災害時におけるトイレ用

水運搬等に関する協定書 

平成20(2008)年４月1

日 

㈱東海運輸、日本ﾛｰ

ﾄﾞ･ﾒﾝﾃﾅﾝｽ㈱、㈱ｹｲﾐｯ

ｸｽ、東京ｻﾆﾃｨｼｮﾝ㈱ 

ｽﾊﾞﾙ興業㈱、日本ﾊｲｳ

ｪｲ・ｻｰﾋﾞｽ㈱ 

トイレ用水の給水、汲み上

げ及び避難所等へのトイレ

用水運搬 

防災課 

39 
災害時における応急協力

に関する覚書 

平成20(2008)年９月19

日 

ホテルグレイスリー

田町 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

40 
災害時における軽自動車輸

送の協力に関する協定書 

平成20(2008)年 11月

19日 

赤帽首都圏軽自動車運

送協同組合城南支部 
応急救援物資等の輸送 防災課 

41 

災害時における地域防災

施設としての利用に関す

る覚書 

平成20(2008)年 11月

28日 

シェラトン都ホテル

東京 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

42 

災害時における障害物除

去等の応急対策業務に関

する協定 

平成20(2008)年 12月

25日 

㈳東京都自動車整備

振興会中央支部 

車両等障害物除去、道路啓

開 
防災課 

43 
災害時のおける応急協力

に関する覚書 

平成21(2009)年３月４

日 
㈻ 芝浦工業大学 

災害時要配慮者用の避難所

確保 
防災課 

44 

災害時における地域防災

施設としての利用に関す

る覚書 

平成21(2009)年３月10

日 
三田会館 

要配慮者に関する避難施設

の確保協力 
防災課 

45 
災害時における備蓄倉庫

の使用に関する覚書 

平成22(2010)年５月31

日 

芝公園フロントタワ

ー 
備蓄物資の提供 防災課 

46 

災害時における浮桟橋の

使用及び貨物自動車の供

給に関する協定 

平成22(2010)年７月30

日 

芝浦商店会 

芝浦海岸町会・商店

会連絡協議会 

渚橋浮桟橋の使用及び貨物

自動車の供給 
産業振興課 

47 

災害時における帰宅困難

者への一時滞在用スペー

ス等の使用及び備品等の

提供に関する協定書 

平成22(2010)年 11月

19日 

六本木一丁目南地区

市街地再開発組合 

［協定締結時］ 

災害時の帰宅困難者への一

時滞留スペース及び備品等

の提供 

防災課 

48 

災害時における帰宅困難

者への一時滞在用スペー

ス等の使用及び備品等の

提供に関する協定書 

平成22(2010)年 12月

９日 

六本木三丁目地区市

街地再開発組合 

［協定締結時］ 

災害時の帰宅困難者への一

時滞留スペース及び備品等

の提供 

防災課 
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49 

「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

 

平成８(1996)年１月12

日 
アークヒルズ 

飲料水、生活用水、消火用

水の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 

「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

災害用水槽に関する協定

書 

平成８(1996)年１月12

日 
城山ヒルズ 

飲料水、生活用水、消火用

水の確保 

生活用水・消火用水の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成９(1997)年 11月

12日 
虎ノ門３７森ビル 

平成11(1999)年 12月

１日 
虎ノ門２丁目タワー 

平成13(2001)年４月11

日 
赤坂溜池タワー 

平成13(2001)年４月11

日 

アークフォレストテ

ラス 

平成14(2002)年 11月

18日 

愛宕グリーンヒルズ

敷地内 

平成15(2003)年２月14

日 
元麻布ヒルズ敷地内 

平成15(2003)年５月23

日 
長谷工本社ビル 

平成16(2004)年４月１

日 

六本木ヒルズ森タワ

ー 

平成16(2004)年４月1

日 

六本木ヒルズレジデ

ンス 

平成17(2005)年２月1

日 

オランダヒルズ森タ

ワー 
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平成17(2005)年６月６

日 

東京汐留ビルディン

グ 

平成18(2006)年８月1

日 
東京ミッドタウン 

平成18(2006)年４月７

日 
東京ミッドタウン 

51 

避難住民に対する理容サ

ービス業務の提供に関す

る協定書 

平成24(2012)年１月20

日 

東京都理容生活衛生

同業組合みなと支部 

避難所における理容サービ

スの提供 
防災課 

52 
災害時における物資等の

提供協力に関する協定 

平成24(2012)年６月１

日 
㈱ 伊藤園 飲料水の提供 防災課 

53 
災害時における応急協力

に関する覚書 

平成24(2012)年７月1

日 

（福）洛和福祉会 

（福） 新生寿会 

マンホールトイレの設置及

び運営 
防災課 

54 

災害時における帰宅困難

者等への支援に関する協

定書 

平成24(2012)年７月25

日 

虎ノ門・六本木地区

市街地再開発組合 

［協定締結時］ 

帰宅困難者への一時滞在施

設及び物資の提供 

帰宅困難者の誘導等に係る

人員等の提供 

防災課 

55 
災害時における井戸の使

用に関する協定 

平成24(2012)年７月25

日 

虎ノ門・六本木地区

市街地再開発組合 

［協定締結時］ 

生活用水、消火用水の確保 防災課 

56 

災害時等における一時係

船施設等の提供に関する

協定書 

平成24(2012)年８月28

日 

ワールドシティタワ

ーズ管理組合 
一時係船施設の使用 防災課 

57 
災害時における動物救護

活動に関する協定書 

平成24(2012)年９月14

日 

㈳東京都獣医師会中

央支部 

救護所等における負傷動物

の応急手当、被災動物の保

護・管理等 

生活衛生課 

58 
大震災時における飲料水

使用協定書 
  区内事業所 建物受水槽の水の提供 防災課 

59 

災害発生時における帰宅

困難者の受入れ等に関す

る協力協定 

  区内事業所 帰宅困難者対策への協力 防災課 

60 

災害時における港区と区

内警察署及び区内消防署

との協力連携に関する協

定 

平成19(2007)年２月９

日 

港区内所轄６警察署 

港区内所轄４消防署 
災害時における協力連携 防災課 

61 

義士親善友好都市間にお

ける災害応急対策活動の

相互応援に関する協定書 

平成18(2006)年４月１

日 
関係２５自治体 

応急対策活動（人員、物

資、見舞金等） 
防災課 

62 
特別区災害時相互協力及

び相互支援に関する協定 

平成８(1996)年２月16

日 
東京２３特別区 

応急対策及び復旧対策等に

関する相互協力及び相互支

援 

防災課 

63 

マンホールトイレ用仮設

トイレの設置に関する覚

書 

平成18(2006)年３月31

日 

都下水道局 

（中部管理事務所） 

下水道マンホールへの仮設

トイレの設置 
防災課 

64 

災害時における下水道施

設へのし尿搬入及び受入

れに関する覚書 

平成19(2007)年３月30

日 

都下水道局 

（中部管理事務所） 

下水道施設への避難所等の

し尿への搬入及び受入れ 
防災課 

65 

都営住宅と港区施設との

合築建物の耐震診断及び

耐震改修に関する基本協

平成20(2008)年 11月

13日 

都都市整備局 

（都営住宅経営部住

宅整備課） 

耐震診断及び耐震改修に関

する費用負担等 
防災課 
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定 

66 

災害時における応急対策用

バスの運行の協力に関する

協定 

平成25（2013）年4月1

日 

ケイエム観光バス（現

ｋｍモビリティサービ

ス）  

応急対策活動のための必要

な車両の運行 地域交通課 
地域交通課 

67 
港区と福島県いわき市と

の災害時相互協力協定 

平成25(2013)年４月23

日 
福島県いわき市 

災害時における応急対策及

び復旧対策についての相互

協力 

防災課 

68 
災害時における物資等の

提供協力に関する協定 

平成25(2013)年５月1

日 

サントリービバレッ

ジサービス㈱ 

容器入り飲料の提供及び運

搬 
防災課 

69 
港区と岐阜県郡上市との

災害時相互協力協定 

平成26(2014)年２月６

日 
岐阜県郡上市 

災害時における応急対策及

び復旧対策についての相互

協力 

 

防災課 

70 
災害時における一時係船

施設の提供に関する協定 

平成26(2014)年３月11

日 
都港湾局 

災害時における一時係船施

設の提供 
防災課 

71 
災害時医薬品等の調達業

務に関する協定 

平成26(2014)年４月25

日 

（一社）港区薬剤師

会、 

東邦薬品港・中央営

業所、㈱スズケン中

央支店、アルフレッ

サ㈱港支店、㈱メデ

ィセオ港支店 

災害時における医薬品等の

調達協力 

保健 

予防課 

72 
災害時における母子救護

所の提供に関する協定 

平成26(2014)年４月25

日 

（福）恩賜財団母子

愛育会 

災害時における母子救護所

の提供 
保健予防課 

73 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成27(2015)年 11月

18日 

東京土建一般労働組

合 港支部 

全建総連 東京都連 

港地区協議会 

災害時における応急危険度

判定、住家被害認定調査の

協力 

防災課 

74 
災害時におけるバス供給

協力に関する協定 

平成27(2015)年 12月

25日 
㈱フジエクスプレス 

災害時における傷病者、人

員の搬送 
保健予防課 

75 

自動販売機を活用した災

害時の情報発信力強化に

関する協定 

平成28(2016)年１月１

日 

コカ・コーライース

トジャパン㈱ 

 

災害時における情報発信力

強化のためのサイネージ付

き自動販売機の提供 

区長室 

76 
大規模災害時等における

電力復旧等に関する覚書 

平成28(2016)年３月15

日 

（令和２（2020）年９

月10日変更覚書締結）

東京電力パワーグリ

ッド㈱銀座支社 

災害時における停電情報の

提供及び二次災害に関する

注意喚起の協力 

防災課 

77 
「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

平成28(2016)年３月31

日 

（平成31（2019）年３

月４日変更協定締結） 

国家公務員共済組合

連合会（虎ノ門病

院） 

生活用水の確保 防災課 

78 
災害時における応急救護

活動に関する協定 

平成28(2016)年７月27

日 

東京都柔道整復師会

港支部 

災害時における柔道整復師

会の応急救護活動の協力 
保健予防課 

79 
震災時におけるり災証明

書発行に関する協定 

平成29(2017)年３月28

日 

東京消防庁区内四消

防署 

り災証明書発行における人

員派遣等 
防災課 

80 
災害時における応急対策

業務に関する協定 

平成29(2017)年 12月

25日 
港美化防災協議会 

災害時の応急対策業務の協

力 
防災課 



震災資料編 
参考資料 

 

№ 協定等の名称 締結年月日 協定の相手方等 協定等の概要 所管 

81 

災害時における区民等の

公衆浴場の使用等に関す

る協定 

平成30(2018)年２月７

日 

東京都公衆浴場業生

活衛生同業組合港支

部 

井戸、貯水槽による給水、

被災者への入浴支援 
防災課 

82 
災害時における地図製品

等の供給等に関する協定 

平成30(2018)年３月20

日 

株式会社ゼンリン東

京第一支社 

災害時における地図製品等

の供給 
防災課 

83 
災害時における住家被害

認定調査等に関する協定 

平成30(2018)年５月11

日 

公益社団法人東京都

不動産鑑定士協会 

り災証明書発行に係る住家

被害認定調査等の協力 
防災課 

84 
災害時における物資の優

先的供給に関する協定 

平成31(2019)年２月21

日 

セッツカートン株式

会社 

災害時における段ボール製

品の優先的な供給 
防災課 

85 
災害時における妊産婦等

支援活動に関する協定書 

平成31(2019)年３月15

日 

一般社団法人 

品川港助産師会 

災害時における妊産婦及び

乳児の支援活動 
保健予防課 

86 
災害時等における船舶に

よる輸送に関する協定書 

平成31(2019)年３月22

日 

東京ウォータータク

シー株式会社 
船舶による輸送等の業務 防災課 

87 
「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

令和元(2019)年６月25

日 

森トラスト株式会社

（神谷町トラストタ

ワー） 

生活用水の確保 防災課 

88 
災害時における物資の優

先的供給に関する協定 

令和元(2019)年９月1

日 
旭紙業株式会社 

災害時における段ボール製

品の優先的な供給 
防災課 

89 
災害時の緊急医療救護所

に関する協定 

令和元(2019)年 11月１

日 

社会福祉法人恩賜財

団済生会支部東京都

済生会  

東京都済生会中央病

院 

緊急医療救護所の開設及び

運営への協力と災害用の医

薬品・医療資器材の保管等

への協力 

保健予防課 

90 

災害時の緊急医療救護所

に関する協定 

「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

令和元(2019)年 11月１

日 

令和元(2019)年 11月

18日 

東京慈恵会医科大学

附属病院 

緊急医療救護所の開設及び

運営への協力と災害用の医

薬品・医療資器材の保管等

への協力 

生活用水の確保 

保健予防課 

防災課 

北里大学北里研究所

病院 

国家公務員共済組合

連合会 虎の門病院 

国際医療福祉大学 

三田病院 

独立行政法人地域医

療機能推進機構 東

京高輪病院 

社会福祉法人恩賜財

団母子愛育会 総合

母子保健センター愛

育病院 

医療法人社団友仁会 

赤坂見附前田病院 

医療法人財団順和会 

山王病院 
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公益財団法人 

心臓血管研究所付属

病院 

東京大学医科学研究

所附属病院 

医療法人財団厚生会 

古川橋病院 

虎ノ門一丁目市街地

再開発組合（虎ノ門

ヒルズビジネスタワ

ー） 

91 
災害時における電動車両

等の支援に関する協定 

令和２(2020)年１月21

日 

三菱自動車工業株式

会社、港三菱自動車

販売株式会社 

電動車両等の貸与の迅速か

つ円滑な実施 
防災課 

92 
「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

令和２(2020)年５月15

日 

森ビル株式会社（虎

ノ門ヒルズレジデン

シャルタワー） 

生活用水の確保 防災課 

93 
災害に係る情報発信等に

関する協定 

令和２(2020)年６月11

日 
ヤフー株式会社 

災害時におけるインターネ

ットを活用した情報発信へ

の協力 

防災課 

94 

津波発生時における避難

者の受入れ等に関する協

力協定 

令和２(2020)年８月31

日 

東京ポートシティ竹

芝オフィスタワー管

理組合管理者東急不

動産株式会社 

津波発生時における避難者

の受入れ等の協力に関し、

所有する施設の一部を津波

発生時の緊急避難施設とし

て区民、来街者等の区内に

滞在している者へ提供する 

防災課 

95 
災害時における給電車両

支援に関する協定書 

令和２(2020)年９月1

日 

トヨタモビリティサ

ービス株式会社 

災害時における給電車両の

支援 
防災課 

96 
災害時における物資の優

先的供給に関する協定 

令和２(2020)年９月10

日 
興亜紙業株式会社 

避難所の生活に必要な物資

の優先的な供給 
防災課 

97 

災害時における貨物自動

車輸送の協力に関する協

定書 

令和２(2020)年 10月８

日 
丸新運輸株式会社 

応急対策業務に必要な貨物

自動車による物資輸送の協

力 

防災課 

98 
災害時における給電車両

支援に関する協定書 

令和２(2020)年 11月

16日 

トヨタモビリティ東

京株式会社 

災害時における給電車両の

貸与 
防災課 

99 

災害時における地域内輸

送拠点の運営及び物資輸

送の協力に関する協定書 

令和２(2020)年 12月

21日 

ヤマト運輸株式会社

東京港主管支店 

災害時における地域内輸送

拠点の運営及び物資輸送の

協力 

防災課 

100 

災害時における地域内輸

送拠点等の運営及び物資

輸送の協力に関する協定

書 

令和２(2020)年 12月

21日 

佐川急便株式会社関

東支店 

災害時における地域内輸送

拠点の運営及び物資輸送の

協力 

防災課 

101 

災害時等における棺及び

葬祭用品の供給並びに遺

体の搬送等の協力に関す

る協定 

令和３(2021)年１月8

日 

東京都葬祭業協同組

合、東京都葬祭業協

同組合港支部 

災害時おける棺及び葬祭用

品の供給並びに遺体の搬送

等の協力 

防災課 

102 
災害時における施設等の

利用に関する協定 

令和３(2021)年１月18

日 
都立六本木高等学校 

災害時における施設等の利

用 
防災課 
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103 
災害時における施設等の

利用に関する協定 

令和３(2021)年３月12

日 

株式会社近鉄・都ホ

テルズシェラトン都

ホテル東京 

災害時における施設等の利

用 
防災課 

104 
災害時における物資等の

提供協力に関する協定 

令和３(2021)年３月22

日 
大塚製薬株式会社 

災害時における物資等の提

供協力 
防災課 

105 
災害時における浮桟橋の

使用に関する協定 

令和３(2021)年 5月 19

日 

三井不動産レジデン

シャルリース株式会

社 

災害時における桟橋の使用 防災課 

106 
災害及び防災に関する情

報の放送等に関する協定 
令和３(2021)年7月1日

株式会社ジェイコム

東京 

災害時等における災害及び

防災に関する情報の放送 
防災課 

107 

災害時におけるキャンピ

ングカーの貸与に関する

協定書 

令和３(2021)年 8 月 30

日 
株式会社エアサポ 

災害時におけるキャンピン

グカーの支援 
防災課 

108 
災害時における浮桟橋等

の使用に関する協定 

令和３(2021)年10月14

日 

一般社団法人竹芝エ

リアマネジメント 
災害時における桟橋の使用 防災課 

109 
災害時における浮桟橋等

の使用に関する協定 

令和３(2021)年10月14

日 

東日本旅客鉄道株式

会社 

株式会社ジェイアー

ル東日本ビルディン

グ 

災害時における桟橋の使用 防災課 

110 
東京都及び区市町村相互

間の災害時等協力協定 

令和３(2021)年12月27

日 

東京都 

都内23特別区 

都内26市 

都内13町村 

災害時における相互協力 防災課 

111 
災害時における物資供給

に関する協定 

令和４(2022)年 1 月 26

日 

NPO 法人コメリ災害対

策センター 

災害時における物資等の提

供協力 
防災課 

112 
災害時における物資の貸

与等に関する協定 

令和４(2022)年 3 月 18

日 
株式会社アクティオ 

災害時における物資等の提

供協力 
防災課 

113 
災害時における物資の提

供協力に関する協定 

令和４(2022)年５月 20

日 
シバタ工業株式会社 

災害時における物資の提供

協力 
防災課 

114 
災害時における施設等の

使用に関する協定 

令和４(2022)年８月26

日 

警視庁赤坂警察署、

宗教法人梅窓院 

災害時における施設等の使

用 
防災課 

115 

災害時における自転車シ

ェアリングサービスの利

用等に関する協定書 

令和４(2022)年 10月

26日 

株式会社ドコモ・バ

イクシェア 
災害時における物資の貸与 防災課 

116 
災害時における浮桟橋の

使用に関する覚書 

令和４(2022)年 10月

28日 

野村不動産ビルディ

ング株式会社 

災害時における浮桟橋の使

用 
防災課 

117 

津波発生時における避難

者の受入れ等に関する覚

書 

令和４(2022)年 10月

28日 

野村不動産ビルディ

ング株式会社 

津波発生時における避難者

の受入れ 
防災課 

118 

災害時等における通信障

害復旧の連携等に関する

協定 

令和４(2022)年 12月

12日 

東日本電信電話株式

会社 

災害時等における通信障害

復旧の連携 
防災課 

119 
災害時における物資の貸

与等に関する協定 

令和５(2023)年１月26

日 
株式会社ナガワ 災害時における物資の貸与 防災課 
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120 
「民間非常災害用井戸」

の指定に関する協定書 

令和５(2023)年３月31

日 
宗教法人乃木神社 生活用水の確保 防災課 

121 
災害時における施設等の

使用に関する協定 

令和５(2023)年５月10

日 

警視庁愛宕警察署 

警視庁三田警察署 

警視庁高輪警察署 

警視庁麻布警察署 

警視庁赤坂警察署 

警視庁東京湾岸警察

署 

浄土宗大本山増上寺 

災害時における施設等の利

用 
防災課 

122 

都立公園等を使用した避

難場所の運営等に係る連

携協力に関する基本協定

書 

令和５(2023)年５月10

日 
東京都 

災害時における施設等の利

用 
防災課 

123 
災害時における物資等の

提供協力に関する協定 

令和５(2023)年７月20

日 

ソフトバンク株式会

社 

災害時における物資等の提

供協力 
防災課 

124 
港区と山形県舟形町との

災害時相互協力協定書 

令和５(2023)年８月17

日 
山形県舟形町 

災害時における応急対策及

び復旧対策についての相互

協力 

防災課 

125 
災害時における資器材の

貸与等に関する協定 

令和５(2023)年 11月

11日 

EcoFlow Technology 

Japan 株式会社 
災害時における物資の貸与 防災課 

126 

災害時における避難所等

の運営の協力及び物資の

貸与等に関する協定 

令和５(2023)年 11月

29日 

株式会社ユニオンア

ルファ 

災害時における避難所等の

運営の協力及び物資の貸与

等 

防災課 
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震－参－11 震度階解説 
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震－参－12 津波シミュレーション結果 

津波シミュレーションについて 

（港区津波・液状化シミュレーション結果 令和５(2023)年度更新） 

●想定地震 

 想定地震 
区内最大 

津波高さ 

港区今回想定（R5） 

・元禄関東地震（M8.5） 

※H25 中央防災会議モデル 

・南海トラフの巨大地震（M9.1） 

【今回予測】 

 

●予測条件の検討 

 港区 

海域地形 中央防災会議データ（H25） 

陸域地形 基盤地図情報（数値標高モデル） 

防潮堤 

水門 

陸閘 

中央防災会議データ（H25） 

河川 

護岸 

「古川河川台帳」 

「古川護岸測量委託護岸展開図」 

土地利用 
中央防災会議データ（H25） 

「細密数値情報(10m メッシュ土地利用)」 

 

●浸水予測結果の見解について 

 前回の予測と同様の「元禄関東地震」を想定しているものの、中央防災会議（H25（2013））が

公表した、より大きな断層モデル（前回：M8.2、今回：M8.5）を基に予測したことで、地殻変動

（沈下）が大きく、津波水位が高くなり、その結果として区内の浸水範囲が広がっています。  

また、前回の予測では東日本大震災による浦安市での実績を基に、一律50cm 沈下を想定しました

が、今回は、東京都（R4）、中央防災会議（H25（2013））において、250m メッシュの液状化沈下量

が予測されていることから、これらの結果を活用しました。  

この予測結果を踏まえ、浸水予想範囲内に住まわれている方や活動されている方は、津波の陸地

への浸水が始まると考えられる地震発生から約 70 分後（実際には想定より早く津波が到達する場

合があります。）までには高台や中高層建築物への迅速な避難が必要となります。また、多くのエ

リアでは地震発生から約 150 分後以降にも浸水することから、避難を継続することが必要です。 
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●浸水結果 
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震－参－13 液状化シミュレーション結果 

 

液状化シミュレーションについて 

（港区津波・液状化シミュレーション結果 令和５(2023)年度更新） 

●想定地震 

 想定地震 精度・評価方法 

港区今回想定（R5） 

都心南部直下地震（M7.3） 

※東京都今回想定のうち、区内で最も影響

が大きい 

50ｍメッシュ 

 

●予測条件の検討 

 港区 

計算精度 50ｍメッシュ 

予測手法 
ＦＬ法・ＰＬ法 

道路橋示方書（平成 29 年）に準拠した手法 

ボーリングデータ 区内約 8,667 本 

地表加速度 東京都想定（R4）による（50m メッシュ） 

物性値（粒径、重さ

等） 
港区（H25）設定による 

地下水位 港区（H25）設定による 

評価 ＰＬ値と地形分類等による総合評価 

※FL 法・PL 法：液状化対象層ごとに地震による地表加速度から液状化の可能性を評価する手法 
※道路橋示方書の改定（平成 18（2006）年→平成 29（2017）年）により、物性値の評価方法が変
更されています。 

 

●浸水予測結果の見解について 

微動アレイ探査等により地盤モデルの精度が向上した結果、区内では従来の想定よりも揺れに

くいとされた場所が多く、そのため、従来の判定と比べ、全般的に液状化危険度が低い傾向とな

っています。特に、想定地震を「東京湾北部地震」（M7.3）から「都心南部直下地震」（M7.3）

に変更した結果、震源から遠くなる芝浦港南地区での液状化可能性が低くなっています。一方、

局所的に揺れやすいとされた新橋周辺では液状化可能性が高くなっています。  

なお、液状化危険度が低くなっている理由として、「平成 29（2017）年道路橋示方書 Ⅴ」に

おいて液状化判定方法が変更されたことにより PL 値が低くなる傾向にあることも考えられます。 

液状化が発生した場合、埋立地については表層付近の浅い地盤での液状化による建物の沈下や傾

斜といった被害が想定されます。その他の低地部等では、ほとんどが地中での液状化であり、地

表面で液状化の被害が発生する可能性は低く、杭基礎などへの被害の可能性が考えられます。  
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●危険度判定結果 

 ・ＰＬ判定と地形分類による総合判定の結果 
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